
法律第三十一号（平成二七・五・二九） 

  ◎持続可能な医療保険制度を構築するための国民健康保険法等の一部を改正する法律 

 （国民健康保険法の一部改正） 

第一条 国民健康保険法（昭和三十三年法律第百九十二号）の一部を次のように改正する。 

  第百十五条中「前二条」を「第百十三条及び前条」に改める。 

  第百十九条中「第百十四条第二項」を「第百十四条」に改める。 

  附則第六条第一項中「平成二十六年度までの間において、」を削り、「該当する者」

の下に「（当該者となつた時以後平成二十六年度までの間に、市町村が行う国民健康保

険の被保険者である期間を有する者に限る。）」を加える。 

  附則第十六条中「附則第十三条の五の六」を「附則第十三条の十」に改める。 

  附則第二十一条第一項中「平成二十六年度までの間において」を「市町村が行う国民

健康保険の被保険者であるとしたならば」に、「ができる」を「となる」に改める。 

  附則第二十一条の三第一項中「第十四条の六」を「第十四条の十」に改め、同条第三

項を次のように改める。 

 ３ 平成二十七年度における附則第二十一条第五項の規定の適用については、同項中

「調整対象基準額は、当該年度」とあるのは「調整対象基準額は、平成二十七年度」

と、「第三十四条第三項に規定する概算調整対象基準額をいう。以下この項において

同じ」とあるのは「附則第十三条の五の六第三号及び第四号に掲げる額の合計額をい

う。以下この項において「平成二十七年度概算調整対象基準額」という」と、「ただ

し、当該年度の前々年度の概算調整対象基準額が当該年度の前々年度」とあるのは

「ただし、平成二十五年度の概算調整対象基準額（同法附則第十三条の五の二第三号

及び第四号に掲げる額の合計額をいう。以下この項において「平成二十五年度概算調

整対象基準額」という。）が同年度」と、「第三十五条第三項に規定する確定調整対

象基準額をいう。以下この項において同じ」とあるのは「附則第十三条の五の三第三

号及び第四号に掲げる額の合計額をいう。以下この項において「平成二十五年度確定

調整対象基準額」という」と、「ときは、当該年度の概算調整対象基準額」とあるの

は「ときは、平成二十七年度概算調整対象基準額」と、「当該年度の前々年度におけ

るすべての」とあるのは「全ての」と、「概算調整対象基準額と確定調整対象基準

額」とあるのは「平成二十五年度概算調整対象基準額と平成二十五年度確定調整対象

基準額」と、「とし、当該年度の前々年度の概算調整対象基準額が当該年度の前々年

度の確定調整対象基準額」とあるのは「とし、平成二十五年度概算調整対象基準額が

平成二十五年度確定調整対象基準額」とする。 

  附則第二十一条の三に次の一項を加える。 

 ４ 平成二十八年度における附則第二十一条第五項の規定の適用については、同項中

「調整対象基準額は、当該年度」とあるのは「調整対象基準額は、平成二十八年度」

と、「第三十四条第三項に規定する概算調整対象基準額をいう。以下この項において



同じ」とあるのは「附則第十三条の六第三号及び第四号に掲げる額の合計額をいう。

以下この項において「平成二十八年度概算調整対象基準額」という」と、「ただし、

当該年度の前々年度の概算調整対象基準額が当該年度の前々年度」とあるのは「ただ

し、平成二十六年度の概算調整対象基準額（同法附則第十三条の五の二第三号及び第

四号に掲げる額の合計額をいう。以下この項において「平成二十六年度概算調整対象

基準額」という。）が同年度」と、「第三十五条第三項に規定する確定調整対象基準

額をいう。以下この項において同じ」とあるのは「附則第十三条の五の三第三号及び

第四号に掲げる額の合計額をいう。以下この項において「平成二十六年度確定調整対

象基準額」という」と、「ときは、当該年度の概算調整対象基準額」とあるのは「と

きは、平成二十八年度概算調整対象基準額」と、「当該年度の前々年度におけるすべ

ての」とあるのは「全ての」と、「概算調整対象基準額と確定調整対象基準額」とあ

るのは「平成二十六年度概算調整対象基準額と平成二十六年度確定調整対象基準額」

と、「とし、当該年度の前々年度の概算調整対象基準額が当該年度の前々年度の確定

調整対象基準額」とあるのは「とし、平成二十六年度概算調整対象基準額が平成二十

六年度確定調整対象基準額」とする。 

  附則第二十二条の二中「平成二十六年度」を「平成二十七年度」に改める。 

第二条 国民健康保険法の一部を次のように改正する。 

  第三十六条第二項第四号中「第六十三条第二項第四号」を「第六十三条第二項第五

号」に改め、同号を同項第五号とし、同項第三号の次に次の一号を加える。 

  四 患者申出療養（健康保険法第六十三条第二項第四号に規定する患者申出療養をい

う。以下同じ。） 

  第四十五条第五項中「による社会保険診療報酬支払基金」の下に「（以下「支払基

金」という。）」を加える。 

  第五十三条第一項及び第三項中「評価療養」の下に「、患者申出療養」を加える。 

  第五十八条第三項中「国民健康保険団体連合会」の下に「又は支払基金」を加える。 

  第七十三条第一項第一号中「の百分の三十二に相当する」を「に組合の財政力を勘案

して百分の十三から百分の三十二までの範囲内において政令で定める割合を乗じて得

た」に改め、同条第二項中「補助の割合」の下に「及び組合の財政力」を加え、「も

の」を「ところにより算定した割合」に改め、同条第五項中「百分の十五」を「百分の

十五・四」に改める。 

  第八十二条第一項中「、健康診査」を「及び健康診査並びに健康管理及び疾病の予防

に係る被保険者の自助努力についての支援」に改め、同条第五項を同条第六項とし、同

条第四項中「行う」の下に「被保険者の」を加え、「必要な指針を公表する」を「、指

針の公表、情報の提供その他の必要な支援を行う」に改め、同項を同条第五項とし、同

条第三項中「前二項」を「第一項及び前項」に、「当該事業」を「これらの事業」に改

め、同項を同条第四項とし、同条第二項を同条第三項とし、同条第一項の次に次の一項



を加える。 

 ２ 保険者は、前項の事業を行うに当たつては、高齢者の医療の確保に関する法律第十

六条第二項の情報を活用し、適切かつ有効に行うものとする。 

  第百四条中「第二項」を「第三項」に改める。 

  第百十三条の二の次に次の一条を加える。 

  （連合会又は支払基金への事務の委託） 

 第百十三条の三 保険者は、第四十五条第五項（第五十二条第六項、第五十二条の二第

三項、第五十三条第三項及び第五十四条の二第十二項において準用する場合を含

む。）に規定する事務のほか、次に掲げる事務を第四十五条第五項に規定する連合会

又は支払基金に委託することができる。 

  一 第四章の規定による保険給付の実施、第七十六条第一項の規定による保険料の徴

収、第八十二条第一項の規定による保健事業の実施その他の厚生労働省令で定める

事務に係る情報の収集又は整理に関する事務 

  二 第四章の規定による保険給付の実施、第七十六条第一項の規定による保険料の徴

収その他の厚生労働省令で定める事務に係る情報の利用又は提供に関する事務 

 ２ 保険者は、前項の規定により同項各号に掲げる事務を委託する場合は、他の社会保

険診療報酬支払基金法第一条に規定する保険者と共同して委託するものとする。 

  附則第七条第一項中「社会保険診療報酬支払基金（以下「支払基金」という。）」を

「支払基金」に改める。 

  附則第二十二条の二を削る。 

第三条 国民健康保険法の一部を次のように改正する。 

  附則第九条第二項中「次条第三項」を「高齢者の医療の確保に関する法律第七条第三

項」に、「附則第十条第三項」を「高齢者の医療の確保に関する法律第七条第三項」に、

「同条第一項」を「附則第十条第一項」に改める。 

  附則第十条第一項中「被用者保険等保険者」の下に「（高齢者の医療の確保に関する

法律第七条第三項に規定する被用者保険等保険者をいう。以下同じ。）」を加え、同条

第三項を削る。 

  附則第十二条第一項を次のように改める。 

   前条第一項の概算療養給付費等拠出金の額は、各被用者保険等保険者の当該年度の

標準報酬総額の見込額（高齢者の医療の確保に関する法律第百二十条第一項第一号イ

に規定する標準報酬総額の見込額をいう。以下同じ。）に概算拠出率を乗じて得た額

とする。 

  附則第十三条第一項中「標準報酬総額」の下に「（高齢者の医療の確保に関する法律

第百二十条第二項に規定する標準報酬総額をいう。以下同じ。）」を加える。 

  附則第十六条中「附則第十三条の十」を「附則第十三条の六」に改める。 

  附則第二十一条第一項中「標準報酬総額の見込額及び被用者保険等拠出対象額」の下



に「（後期高齢者支援金の額を除く。以下この項において同じ。）」を加え、同条第三

項第二号中「及び当該特定健康保険組合が負担する後期高齢者支援金の合算額」を削り、

同条第四項第二号中「及び当該特定健康保険組合が負担した後期高齢者支援金の合算

額」を削る。 

  附則第二十一条の二を削る。 

  附則第二十一条の三第一項を次のように改める。 

   平成二十七年度の概算療養給付費等拠出金の額及び確定療養給付費等拠出金の額に

ついての前条第三項及び第四項の規定の適用については、同条第三項第二号中「調整

対象基準額」とあるのは「調整対象基準額及び当該特定健康保険組合に係る後期高齢

者支援金（持続可能な医療保険制度を構築するための国民健康保険法等の一部を改正

する法律（平成二十七年法律第三十一号）第十条の規定による改正前の高齢者の医療

の確保に関する法律（以下この号において「改正前高齢者医療確保法」という。）附

則第十四条の七第一項第一号に規定する概算加入者割後期高齢者支援金額（以下この

号において「概算加入者割後期高齢者支援金額」という。）をいう。ただし、平成二

十五年度の概算後期高齢者支援金の額（当該特定健康保険組合に改正前高齢者医療確

保法附則第十四条の五の規定の適用がないものとして改正前高齢者医療確保法第百二

十条の規定を適用するとしたならば同条第一項の規定により算定されることとなるも

のをいう。以下この号において同じ。）が同年度の確定後期高齢者支援金の額（当該

特定健康保険組合に改正前高齢者医療確保法附則第十四条の六の規定の適用がないも

のとして改正前高齢者医療確保法第百二十一条の規定を適用するとしたならば同条第

一項の規定により算定されることとなるものをいう。以下この号において同じ。）を

超えるときは、平成二十七年度の概算加入者割後期高齢者支援金額からその超える額

とその超える額に係る後期高齢者調整金額（高齢者の医療の確保に関する法律第百十

九条第一項に規定する後期高齢者調整金額をいう。以下この号において同じ。）との

合計額を控除して得た額とするものとし、平成二十五年度の概算後期高齢者支援金の

額が同年度の確定後期高齢者支援金の額に満たないときは、平成二十七年度の概算加

入者割後期高齢者支援金額にその満たない額とその満たない額に係る後期高齢者調整

金額との合計額を加算して得た額とする。次項第二号において同じ。）の合算額」と、

同条第四項第二号中「調整対象基準額」とあるのは「調整対象基準額及び当該特定健

康保険組合に係る後期高齢者支援金の合算額」とする。 

  附則第二十一条の三第二項を削り、同条第三項中「附則第二十一条第五項」を「前条

第五項」に、「第三十四条第三項」を「高齢者の医療の確保に関する法律第三十四条第

三項」に、「附則第十三条の五の六第三号」を「持続可能な医療保険制度を構築するた

めの国民健康保険法等の一部を改正する法律（平成二十七年法律第三十一号）第十条の

規定による改正前の高齢者の医療の確保に関する法律（以下この項において「改正前高

齢者医療確保法」という。）附則第十三条の五の六第三号」に、「同法附則第十三条の



五の二第三号及び第四号に掲げる額の合計額」を「当該特定健康保険組合に改正前高齢

者医療確保法附則第十三条の五の二の規定の適用がないものとして改正前高齢者医療確

保法第三十四条の規定を適用した場合における同条第一項第三号に掲げる額」に、「第

三十五条第三項」を「同法第三十五条第三項」に、「附則第十三条の五の三第三号及び

第四号に掲げる額の合計額」を「当該特定健康保険組合に改正前高齢者医療確保法附則

第十三条の五の三の規定の適用がないものとして改正前高齢者医療確保法第三十五条の

規定を適用した場合における同条第一項第三号に掲げる額」に改め、同項を同条第二項

とし、同条を附則第二十一条の二とする。 

  附則第二十一条の四第一項中「が負担する後期高齢者支援金」とあるのは「」を「調

整対象基準額」とあるのは「調整対象基準額及び当該特定健康保険組合」に、「高齢者

の医療の確保に関する法律」を「持続可能な医療保険制度を構築するための国民健康保

険法等の一部を改正する法律（平成二十七年法律第三十一号）第十条の規定による改正

前の高齢者の医療の確保に関する法律（以下この号において「改正前高齢者医療確保

法」という。）」に改め、同項ただし書中「同法附則第十四条の五」を「改正前高齢者

医療確保法附則第十四条の五」に、「同法第百二十条」を「改正前高齢者医療確保法第

百二十条」に、「同法附則第十四条の六」を「改正前高齢者医療確保法附則第十四条の

六」に、「同法第百二十一条」を「改正前高齢者医療確保法第百二十一条」に、「同法

第百十九条第一項」を「高齢者の医療の確保に関する法律第百十九条第一項」に改め、

「次項第二号において同じ。）」の下に「の合算額」を加え、「が負担した」とあるの

は「に係る」を「調整対象基準額」とあるのは「調整対象基準額及び当該特定健康保険

組合に係る後期高齢者支援金の合算額」に改め、同条第二項中「第三十四条第三項」を

「高齢者の医療の確保に関する法律第三十四条第三項」に、「附則第十三条の六第一項

第三号」を「持続可能な医療保険制度を構築するための国民健康保険法等の一部を改正

する法律（平成二十七年法律第三十一号）第十条の規定による改正前の高齢者の医療の

確保に関する法律（以下この項において「改正前高齢者医療確保法」という。）附則第

十三条の六第一項第三号」に、「同法附則第十三条の五の二第三号及び第四号に掲げる

額の合計額」を「当該特定健康保険組合に改正前高齢者医療確保法附則第十三条の五の

二の規定の適用がないものとして改正前高齢者医療確保法第三十四条の規定を適用した

場合における同条第一項第三号に掲げる額」に、「第三十五条第三項」を「同法第三十

五条第三項」に、「附則第十三条の五の三第三号及び第四号に掲げる額の合計額」を

「当該特定健康保険組合に改正前高齢者医療確保法附則第十三条の五の三の規定の適用

がないものとして改正前高齢者医療確保法第三十五条の規定を適用した場合における同

条第一項第三号に掲げる額」に改め、同条を附則第二十一条の三とし、同条の次に次の

二条を加える。 

 第二十一条の四 平成二十九年度の概算療養給付費等拠出金の額及び確定療養給付費等

拠出金の額についての附則第二十一条第三項の規定の適用については、同項第二号中



「調整対象基準額」とあるのは、「調整対象基準額（平成二十七年度の概算後期高齢

者支援金の額（当該特定健康保険組合に持続可能な医療保険制度を構築するための国

民健康保険法等の一部を改正する法律（平成二十七年法律第三十一号）第十条の規定

による改正前の高齢者の医療の確保に関する法律（以下この号において「改正前高齢

者医療確保法」という。）附則第十四条の七の規定の適用がないものとして改正前高

齢者医療確保法第百二十条の規定を適用するとしたならば同条第一項の規定により算

定されることとなるものをいう。以下この号において同じ。）が同年度の確定後期高

齢者支援金の額（当該特定健康保険組合に高齢者の医療の確保に関する法律附則第十

四条の二の規定の適用がないものとして改正前高齢者医療確保法第百二十一条の規定

を適用するとしたならば同条第一項の規定により算定されることとなるものをいう。

以下この号において同じ。）を超えるときは、調整対象基準額からその超える額とそ

の超える額に係る後期高齢者調整金額（高齢者の医療の確保に関する法律第百十九条

第一項に規定する後期高齢者調整金額をいう。以下この号において同じ。）との合計

額を控除して得た額とするものとし、同年度の概算後期高齢者支援金の額が同年度の

確定後期高齢者支援金の額に満たないときは、調整対象基準額にその満たない額とそ

の満たない額に係る後期高齢者調整金額との合計額を加算して得た額とする。次項第

二号において同じ。）」とする。 

 ２ 平成二十九年度における附則第二十一条第五項の規定の適用については、同項中

「調整対象基準額は、当該年度」とあるのは「調整対象基準額は、平成二十九年度」

と、「同じ。）とする。ただし、当該年度の前々年度の概算調整対象基準額が当該年

度の前々年度」とあるのは「「平成二十九年度概算調整対象基準額」という。）とす

る。ただし、平成二十七年度の概算調整対象基準額（持続可能な医療保険制度を構築

するための国民健康保険法等の一部を改正する法律（平成二十七年法律第三十一号）

第十条の規定による改正前の高齢者の医療の確保に関する法律（以下この項において

「改正前高齢者医療確保法」という。）附則第十三条の五の六第三号及び第四号に掲

げる額の合計額をいう。以下この項において「平成二十七年度概算調整対象基準額」

という。）が同年度」と、「同法第三十五条第三項に規定する確定調整対象基準額を

いう。以下この項において同じ」とあるのは「高齢者の医療の確保に関する法律附則

第十三条の二第三号及び第四号に掲げる額の合計額をいう。以下この項において「平

成二十七年度確定調整対象基準額」という」と、「ときは、当該年度の概算調整対象

基準額」とあるのは「ときは、平成二十九年度概算調整対象基準額」と、「当該年度

の前々年度におけるすべての」とあるのは「全ての」と、「概算調整対象基準額と確

定調整対象基準額」とあるのは「平成二十七年度概算調整対象基準額と平成二十七年

度確定調整対象基準額」と、「とし、当該年度の前々年度の概算調整対象基準額が当

該年度の前々年度の確定調整対象基準額」とあるのは「とし、平成二十七年度概算調

整対象基準額が平成二十七年度確定調整対象基準額」とする。 



 第二十一条の五 平成三十年度の概算療養給付費等拠出金の額及び確定療養給付費等拠

出金の額についての附則第二十一条第三項の規定の適用については、同項第二号中

「調整対象基準額」とあるのは、「調整対象基準額（平成二十八年度の概算後期高齢

者支援金の額（持続可能な医療保険制度を構築するための国民健康保険法等の一部を

改正する法律（平成二十七年法律第三十一号）第十条の規定による改正前の高齢者の

医療の確保に関する法律（以下この号において「改正前高齢者医療確保法」とい

う。）附則第十四条の九第一項に規定する補正後概算加入者割後期高齢者支援金額の

十二分の六に相当する額と当該特定健康保険組合に同条の規定の適用がないものとし

て改正前高齢者医療確保法第百二十条の規定を適用するとしたならば同条第一項の規

定により算定されることとなる額の十二分の六に相当する額との合計額をいう。以下

この号において同じ。）が同年度の確定後期高齢者支援金の額（高齢者の医療の確保

に関する法律附則第十四条の三第一項に規定する補正後確定加入者割後期高齢者支援

金額の十二分の六に相当する額と当該特定健康保険組合に同条の規定の適用がないも

のとして改正前高齢者医療確保法第百二十一条の規定を適用するとしたならば同条第

一項の規定により算定されることとなる額の十二分の六に相当する額との合計額をい

う。以下この号において同じ。）を超えるときは、調整対象基準額からその超える額

とその超える額に係る後期高齢者調整金額（高齢者の医療の確保に関する法律第百十

九条第一項に規定する後期高齢者調整金額をいう。以下この号において同じ。）との

合計額を控除して得た額とするものとし、同年度の概算後期高齢者支援金の額が同年

度の確定後期高齢者支援金の額に満たないときは、調整対象基準額にその満たない額

とその満たない額に係る後期高齢者調整金額との合計額を加算して得た額とする。次

項第二号において同じ。）」とする。 

 ２ 平成三十年度における附則第二十一条第五項の規定の適用については、同項中「調

整対象基準額は、当該年度」とあるのは「調整対象基準額は、平成三十年度」と、

「同じ。）とする。ただし、当該年度の前々年度の概算調整対象基準額が当該年度の

前々年度」とあるのは「「平成三十年度概算調整対象基準額」という。）とする。た

だし、平成二十八年度の概算調整対象基準額（持続可能な医療保険制度を構築するた

めの国民健康保険法等の一部を改正する法律（平成二十七年法律第三十一号）第十条

の規定による改正前の高齢者の医療の確保に関する法律（以下この項において「改正

前高齢者医療確保法」という。）附則第十三条の六第一項第三号及び第四号に掲げる

額の合計額の十二分の六に相当する額と当該特定健康保険組合に同条の規定の適用が

ないものとして改正前高齢者医療確保法第三十四条の規定を適用した場合における同

条第一項第三号に掲げる額の十二分の六に相当する額との合計額をいう。以下この項

において「平成二十八年度概算調整対象基準額」という。）が同年度」と、「同法第

三十五条第三項に規定する確定調整対象基準額をいう。以下この項において同じ」と

あるのは「高齢者の医療の確保に関する法律附則第十三条の四第一項第三号及び第四



号に掲げる額の合計額の十二分の六に相当する額と当該特定健康保険組合に同条の規

定の適用がないものとして改正前高齢者医療確保法第三十五条の規定を適用した場合

における同条第一項第三号に掲げる額の十二分の六に相当する額との合計額をいう。

以下この項において「平成二十八年度確定調整対象基準額」という」と、「ときは、

当該年度の概算調整対象基準額」とあるのは「ときは、平成三十年度概算調整対象基

準額」と、「当該年度の前々年度におけるすべての」とあるのは「全ての」と、「概

算調整対象基準額と確定調整対象基準額」とあるのは「平成二十八年度概算調整対象

基準額と平成二十八年度確定調整対象基準額」と、「とし、当該年度の前々年度の概

算調整対象基準額が当該年度の前々年度の確定調整対象基準額」とあるのは「とし、

平成二十八年度概算調整対象基準額が平成二十八年度確定調整対象基準額」とする。 

  附則第二十二条中「及び第四項第二号」を削り、「調整対象基準額及び」を「調整対

象基準額」に、「調整対象基準額並びに」と、「後期高齢者支援金」とあるのは「後期

高齢者支援金及び病床転換支援金」を「調整対象基準額及び当該特定健康保険組合が負

担する病床転換支援金の合算額」と、同条第四項第二号中「調整対象基準額」とあるの

は「調整対象基準額及び当該特定健康保険組合が負担した病床転換支援金の合計額」に

改める。 

第四条 国民健康保険法の一部を次のように改正する。 

  目次中「市町村」を「都道府県及び市町村」に改め、「第四章の二 広域化等支援方

針（第六十八条の二・第六十八条の三）」を削り、「第八十一条）」を「第八十一条の

三）」に改め、「第五章の二 交付金事業（第八十一条の二）」を削り、「第六章 保

健事業（第八十二条）」を 

「 第六章 保健事業（第八十二条）  

 第六章の二 国民健康保険運営方針等（第八十二条の二・第八十二条の三） 」 

 に改める。 

  第三条第一項中「市町村及び特別区は」を「都道府県は、当該都道府県内の市町村

（特別区を含む。以下同じ。）とともに」に改める。 

  第四条を次のように改める。 

  （国、都道府県及び市町村の責務） 

 第四条 国は、国民健康保険事業の運営が健全に行われるよう必要な各般の措置を講ず

るとともに、第一条に規定する目的の達成に資するため、保健、医療及び福祉に関す

る施策その他の関連施策を積極的に推進するものとする。 

 ２ 都道府県は、安定的な財政運営、市町村の国民健康保険事業の効率的な実施の確保

その他の都道府県及び当該都道府県内の市町村の国民健康保険事業の健全な運営につ

いて中心的な役割を果たすものとする。 

 ３ 市町村は、被保険者の資格の取得及び喪失に関する事項、国民健康保険の保険料

（地方税法（昭和二十五年法律第二百二十六号）の規定による国民健康保険税を含む。



第九条第三項、第七項及び第十項、第十一条第二項、第六十三条の二、第八十一条の

二第一項各号並びに第九項第二号及び第三号、第八十二条の二第二項第二号及び第三

号並びに附則第七条第一項第三号並びに第二十一条第三項第三号及び第四項第三号に

おいて同じ。）の徴収、保健事業の実施その他の国民健康保険事業を適切に実施する

ものとする。 

 ４ 都道府県及び市町村は、前二項の責務を果たすため、保健医療サービス及び福祉サ

ービスに関する施策その他の関連施策との有機的な連携を図るものとする。 

 ５ 都道府県は、第二項及び前項に規定するもののほか、国民健康保険事業の運営が適

切かつ円滑に行われるよう、国民健康保険組合その他の関係者に対し、必要な指導及

び助言を行うものとする。 

  第二章の章名を次のように改める。 

    第二章 都道府県及び市町村 

  第五条中「市町村又は特別区（以下単に「市町村」という。）」を「都道府県」に、

「当該市町村が行う国民健康保険」を「当該都道府県が当該都道府県内の市町村ととも

に行う国民健康保険」に改める。 

  第六条中「市町村が行う国民健康保険」を「都道府県が当該都道府県内の市町村とと

もに行う国民健康保険（以下「都道府県等が行う国民健康保険」という。）」に改める。 

  第七条中「市町村が行う国民健康保険」を「都道府県等が行う国民健康保険」に、

「当該市町村」を「都道府県」に改める。 

  第八条第一項中「市町村が行う国民健康保険の被保険者は、当該市町村」を「都道府

県等が行う国民健康保険の被保険者は、都道府県」に改め、同項ただし書中「当該市町

村」を「都道府県」に、「他の市町村」を「他の都道府県」に改め、同条第二項中「市

町村が行う国民健康保険」を「都道府県等が行う国民健康保険」に改める。 

  第九条第一項中「被保険者の属する世帯の世帯主（以下単に「世帯主」という。）は、

厚生労働省令の」を「世帯主は、厚生労働省令で」に改め、同条第二項中「世帯主

は、」の下に「当該世帯主が住所を有する」を加え、「すべて」を「全て」に改め、同

条第三項中「（地方税法（昭和二十五年法律第二百二十六号）の規定による国民健康保

険税を含む。以下この項、第七項、第六十三条の二、第六十八条の二第二項第四号、附

則第七条第一項第三号並びに附則第二十一条第三項第三号及び第四項第三号において同

じ。）」を削り、「世帯主（」の下に「当該市町村の区域内に住所を有する世帯主に限

り、」を加え、「すべて」を「全て」に改め、同条第十項中「（地方税法の規定による

国民健康保険税を含む。）」を削り、同項ただし書中「の世帯主又はその世帯」を削る。 

  第十条中「市町村」を「都道府県及び市町村」に、「政令の」を「政令で」に改め、

「により、」の下に「それぞれ」を加える。 

  第十一条を次のように改める。 

  （国民健康保険事業の運営に関する協議会） 



 第十一条 国民健康保険事業の運営に関する事項（この法律の定めるところにより都道

府県が処理することとされている事務に係るものであつて、第七十五条の七第一項の

規定による国民健康保険事業費納付金の徴収、第八十二条の二第一項の規定による都

道府県国民健康保険運営方針の作成その他の重要事項に限る。）を審議させるため、

都道府県に都道府県の国民健康保険事業の運営に関する協議会を置く。 

 ２ 国民健康保険事業の運営に関する事項（この法律の定めるところにより市町村が処

理することとされている事務に係るものであつて、第四章の規定による保険給付、第

七十六条第一項の規定による保険料の徴収その他の重要事項に限る。）を審議させる

ため、市町村に市町村の国民健康保険事業の運営に関する協議会を置く。 

 ３ 前二項に定める協議会は、前二項に定めるもののほか、国民健康保険事業の運営に

関する事項（第一項に定める協議会にあつてはこの法律の定めるところにより都道府

県が処理することとされている事務に係るものに限り、前項に定める協議会にあつて

はこの法律の定めるところにより市町村が処理することとされている事務に係るもの

に限る。）を審議することができる。 

 ４ 前三項に規定するもののほか、第一項及び第二項に定める協議会に関して必要な事

項は、政令で定める。 

  第十七条第三項を次のように改める。 

 ３ 都道府県知事は、第一項の認可の申請があつた場合においては、あらかじめ、次の

各号に定める組合の区分に応じ、当該各号に定める者の意見を聴き、当該認可の申請

に係る組合の設立により、当該組合の地区をその区域に含む都道府県及び当該都道府

県内の市町村の国民健康保険事業の運営に支障を及ぼさないと認めるときでなければ、

同項の認可をしてはならない。 

  一 その地区が一の都道府県の区域を越えない組合 当該組合の地区をその区域に含

む市町村の市町村長（特別区の区長を含む。以下同じ。） 

  二 その地区が二以上の都道府県の区域にまたがる組合 当該組合の地区をその区域

に含む市町村（第一項の認可の申請を受けた都道府県知事が統括する都道府県内の

市町村に限る。）の市町村長及び当該組合の地区をその区域に含む都道府県の都道

府県知事（当該認可の申請を受けた都道府県知事を除く。次項において「他の都道

府県知事」という。） 

  第十七条第四項を同条第五項とし、同条第三項の次に次の一項を加える。 

 ４ 前項の規定により、他の都道府県知事が意見を述べるに当たつては、あらかじめ、

当該他の都道府県知事が統括する都道府県内の市町村（第一項の認可の申請に係る組

合の地区をその区域に含む市町村に限る。）の市町村長の意見を聴かなければならな

い。 

  第二十一条第一項ただし書中「市町村」を「都道府県等が行う国民健康保険」に改め

る。 



  第二十二条中「から第九項までの規定中「被保険者の属する世帯の世帯主」又は「世

帯主」とあるのは「組合員」と、「市町村」とあるのは「組合」を「中「世帯主」とあ

るのは「組合員」と、「市町村」とあるのは「組合」と、同条第二項中「世帯主は」と

あるのは「組合員は」と、「当該世帯主が住所を有する市町村」とあるのは「組合」と、

同条第三項中「市町村は」とあるのは「組合は」と、「世帯主（当該市町村の区域内に

住所を有する世帯主に限り、」とあるのは「組合員（」と、「世帯主を」とあるのは

「組合員を」と、「世帯主に」とあるのは「組合員に」と、同条第四項から第九項まで

の規定中「市町村」とあるのは「組合」と、「世帯主」とあるのは「組合員」に改め、

「、「世帯の世帯主」とあるのは「世帯の組合員」と」を削る。 

  第二十七条第三項中「第十七条第三項」の下に「及び第四項」を加える。 

  第三十二条第一項第三号並びに第三十二条の七第一項及び第三項中「第百八条第四

項」の下に「又は第五項」を加える。 

  第三十二条の十六を削る。 

  第三十二条の十七第二項中「第三十二条の十四及び第三十二条の十五」を「前二条」

に、「同条」を「前条」に改め、同条を第三十二条の十六とする。 

  第三十六条第一項中「（以下「保険者」という。）」を削る。 

  第四十二条第二項中「保険者は」を「市町村及び組合は」に改める。 

  第四十三条第一項中「保険者」を「市町村及び組合」に、「政令の」を「政令で」に

改め、同条第二項中「保険者が」を「市町村又は組合が」に改め、同条第三項中「保険

者は」を「市町村及び組合は」に改める。 

  第四十四条第一項中「保険者は」を「市町村及び組合は」に改める。 

  第四十五条第一項中「保険者は」を「市町村及び組合は」に、「保険者に」を「市町

村又は組合に」に、「世帯主」を「当該被保険者の属する世帯の世帯主」に改め、同条

第三項及び第四項中「保険者」を「市町村及び組合」に改め、同条第五項中「保険者

は」を「市町村及び組合は」に、「保険者の」を「都道府県、市町村及び組合の」に改

める。 

  第五十二条第一項中「保険者は」を「市町村及び組合は」に、「、世帯主」を「、当

該被保険者の属する世帯の世帯主」に改め、同項ただし書中「被保険者の属する世帯

の」を削り、同条第三項中「保険者は、その」を「市町村及び組合は、当該被保険者の

属する世帯の」に、「として」を「として当該」に、「、世帯主」を「、当該世帯主」

に改める。 

  第五十二条の二第一項中「保険者は」を「市町村及び組合は」に、「、世帯主」を「、

当該特定長期入院被保険者の属する世帯の世帯主」に改め、同項ただし書中「特定長期

入院被保険者の属する世帯の」を削る。 

  第五十三条第一項中「保険者は」を「市町村及び組合は」に、「、世帯主」を「、当

該被保険者の属する世帯の世帯主」に改め、同項ただし書中「被保険者の属する世帯



の」を削る。 

  第五十四条第一項中「保険者は」を「市町村及び組合は」に、「、保険者」を「、市

町村又は組合」に改め、同条第二項中「保険者は」を「市町村及び組合は」に改め、同

条第三項中「保険者」を「市町村又は組合」に改める。 

  第五十四条の二第一項中「保険者は」を「市町村及び組合は」に、「、世帯主」を「、

当該被保険者の属する世帯の世帯主」に改め、同項ただし書中「被保険者の属する世帯

の」を削り、同条第二項中「厚生労働省令の」を「厚生労働省令で」に、「保険者」を

「市町村又は組合」に改め、同条第五項中「保険者は、その」を「市町村及び組合は、

当該被保険者の属する世帯の」に、「として」を「として当該」に、「、世帯主」を「、

当該世帯主」に改め、同条第九項中「保険者」を「市町村及び組合」に改める。 

  第五十四条の三第一項中「保険者は」を「市町村及び組合は」に、「ときは、」を

「ときは、当該」に改め、同条第三項及び第四項中「保険者は」を「市町村及び組合

は」に改める。 

  第五十四条の四第一項中「保険者は」を「市町村及び組合は」に改め、「ときは、」

の下に「当該被保険者の属する世帯の」を加え、「厚生労働省令の」を「厚生労働省令

で」に改め、同条第二項中「厚生労働省令の」を「厚生労働省令で」に、「保険者」を

「市町村又は組合」に改める。 

  第五十五条第一項中「当該保険者」を「当該市町村又は組合」に改め、同条第二項第

三号を次のように改める。 

  三 その者が、当該疾病又は負傷につき、他の市町村又は組合から療養の給付、入院

時食事療養費の支給、入院時生活療養費の支給、保険外併用療養費の支給、訪問看

護療養費の支給、特別療養費の支給又は移送費の支給を受けることができるに至つ

たとき。 

  第五十六条第二項中「保険者は」を「市町村及び組合は」に改め、同条第三項中「保

険者は」を「市町村及び組合は」に改め、同項ただし書中「当該保険者」を「当該市町

村又は組合」に改める。 

  第五十七条の二第一項、第五十七条の三第一項、第五十八条及び第六十二条から第六

十三条の二までの規定中「保険者は」を「市町村及び組合は」に改める。 

  第六十四条第一項及び第二項中「保険者は」を「市町村及び組合は」に改め、同条第

三項中「保険者」を「市町村及び組合」に、「厚生労働省令の」を「厚生労働省令で」

に改める。 

  第六十五条第一項中「保険者」を「市町村及び組合」に改め、同条第二項中「保険

者」を「市町村又は組合」に改め、同条第三項中「保険者」を「市町村及び組合」に改

め、同条に次の一項を加える。 

 ４ 都道府県は、市町村からの委託を受けて、市町村が前項の規定により保険医療機関

等又は指定訪問看護事業者から返還させ、及び支払わせる額の徴収又は収納の事務の



うち広域的な対応が必要なもの又は専門性の高いものを行うことができる。 

  第六十六条中「保険者は」を「市町村及び組合は」に改め、同条の次に次の一条を加

える。 

  （市町村による保険給付に係る事務の範囲） 

 第六十六条の二 市町村が第三十六条第一項、第四十三条第三項、第五十二条第一項、

第五十二条の二第一項、第五十三条第一項、第五十四条第一項及び第二項、第五十四

条の二第一項、第五十四条の三第一項、第三項及び第四項、第五十四条の四第一項、

第五十五条第一項、第五十六条第二項、第五十七条の二第一項並びに第五十七条の三

第一項の規定により行う保険給付については、当該市町村の区域内に住所を有する者

に対し、行うものとする。 

 ２ 市町村は、当該市町村の区域内に住所を有する者について、第四十二条第二項、第

四十三条第一項、第四十四条第一項、第四十五条第三項（第五十二条第六項、第五十

二条の二第三項、第五十三条第三項及び第五十四条の三第二項において準用する場合

を含む。）及び第五十八条第一項の規定による事務を行うものとする。 

  第四章の二を削る。 

  第七十条第一項中「国は」の下に「、都道府県等が行う国民健康保険の財政の安定化

を図るため」を加え、「政令の」を「政令で」に、「市町村」を「都道府県」に改め、

「対し、」の下に「当該都道府県内の市町村による」を、「第七十三条第一項」の下に

「、第七十五条の二第一項、第七十六条第二項」を加え、「並びに高齢者の医療の確保

に関する法律」を「並びに当該都道府県による高齢者の医療の確保に関する法律」に改

め、同条第二項中「及び都道府県又は」を「又は都道府県若しくは」に、「全部又は一

部」を「全部若しくは一部」に、「、その」を「その」に改め、「している市町村」の

下に「が属する都道府県」を加え、「政令の」を「政令で」に改め、同条に次の一項を

加える。 

 ３ 国は、第一項に定めるもののほか、政令で定めるところにより、都道府県に対し、

被保険者に係る全ての医療に関する給付に要する費用の額に対する高額な医療に関す

る給付に要する費用の割合等を勘案して、国民健康保険の財政に与える影響が著しい

医療に関する給付として政令で定めるところにより算定する額以上の医療に関する給

付に要する費用の合計額（第七十二条の二第二項において「高額医療費負担対象額」

という。）の四分の一に相当する額を負担する。 

  第七十一条第一項中「市町村が」を「都道府県又は当該都道府県内の市町村が」に、

「政令の」を「政令で」に、「当該市町村」を「当該都道府県」に改める。 

  第七十二条の前の見出しを削り、同条に見出しとして「（調整交付金等）」を付し、

同条第一項中「国民健康保険の財政を調整するため、政令の」を「都道府県等が行う国

民健康保険について、都道府県及び当該都道府県内の市町村の財政の状況その他の事情

に応じた財政の調整を行うため、政令で」に、「市町村」を「都道府県」に改め、同条



第二項第一号中「次条」を「次条第一項」に改め、同条に次の一項を加える。 

 ３ 国は、第一項に定めるもののほか、被保険者の健康の保持増進、医療の効率的な提

供の推進その他医療に要する費用の適正化等に係る都道府県及び当該都道府県内の市

町村の取組を支援するため、政令で定めるところにより、都道府県に対し、予算の範

囲内において、交付金を交付する。 

  第七十二条の二を次のように改める。 

  （都道府県の特別会計への繰入れ） 

 第七十二条の二 都道府県は、都道府県等が行う国民健康保険の財政の安定化を図り、

及び当該都道府県内の市町村の財政の状況その他の事情に応じた財政の調整を行うた

め、政令で定めるところにより、一般会計から、算定対象額の百分の九に相当する額

を当該都道府県の国民健康保険に関する特別会計に繰り入れなければならない。 

 ２ 都道府県は、前項に定めるもののほか、政令で定めるところにより、一般会計から、

高額医療費負担対象額の四分の一に相当する額を当該都道府県の国民健康保険に関す

る特別会計に繰り入れなければならない。 

  第七十二条の三の前の見出しを「（市町村の特別会計への繰入れ等）」に改め、同条

第一項中「政令の」を「政令で」に、「条例の」を「条例で」に改め、「算定した額

を」の下に「当該市町村の」を加える。 

  第七十二条の四第一項中「政令の」を「政令で」に改め、「額を」の下に「当該市町

村の」を加える。 

  第七十二条の五中「及び都道府県」を削り、「政令の」を「政令で」に、「市町村」

を「都道府県」に改め、「対し、」の下に「当該都道府県内の市町村による」を、「も

の」の下に「（次項において「特定健康診査等費用額」という。）」を加え、「それぞ

れ」を削り、同条に次の一項を加える。 

 ２ 都道府県は、政令で定めるところにより、一般会計から、特定健康診査等費用額の

三分の一に相当する額を当該都道府県の国民健康保険に関する特別会計に繰り入れな

ければならない。 

  第七十四条中「第七十二条の五」を「第七十二条の五第一項」に改める。 

  第七十五条中「、第七十二条の二」を削り、「、第七十二条の四第三項及び第七十二

条の五」を「及び第七十二条の四第三項」に改める。 

  第七十五条の次に次の六条を加える。 

  （国民健康保険保険給付費等交付金） 

 第七十五条の二 都道府県は、保険給付の実施その他の国民健康保険事業の円滑かつ確

実な実施を図り、及び当該都道府県内の市町村の財政状況その他の事情に応じた財政

の調整を行うため、政令で定めるところにより、条例で、当該都道府県内の市町村に

対し、当該市町村の国民健康保険に関する特別会計において負担する療養の給付等に

要する費用その他の国民健康保険事業に要する費用について、国民健康保険保険給付



費等交付金を交付する。 

 ２ 前項の規定による国民健康保険保険給付費等交付金の交付は、都道府県国民健康保

険運営方針との整合性を確保して行うよう努めるものとする。 

 第七十五条の三 都道府県は、広域的又は医療に関する専門的な見地から、当該都道府

県内の市町村による保険給付の適正な実施を確保し、国民健康保険保険給付費等交付

金を適正に交付するため、厚生労働省令で定めるところにより、当該都道府県内の市

町村に対し、保険医療機関等が第四十五条第四項（第五十二条第六項、第五十二条の

二第三項及び第五十三条第三項において準用する場合を含む。）の規定により行つた

請求及び指定訪問看護事業者が第五十四条の二第九項の規定により行つた請求その他

の当該市町村による保険給付の審査及び支払に係る情報（当該市町村が、その保険給

付に関する事務を国民健康保険団体連合会又は支払基金に委託した場合（次条におい

て「事務委託の場合」という。）にあつては、当該委託された事務に関し、国民健康

保険団体連合会又は支払基金が保有する情報を含む。）の提供を求めることができる。 

 第七十五条の四 都道府県は、当該都道府県内の市町村による保険給付がこの法律その

他関係法令の規定に違反し、又は不当に行われたおそれがあると認めるときは、理由

を付して、当該市町村（事務委託の場合にあつては、当該委託を受けた国民健康保険

団体連合会又は支払基金を含む。）に対し、当該市町村による保険給付について再度

の審査を求めることができる。 

 ２ 市町村又は国民健康保険団体連合会若しくは支払基金は、前項の規定による再度の

審査の求め（以下「再審査の求め」という。）を受けたときは、当該再審査の求めに

係る保険給付について再度の審査を行い、その結果を都道府県知事に報告しなければ

ならない。 

 第七十五条の五 都道府県は、再審査の求めをしたにもかかわらず、当該市町村が当該

再審査の求めに係る保険給付の全部又は一部を取り消さない場合であつて、当該保険

給付がこの法律その他関係法令の規定に違反し、又は不当に行われたものと認めると

き（当該再審査の求めに基づく審査が第八十七条第一項に規定する国民健康保険診療

報酬審査委員会（第四十五条第六項の規定により国民健康保険団体連合会が診療報酬

請求書の審査に係る事務を同項に規定する厚生労働大臣が指定する法人（以下「指定

法人」という。）に委託した場合において、当該診療報酬請求書の審査を行う者を含

む。）又は社会保険診療報酬支払基金法第十六条第一項に規定する審査委員会若しく

は同法第二十一条第一項に規定する特別審査委員会において行われたときを除く。）

は、当該市町村に対し、当該保険給付の全部又は一部を取り消すべきことを勧告する

ことができる。 

 ２ 都道府県は、前項の規定による勧告を行うに当たつては、あらかじめ、当該市町村

の意見を聴かなければならない。 

 第七十五条の六 都道府県は、前条第一項の規定により保険給付の全部又は一部を取り



消すべきことを勧告したにもかかわらず、当該市町村が当該勧告に従わなかつたとき

は、国民健康保険保険給付費等交付金の交付に当たり、政令で定めるところにより、

国民健康保険保険給付費等交付金の額から当該保険給付（当該勧告に係る部分に限

る。）に相当する額を減額することができる。 

  （国民健康保険事業費納付金の徴収及び納付義務） 

 第七十五条の七 都道府県は、当該都道府県の国民健康保険に関する特別会計において

負担する国民健康保険保険給付費等交付金の交付に要する費用その他の国民健康保険

事業に要する費用（前期高齢者納付金等及び後期高齢者支援金等並びに介護納付金の

納付に要する費用を含む。）に充てるため、政令で定めるところにより、条例で、年

度（毎年四月一日から翌年三月三十一日までをいう。以下同じ。）ごとに、当該都道

府県内の市町村から、国民健康保険事業費納付金を徴収するものとする。 

 ２ 市町村は、前項の国民健康保険事業費納付金を納付しなければならない。 

  第七十六条第一項を次のように改める。 

   市町村は、当該市町村の国民健康保険に関する特別会計において負担する国民健康

保険事業費納付金の納付に要する費用（当該市町村が属する都道府県の国民健康保険

に関する特別会計において負担する前期高齢者納付金等及び後期高齢者支援金等並び

に介護納付金の納付に要する費用を含む。以下同じ。）、財政安定化基金拠出金の納

付に要する費用その他の国民健康保険事業に要する費用に充てるため、被保険者の属

する世帯の世帯主（当該市町村の区域内に住所を有する世帯主に限る。）から保険料

を徴収しなければならない。ただし、地方税法の規定により国民健康保険税を課する

ときは、この限りでない。 

  第七十六条第二項中「前項」を「前二項」に改め、同項を同条第三項とし、同条第一

項の次に次の一項を加える。 

 ２ 組合は、療養の給付等に要する費用その他の国民健康保険事業に要する費用（前期

高齢者納付金等及び後期高齢者支援金等並びに介護納付金の納付に要する費用を含み、

健康保険法第百七十九条に規定する組合にあつては、同法の規定による日雇拠出金の

納付に要する費用を含む。）に充てるため、組合員から保険料を徴収しなければなら

ない。 

  第七十六条の二中「前条」を「前条第一項」に改める。 

  第七十六条の三第一項中「第七十六条」を「第七十六条第一項」に改め、「地方自治

法」の下に「（昭和二十二年法律第六十七号）」を加える。 

  第七十七条中「保険者」を「市町村及び組合」に改める。 

  第八十一条中「この章」を「第七十六条から前条まで」に、「料率」を「保険料率」

に改める。 

  第五章の二を削る。 

  第五章中第八十一条の次に次の二条を加える。 



  （財政安定化基金） 

 第八十一条の二 都道府県は、国民健康保険の財政の安定化を図るため財政安定化基金

を設け、次に掲げる事業に必要な費用に充てるものとする。 

  一 当該都道府県内の収納不足市町村に対し、政令で定めるところにより、基金事業

対象保険料収納額が基金事業対象保険料必要額に不足する額を基礎として、当該都

道府県内の市町村における保険料の収納状況等を勘案して政令で定めるところによ

り算定した額の範囲内の額の資金を貸し付ける事業 

  二 基金事業対象保険料収納額が基金事業対象保険料必要額に不足することにつき特

別の事情があると認められる当該都道府県内の収納不足市町村に対し、政令で定め

るところにより、基金事業対象保険料収納額が基金事業対象保険料必要額に不足す

る額を基礎として、当該都道府県内の市町村における保険料の収納状況等を勘案し

て政令で定めるところにより算定した額の二分の一以内の額の資金を交付する事業 

 ２ 都道府県は、基金事業対象収入額が基金事業対象費用額に不足する場合に、政令で

定めるところにより、当該不足額を基礎として、当該都道府県内の市町村による保険

給付の状況等を勘案して政令で定めるところにより算定した額の範囲内で財政安定化

基金を取り崩し、当該不足額に相当する額を当該都道府県の国民健康保険に関する特

別会計に繰り入れるものとする。 

 ３ 都道府県は、前項の規定により財政安定化基金を取り崩したときは、政令で定める

ところにより、その取り崩した額に相当する額を財政安定化基金に繰り入れなければ

ならない。 

 ４ 都道府県は、財政安定化基金に充てるため、政令で定めるところにより、当該都道

府県内の市町村から財政安定化基金拠出金を徴収するものとする。 

 ５ 市町村は、前項の規定による財政安定化基金拠出金を納付しなければならない。 

 ６ 都道府県は、政令で定めるところにより、第四項の規定により当該都道府県内の市

町村から徴収した財政安定化基金拠出金の総額の三倍に相当する額を財政安定化基金

に繰り入れなければならない。 

 ７ 国は、政令で定めるところにより、前項の規定により都道府県が繰り入れた額の三

分の一に相当する額を負担する。 

 ８ 財政安定化基金から生ずる収入は、全て財政安定化基金に充てなければならない。 

 ９ この条における用語のうち次の各号に掲げるものの意義は、当該各号に定めるとこ

ろによる。 

  一 収納不足市町村 基金事業対象保険料収納額が基金事業対象保険料必要額に不足

する市町村 

  二 基金事業対象保険料収納額 市町村が当該年度中に収納した保険料の額のうち、

国民健康保険事業費納付金の納付に要した費用の額、財政安定化基金拠出金の納付

に要した費用の額、第一項第一号に掲げる事業による都道府県からの借入金（次号



において「財政安定化基金事業借入金」という。）の償還に要した費用の額その他

政令で定める費用の額に充てたものとして政令で定めるところにより算定した額 

  三 基金事業対象保険料必要額 市町村が当該年度中に収納することが必要な保険料

の額のうち、国民健康保険事業費納付金の納付に要する費用の額、財政安定化基金

拠出金の納付に要する費用の額、財政安定化基金事業借入金の償還に要する費用の

額その他政令で定める費用の額に充てるものとして政令で定めるところにより算定

した額 

  四 基金事業対象収入額 都道府県の国民健康保険に関する特別会計において当該年

度中に収入した金額（第二項の規定により繰り入れた額を除く。）の合計額のうち、

当該都道府県内の市町村による療養の給付に要した費用の額から当該給付に係る一

部負担金に相当する額を控除した額並びに当該都道府県内の市町村による入院時食

事療養費、入院時生活療養費、保険外併用療養費、療養費、訪問看護療養費、特別

療養費、移送費、高額療養費及び高額介護合算療養費の支給に要した費用の額の合

計額（次号において「療養の給付等に要した費用の額」という。）、特別高額医療

費共同事業拠出金、前期高齢者納付金等及び後期高齢者支援金等並びに介護納付金

の納付に要した費用の額、第三項の規定による繰入金及び第六項の規定による繰入

金（次号において「財政安定化基金繰入金」という。）の繰入れに要した費用の額

その他政令で定める費用の額に充てるものとして政令で定めるところにより算定し

た額 

  五 基金事業対象費用額 都道府県の国民健康保険に関する特別会計において当該年

度中に負担した国民健康保険保険給付費等交付金の交付に要した費用の額（療養の

給付等に要した費用の額に係るものに限る。）、特別高額医療費共同事業拠出金、

前期高齢者納付金等及び後期高齢者支援金等並びに介護納付金の納付に要した費用

の額、第三項の規定による繰入金及び財政安定化基金繰入金の繰入れに要した費用

の額その他政令で定める費用の額の合計額として政令で定めるところにより算定し

た額 

  （特別高額医療費共同事業） 

 第八十一条の三 指定法人は、政令で定めるところにより、著しく高額な医療に関する

給付に要する費用が国民健康保険の財政に与える影響を緩和するため、都道府県に対

して著しく高額な医療に関する給付に要する費用に係る交付金を交付する事業（以下

この条において「特別高額医療費共同事業」という。）を行うものとする。 

 ２ 指定法人は、特別高額医療費共同事業に要する費用に充てるため、政令で定めると

ころにより、都道府県から特別高額医療費共同事業拠出金を徴収するものとする。 

 ３ 都道府県は、前項の規定による特別高額医療費共同事業拠出金を納付しなければな

らない。 

 ４ 国は、政令で定めるところにより、都道府県に対し、第二項の規定による特別高額



医療費共同事業拠出金（特別高額医療費共同事業に関する事務の処理に要する費用に

係るものを除く。）の納付に要する費用について、予算の範囲内で、その一部を負担

する。 

  第八十二条第一項から第三項までの規定中「保険者は」を「市町村及び組合は」に改

め、同条第五項中「保険者」を「市町村及び組合」に改める。 

  第六章の次に次の一章を加える。 

    第六章の二 国民健康保険運営方針等 

  （都道府県国民健康保険運営方針） 

 第八十二条の二 都道府県は、都道府県等が行う国民健康保険の安定的な財政運営並び

に当該都道府県内の市町村の国民健康保険事業の広域的及び効率的な運営の推進を図

るため、都道府県及び当該都道府県内の市町村の国民健康保険事業の運営に関する方

針（以下「都道府県国民健康保険運営方針」という。）を定めるものとする。 

 ２ 都道府県国民健康保険運営方針においては、次に掲げる事項を定めるものとする。 

  一 国民健康保険の医療に要する費用及び財政の見通し 

  二 当該都道府県内の市町村における保険料の標準的な算定方法に関する事項 

  三 当該都道府県内の市町村における保険料の徴収の適正な実施に関する事項 

  四 当該都道府県内の市町村における保険給付の適正な実施に関する事項 

 ３ 都道府県国民健康保険運営方針においては、前項に規定する事項のほか、おおむね

次に掲げる事項を定めるものとする。 

  一 医療に要する費用の適正化の取組に関する事項 

  二 当該都道府県内の市町村の国民健康保険事業の広域的及び効率的な運営の推進に

関する事項 

  三 保健医療サービス及び福祉サービスに関する施策その他の関連施策との連携に関

する事項 

  四 前項各号（第一号を除く。）及び前三号に掲げる事項の実施のために必要な関係

市町村相互間の連絡調整その他都道府県が必要と認める事項 

 ４ 都道府県は、当該都道府県内の市町村のうち、当該市町村における医療に要する費

用の額が厚生労働省令で定めるところにより被保険者の数及び年齢階層別の分布状況

その他の事情を勘案してもなお著しく多額であると認められるものがある場合には、

その定める都道府県国民健康保険運営方針において、前項第一号に掲げる事項として

医療に要する費用の適正化その他の必要な措置を定めるよう努めるものとする。 

 ５ 都道府県国民健康保険運営方針は、高齢者の医療の確保に関する法律第九条第一項

に規定する都道府県医療費適正化計画との整合性の確保が図られたものでなければな

らない。 

 ６ 都道府県は、都道府県国民健康保険運営方針を定め、又はこれを変更しようとする

ときは、あらかじめ、当該都道府県内の市町村の意見を聴かなければならない。 



 ７ 都道府県は、都道府県国民健康保険運営方針を定め、又はこれを変更したときは、

遅滞なく、これを公表するよう努めるものとする。 

 ８ 市町村は、都道府県国民健康保険運営方針を踏まえた国民健康保険の事務の実施に

努めるものとする。 

 ９ 都道府県は、都道府県国民健康保険運営方針の作成及び都道府県国民健康保険運営

方針に定める施策の実施に関して必要があると認めるときは、国民健康保険団体連合

会その他の関係者に対して必要な協力を求めることができる。 

  （標準保険料率） 

 第八十二条の三 都道府県は、毎年度、厚生労働省令で定めるところにより、当該都道

府県内の市町村ごとの保険料率の標準的な水準を表す数値（第三項において「市町村

標準保険料率」という。）を算定するものとする。 

 ２ 都道府県は、毎年度、厚生労働省令で定めるところにより、当該都道府県内の全て

の市町村の保険料率の標準的な水準を表す数値（次項において「都道府県標準保険料

率」という。）を算定するものとする。 

 ３ 都道府県は、市町村標準保険料率及び都道府県標準保険料率（以下この条において

「標準保険料率」という。）を算定したときは、厚生労働省令で定めるところにより、

標準保険料率を当該都道府県内の市町村に通知するものとする。 

 ４ 前項に規定する場合において、都道府県は、厚生労働省令で定めるところにより、

遅滞なく、標準保険料率を公表するよう努めるものとする。 

  第八十三条第一項中「保険者」を「都道府県若しくは市町村又は組合」に改める。 

  第八十四条第三項中「三分の二以上の保険者」を「都道府県及び市町村並びに組合の

三分の二以上」に、「保険者は、すべて」を「都道府県及び市町村並びに組合は、全

て」に改める。 

  第八十六条中「保険者」を「都道府県若しくは市町村又は組合」に改める。 

  第八十七条第一項中「加入している保険者の数がその区域内の保険者の総数の三分の

二に達しない」を「その区域内の都道府県若しくは市町村又は組合の三分の二以上が加

入しない」に改める。 

  第八十八条第一項中「保険者」を「都道府県及び当該都道府県内の市町村並びに組合

（以下「保険者」という。）」に改める。 

  第九十八条第一項中「保険者」を「市町村又は組合」に改める。 

  第百条の見出しを「（市町村又は組合に対する通知）」に改め、同条中「保険者及

び」を「市町村、組合」に改める。 

  第百六条第一項中「厚生労働大臣又は都道府県知事は、保険者又は連合会」を「次の

各号に掲げる者は、当該各号に定める者」に改め、同項に次の各号を加える。 

  一 厚生労働大臣 都道府県若しくは市町村若しくは組合又は連合会 

  二 都道府県知事 当該都道府県知事が統括する都道府県の区域内の市町村若しくは



組合又は連合会 

  第百七条中「保険者及び連合会は、厚生労働省令の」を「次の各号に掲げる者は、厚

生労働省令で」に、「都道府県知事」を「、それぞれ当該各号に定める者」に改め、同

条に次の各号を加える。 

  一 都道府県 厚生労働大臣 

  二 市町村若しくは組合又は連合会 当該市町村若しくは組合又は連合会をその区域

内に含む都道府県を統括する都道府県知事 

  第百八条第一項中「第百六条」を「第百六条第一項」に改め、「定めて、」の下に

「当該」を加え、同条第四項中「、又はその事業若しくは財産の状況によりその事業の

継続が困難であると認めるとき」を削り、同条に次の一項を加える。 

 ５ 組合又は連合会の事業若しくは財産の状況によりその事業の継続が困難であると認

めるときは、厚生労働大臣又は都道府県知事は、当該組合又は連合会（都道府県知事

にあつては、当該都道府県知事が統括する都道府県の区域内の当該組合又は連合会に

限る。）の解散を命ずることができる。 

  第百十二条中「特別区の区長を含むものとし、」及び「、保険者又は保険給付を受け

る者に対し」を削り、「条例の」を「条例で」に改め、「により」の下に「、市町村若

しくは組合又は保険給付を受ける者に対し」を加える。 

  第百十三条中「保険者は」を「市町村及び組合は」に、「世帯主」を「被保険者の属

する世帯の世帯主」に改める。 

  第百十三条の三第一項各号中「第七十六条第一項」の下に「又は第二項」を加える。 

  第百十六条中「、第五条の規定にかかわらず、当該他の市町村の行なう国民健康保険

の被保険者とし、かつ」を削り、「については」の下に「、当該他の市町村の区域内に

住所を有するものとみなし、かつ」を加える。 

  第百十六条の二第一項及び第二項中「第五条の規定にかかわらず」を「この法律の適

用については」に、「が行う国民健康保険の被保険者とする」を「の区域内に住所を有

するものとみなす」に改め、同条第三項中「当該被保険者に対し国民健康保険を行う」

を「前二項の規定によりその区域内に当該被保険者が住所を有するものとみなされた」

に改める。 

  第百十九条の二中「第百六条第一項」及び「第百七条」の下に「（第二号に係る部分

に限る。）」を加える。 

  第百二十二条ただし書中「第百条第一項」を「第百条」に、「保険者」を「市町村、

組合」に改める。 

  附則第五条の二第一項及び第二項中「第五条の規定にかかわらず」を「この法律の適

用については」に、「が行う国民健康保険の被保険者とする」を「の区域内に住所を有

するものとみなす」に改める。 

  附則第六条第一項中「市町村が行う国民健康保険の被保険者（」を「都道府県等が行



う国民健康保険の被保険者（」に改め、「間に、」の下に「持続可能な医療保険制度を

構築するための国民健康保険法等の一部を改正する法律（平成二十七年法律第三十一号。

附則第二十五条において「改正法」という。）第四条の規定による改正前のこの法律の

定めるところにより」を加え、同条第二項中「市町村が行う国民健康保険」を「都道府

県等が行う国民健康保険」に改める。 

  附則第七条第一項中「退職被保険者及びその被扶養者（以下「退職被保険者等」とい

う。）の住所の存する市町村（第百十六条又は第百十六条の二の規定により他の市町村

の行う国民健康保険の被保険者である場合については、当該他の市町村とする。以下

「退職被保険者等所属市町村」という。）」を「支払基金は、政令で定めるところによ

り、退職被保険者及びその被扶養者（以下「退職被保険者等」という。）が住所を有す

る都道府県（以下「退職被保険者等所属都道府県」という。）に対し、当該退職被保険

者等所属都道府県及び当該退職被保険者等所属都道府県内の退職被保険者等が住所を有

する市町村（以下「退職被保険者等所属市町村」という。）」に、「ついては、政令で

定めるところにより、支払基金が退職被保険者等所属市町村に対して交付する」を「つ

いて、」に、「もつて充てる」を「交付する」に改め、同項第二号中「退職被保険者等

所属市町村」を「退職被保険者等所属都道府県」に、「厚生労働省令の」を「厚生労働

省令で」に改め、同条第三項ただし書中「すべての退職被保険者等所属市町村」を「全

ての退職被保険者等所属都道府県」に、「各退職被保険者等所属市町村」を「退職被保

険者等所属都道府県」に改める。 

  附則第八条第一項中「退職被保険者等所属市町村の」を「退職被保険者等所属都道府

県の」に、「退職被保険者等所属市町村が」を「退職被保険者等所属都道府県若しくは

当該都道府県内の退職被保険者等所属市町村が」に、「政令の」を「政令で」に、「退

職被保険者等所属市町村に」を「退職被保険者等所属都道府県に」に改め、「同項の」

を削る。 

  附則第九条の見出しを「（国の負担等に関する読替え）」に改め、同条第一項中「退

職被保険者等所属市町村」を「退職被保険者等所属都道府県」に改め、同条第二項中

「第七十六条第一項」を「第七十六条第二項」に、「保険者」を「組合は」に、「組

合」」を「組合は」」に改める。 

  附則第十条第一項中「（毎年四月一日から翌年三月三十一日までをいう。以下同

じ。）」を削る。 

  附則第十二条第二項、第十三条第二項及び第十五条中「退職被保険者等所属市町村」

を「退職被保険者等所属都道府県」に改める。 

  附則第十六条中「これらの規定」を「同法第四十一条、第四十三条、第四十四条及び

第四十六条」に、「あるのは、」を「あるのは」に改め、「被用者保険等保険者」と」

の下に「、同法第百三十四条第二項中「保険者（国民健康保険にあつては、都道府

県）」とあるのは「被用者保険等保険者」と」を加える。 



  附則第十七条第二号中「退職被保険者等所属市町村」を「退職被保険者等所属都道府

県」に改め、「附則第七条第一項の」を削る。 

  附則第二十一条第一項中「市町村が行う国民健康保険」を「都道府県等が行う国民健

康保険」に改める。 

  附則第二十二条中「及び第七十六条第一項」を「並びに第七十六条第一項及び同条第

二項」に改める。 

  附則第二十四条中「第八十一条の二第五項」を「第七十条第三項」に改め、「の三分

の一」を削り、同条の次に次の一条を加える。 

  （財政安定化基金の特例） 

 第二十五条 都道府県は、平成三十年四月一日から平成三十六年三月三十一日までの間、

第八十一条の二第一項各号に掲げる事業のほか、政令で定めるところにより、財政安

定化基金を当該都道府県内の市町村に対する改正法の円滑な施行のために必要な資金

の交付に必要な費用に充てることができる。 

 （健康保険法の一部改正） 

第五条 健康保険法（大正十一年法律第七十号）の一部を次のように改正する。 

  第四十条第一項の表中 

「 第四七級 一、二一〇、〇〇〇円 一、一七五、〇〇〇円以上 」 

を 

「 第四七級 一、二一〇、〇〇〇円 一、一七五、〇〇〇円以上 一、二三五、

〇〇〇円未満 」 

 に改め、同表に次のように加える。 

第四八級 一、二七〇、〇〇〇円 一、二三五、〇〇〇円以上 一、二九五、〇

〇〇円未満 

第四九級 一、三三〇、〇〇〇円 一、二九五、〇〇〇円以上 一、三五五、〇

〇〇円未満 

第五〇級 一、三九〇、〇〇〇円 一、三五五、〇〇〇円以上 

  第四十条第二項ただし書中「百分の一」を「百分の〇・五」に改める。 

  第四十五条第一項ただし書中「五百四十万円」を「五百七十三万円」に改める。 

  第四十七条第二号中「全被保険者の」の下に「同月の」を加える。 

  第六十三条第二項第三号中「必要な療養」の下に「（次号の患者申出療養を除

く。）」を加え、同項第四号を同項第五号とし、同項第三号の次に次の一号を加える。 

  四 高度の医療技術を用いた療養であって、当該療養を受けようとする者の申出に基

づき、前項の給付の対象とすべきものであるか否かについて、適正な医療の効率的

な提供を図る観点から評価を行うことが必要な療養として厚生労働大臣が定めるも

の（以下「患者申出療養」という。） 

  第六十三条に次の四項を加える。 

 ４ 第二項第四号の申出は、厚生労働大臣が定めるところにより、厚生労働大臣に対し、



当該申出に係る療養を行う医療法第四条の三に規定する臨床研究中核病院（保険医療

機関であるものに限る。）の開設者の意見書その他必要な書類を添えて行うものとす

る。 

 ５ 厚生労働大臣は、第二項第四号の申出を受けた場合は、当該申出について速やかに

検討を加え、当該申出に係る療養が同号の評価を行うことが必要な療養と認められる

場合には、当該療養を患者申出療養として定めるものとする。 

 ６ 厚生労働大臣は、前項の規定により第二項第四号の申出に係る療養を患者申出療養

として定めることとした場合には、その旨を当該申出を行った者に速やかに通知する

ものとする。 

 ７ 厚生労働大臣は、第五項の規定により第二項第四号の申出について検討を加え、当

該申出に係る療養を患者申出療養として定めないこととした場合には、理由を付して、

その旨を当該申出を行った者に速やかに通知するものとする。 

  第七十条に次の一項を加える。 

 ３ 保険医療機関のうち医療法第四条の二に規定する特定機能病院その他の病院であっ

て厚生労働省令で定めるものは、患者の病状その他の患者の事情に応じた適切な他の

保険医療機関を当該患者に紹介することその他の保険医療機関相互間の機能の分担及

び業務の連携のための措置として厚生労働省令で定める措置を講ずるものとする。 

  第七十六条第五項中「第八十八条第十一項において単に」を「以下」に、「第八十八

条第十一項において「」を「以下「」に改める。 

  第八十二条第一項中「第七十条第一項」の下に「（第八十五条第九項、第八十五条の

二第五項、第八十六条第四項、第百十条第七項及び第百四十九条において準用する場合

を含む。）若しくは第三項」を加え、「これらの規定を第八十五条第九項」を「第八十

五条第九項」に、「第四号」を「第五号」に改める。 

  第八十五条第二項中「食費の状況」の下に「及び特定介護保険施設等（介護保険法第

五十一条の三第一項に規定する特定介護保険施設等をいう。）における食事の提供に要

する平均的な費用の額」を加え、同条第四項中「食費の状況その他の」を「勘案又はし

ん酌すべき事項に係る」に改める。 

  第八十六条第一項及び第四項中「評価療養」の下に「、患者申出療養」を加える。 

  第九十条第二項及び第九十五条第六号中「療養の給付を受けることができる者」を

「被保険者」に改める。 

  第九十九条第一項を次のように改める。 

   被保険者（任意継続被保険者を除く。第百二条第一項において同じ。）が療養のた

め労務に服することができないときは、その労務に服することができなくなった日か

ら起算して三日を経過した日から労務に服することができない期間、傷病手当金を支

給する。 

  第九十九条第二項を同条第四項とし、同条第一項の次に次の二項を加える。 



 ２ 傷病手当金の額は、一日につき、傷病手当金の支給を始める日の属する月以前の直

近の継続した十二月間の各月の標準報酬月額（被保険者が現に属する保険者等により

定められたものに限る。以下この項において同じ。）を平均した額の三十分の一に相

当する額（その額に、五円未満の端数があるときは、これを切り捨て、五円以上十円

未満の端数があるときは、これを十円に切り上げるものとする。）の三分の二に相当

する金額（その金額に、五十銭未満の端数があるときは、これを切り捨て、五十銭以

上一円未満の端数があるときは、これを一円に切り上げるものとする。）とする。た

だし、同日の属する月以前の直近の継続した期間において標準報酬月額が定められて

いる月が十二月に満たない場合にあっては、次の各号に掲げる額のうちいずれか少な

い額の三分の二に相当する金額（その金額に、五十銭未満の端数があるときは、これ

を切り捨て、五十銭以上一円未満の端数があるときは、これを一円に切り上げるもの

とする。）とする。 

  一 傷病手当金の支給を始める日の属する月以前の直近の継続した各月の標準報酬月

額を平均した額の三十分の一に相当する額（その額に、五円未満の端数があるとき

は、これを切り捨て、五円以上十円未満の端数があるときは、これを十円に切り上

げるものとする。） 

  二 傷病手当金の支給を始める日の属する年度の前年度の九月三十日における全被保

険者の同月の標準報酬月額を平均した額を標準報酬月額の基礎となる報酬月額とみ

なしたときの標準報酬月額の三十分の一に相当する額（その額に、五円未満の端数

があるときは、これを切り捨て、五円以上十円未満の端数があるときは、これを十

円に切り上げるものとする。） 

 ３ 前項に規定するもののほか、傷病手当金の額の算定に関して必要な事項は、厚生労

働省令で定める。 

  第百二条中「として、一日につき、標準報酬日額の三分の二に相当する金額（その金

額に、五十銭未満の端数があるときはこれを切り捨てるものとし、五十銭以上一円未満

の端数があるときはこれを一円に切り上げるものとする。）」を削り、同条に次の一項

を加える。 

 ２ 第九十九条第二項及び第三項の規定は、出産手当金の支給について準用する。 

  第百三条第一項を次のように改める。 

   出産手当金を支給する場合（第百八条第三項又は第四項に該当するときを除く。）

においては、その期間、傷病手当金は、支給しない。ただし、その受けることができ

る出産手当金の額（同条第二項ただし書の場合においては、同項ただし書に規定する

報酬の額と同項ただし書の規定により算定される出産手当金の額との合算額）が、第

九十九条第二項の規定により算定される額より少ないときは、その差額を支給する。 

  第百三条第二項中「支払われた傷病手当金」の下に「（前項ただし書の規定により支

払われたものを除く。）」を加える。 



  第百八条第一項中「負傷し、又は出産した」を「又は負傷した」に、「傷病手当金又

は出産手当金を」を「傷病手当金を」に改め、同項ただし書中「傷病手当金又は出産手

当金の」を「第九十九条第二項の規定により算定される」に改め、「少ないとき」の下

に「（第百三条第一項又は第三項若しくは第四項に該当するときを除く。）」を加え、

同条中第六項を第七項とし、第五項を第六項とし、第四項を第五項とし、同条第三項中

「当該傷病手当金の額（第一項ただし書の場合においては、同項ただし書に規定する報

酬の額と同項ただし書に規定する差額との合算額）」を「第九十九条第二項の規定によ

り算定される額」に改め、同項ただし書中「ときは、その差額（その差額が同項ただし

書に規定する差額より多いときは、同項ただし書に規定する差額）」を「場合において、

報酬の全部若しくは一部又は出産手当金の支給を受けることができるときその他の政令

で定めるときは、当該合計額と当該障害手当金の額との差額その他の政令で定める差

額」に改め、同項を同条第四項とし、同条第二項ただし書中「が、傷病手当金の額（前

項ただし書の場合においては、同項ただし書に規定する報酬の額と同項ただし書に規定

する差額との合算額）」を「（以下この項において「障害年金の額」という。）が、第

九十九条第二項の規定により算定される額」に、「その差額（その差額が同項ただし書

に規定する差額より多いときは、同項ただし書に規定する差額）」を「当該額と次の各

号に掲げる場合の区分に応じて当該各号に定める額との差額」に改め、同項に次の各号

を加える。 

  一 報酬を受けることができない場合であって、かつ、出産手当金の支給を受けるこ

とができない場合 障害年金の額 

  二 報酬を受けることができない場合であって、かつ、出産手当金の支給を受けるこ

とができる場合 出産手当金の額（当該額が第九十九条第二項の規定により算定さ

れる額を超える場合にあっては、当該額）と障害年金の額のいずれか多い額 

  三 報酬の全部又は一部を受けることができる場合であって、かつ、出産手当金の支

給を受けることができない場合 当該受けることができる報酬の全部又は一部の額

（当該額が第九十九条第二項の規定により算定される額を超える場合にあっては、

当該額）と障害年金の額のいずれか多い額 

  四 報酬の全部又は一部を受けることができる場合であって、かつ、出産手当金の支

給を受けることができる場合 当該受けることができる報酬の全部又は一部の額及

び前項ただし書の規定により算定される出産手当金の額の合算額（当該合算額が第

九十九条第二項の規定により算定される額を超える場合にあっては、当該額）と障

害年金の額のいずれか多い額 

  第百八条第二項を同条第三項とし、同条第一項の次に次の一項を加える。 

 ２ 出産した場合において報酬の全部又は一部を受けることができる者に対しては、こ

れを受けることができる期間は、出産手当金を支給しない。ただし、その受けること

ができる報酬の額が、出産手当金の額より少ないときは、その差額を支給する。 



  第百九条第一項中「前条第一項」の下に「から第四項まで」を加え、同項ただし書中

「同項ただし書」を「同条第一項ただし書、第二項ただし書、第三項ただし書又は第四

項ただし書」に改める。 

  第百十条第三項及び第百三十一条第一項中「評価療養」の下に「、患者申出療養」を

加える。 

  第百五十条第一項中「、健康診査その他の」を「及び健康診査並びに健康管理及び疾

病の予防に係る」に改め、「被保険者等」という。）の」の下に「自助努力についての

支援その他の被保険者等の」を加え、同条第六項を同条第七項とし、同条第五項中「行

う」の下に「被保険者等の」を加え、「必要な指針を公表する」を「、指針の公表、情

報の提供その他の必要な支援を行う」に改め、同項を同条第六項とし、同条第四項中

「第二項」を「第三項」に改め、同項を同条第五項とし、同条第三項中「前二項」を

「第一項及び前項」に、「当該事業」を「これらの事業」に改め、同項を同条第四項と

し、同条第二項を同条第三項とし、同条第一項の次に次の一項を加える。 

 ２ 保険者は、前項の事業を行うに当たっては、高齢者の医療の確保に関する法律第十

六条第二項の情報を活用し、適切かつ有効に行うものとする。 

  第百五十三条第一項中「千分の百六十四」を「千分の百三十」に改める。 

  第百六十条第一項中「千分の百二十」を「千分の百三十」に改める。 

  第二百五条の三の次に次の一条を加える。 

  （基金等への事務の委託） 

 第二百五条の四 保険者は、第七十六条第五項（第八十五条第九項、第八十五条の二第

五項、第八十六条第四項、第百十条第七項及び第百四十九条において準用する場合を

含む。第一号において同じ。）及び第八十八条第十一項（第百十一条第三項及び第百

四十九条において準用する場合を含む。同号において同じ。）に規定する事務のほか、

次に掲げる事務を基金又は国保連合会に委託することができる。 

  一 第四章の規定による保険給付及び第五章第三節の規定による日雇特例被保険者に

係る保険給付のうち厚生労働省令で定めるものの支給に関する事務（第七十六条第

五項及び第八十八条第十一項に規定する事務を除く。） 

  二 第四章の規定による保険給付及び第五章第三節の規定による日雇特例被保険者に

係る保険給付の支給、第六章の規定による保健事業及び福祉事業の実施、第百五十

五条の規定による保険料の徴収その他の厚生労働省令で定める事務に係る被保険者

若しくは被保険者であった者又はこれらの被扶養者（次号において「被保険者等」

という。）に係る情報の収集又は整理に関する事務 

  三 第四章の規定による保険給付及び第五章第三節の規定による日雇特例被保険者に

係る保険給付の支給、第百五十五条の規定による保険料の徴収その他の厚生労働省

令で定める事務に係る被保険者等に係る情報の利用又は提供に関する事務 

 ２ 保険者は、前項の規定により同項第二号又は第三号に掲げる事務を委託する場合は、



他の社会保険診療報酬支払基金法第一条に規定する保険者と共同して委託するものと

する。 

  附則第三条第四項中「。以下この項において同じ。」及び「と前年の全被保険者の標

準賞与額を平均した額の十二分の一に相当する額との合算額の二分の一に相当する額」

を削り、「規約」を「その規約」に改め、「定めた額」の下に「を標準報酬月額の基礎

となる報酬月額とみなしたときの標準報酬月額」を加える。 

  附則第四条の四中「第百七十三条」と、」及び「除く。）」と、」の下に「次条の規

定により読み替えられた」を加える。 

  附則第五条中「千分の百六十四から」を「千分の百三十から」に、「及び」を「同条

第二項中「同項の政令で定める割合」とあり、」に、「あるのは「千分の百三十」

と、」を「あり、及び」に、「「千分の百六十四」」を「、「千分の百六十四」」に改

める。 

  附則第五条の二中「平成二十二年度から平成二十四年度までの間」を「平成二十七年

度において」に、「附則第十三条の四第一項第一号」を「附則第十三条の五の八第一項

第一号」に、「附則第十三条の二第一号」を「附則第十三条の五の六第一号」に改め、

「読み替えられた」の下に「前条の規定により読み替えられた」を加え、「附則第十三

条の二第三号」を「附則第十三条の五の六第三号」に、「附則第十四条の三第一項第一

号」を「附則第十四条の七第一項第一号」に改め、「、前条中「千分の百三十」とある

のは「千分の百六十四」と」を削る。 

  附則第五条の三中「平成二十五年度及び平成二十六年度」を「平成二十八年度」に、

「附則第十三条の五の四第一項第一号」を「附則第十三条の八第一項第一号」に、「附

則第十三条の五の二第一号」を「附則第十三条の六第一号」に改め、「読み替えられ

た」の下に「附則第五条の規定により読み替えられた」を加え、「附則第十三条の五の

二第三号」を「附則第十三条の六第三号」に、「附則第十四条の五第一項第一号」を

「附則第十四条の九第一項第一号」に改め、「、附則第五条中「千分の百三十」とある

のは「千分の百六十四」と」を削り、同条の次に次の四条を加える。 

 第五条の四 平成二十七年度においては、第百五十三条及び第百五十四条並びに附則第

四条の四から第五条の二までの規定にかかわらず、国庫は、附則第五条及び第五条の

二の規定により読み替えて適用される第百五十三条第一項、附則第五条の二の規定に

より読み替えて適用される附則第四条の四の規定により読み替えられた附則第五条の

規定により読み替えられた第百五十三条第二項、附則第五条及び第五条の二の規定に

より読み替えて適用される第百五十四条第一項並びに附則第四条の四の規定により読

み替えて適用される附則第五条の規定により読み替えられた第百五十四条第二項の規

定により算定される額から、第一号に掲げる額から第二号に掲げる額を控除して得た

額（当該額が零を下回る場合には、零とする。）に千分の百六十四を乗じて得た額を

控除して得た額を補助する。 



  一 平成二十六年度末における協会の準備金の額 

  二 附則第八条の五第二項の規定を適用しないとしたならば第百六十条の二の規定に

より協会が平成二十六年度末において積み立てなければならない準備金の額 

 第五条の五 平成二十八年度においては、第百五十三条及び第百五十四条並びに附則第

四条の四、第五条及び第五条の三の規定にかかわらず、国庫は、附則第五条及び第五

条の三の規定により読み替えて適用される第百五十三条第一項、附則第五条の三の規

定により読み替えて適用される附則第四条の四の規定により読み替えられた附則第五

条の規定により読み替えられた第百五十三条第二項、附則第五条及び第五条の三の規

定により読み替えて適用される第百五十四条第一項並びに附則第四条の四の規定によ

り読み替えて適用される附則第五条の規定により読み替えられた第百五十四条第二項

の規定により算定される額から、第一号に掲げる額（第三号又は第四号に掲げる額が

ある場合には、第一号に掲げる額から第三号及び第四号に掲げる額を控除して得た

額）から第二号に掲げる額を控除して得た額（当該額が零を下回る場合には、零とす

る。）に千分の百六十四を乗じて得た額を控除して得た額を補助する。 

  一 前条の規定を適用しないとしたならば積み立てられることとなる平成二十七年度

末における協会の準備金の額 

  二 平成二十六年度末における協会の準備金の額 

  三 平成二十六年度において、独立行政法人年金・健康保険福祉施設整理機構法の一

部を改正する法律（平成二十三年法律第七十三号）附則第五条の規定によりなお従

前の例によることとされた同法による改正前の独立行政法人年金・健康保険福祉施

設整理機構法（平成十七年法律第七十一号）第十五条第一項の規定により年金特別

会計の健康勘定に納付された額を原資として、平成二十七年度中に協会に対して交

付された額 

  四 平成二十七年度において、独立行政法人通則法（平成十一年法律第百三号）第四

十六条の二第一項から第三項まで及び独立行政法人地域医療機能推進機構法（平成

十七年法律第七十一号）第十六条第二項の規定により年金特別会計の健康勘定に納

付された額（次条第二号ロ及び第三号において「納付額」という。）を原資として、

同年度中に協会に対して交付された額 

 第五条の六 平成二十九年度以降の一の事業年度においては、第百五十三条及び第百五

十四条並びに附則第四条の四及び第五条の規定にかかわらず、国庫は、同条の規定に

より読み替えて適用される第百五十三条第一項、附則第四条の四の規定により読み替

えて適用される附則第五条の規定により読み替えられた第百五十三条第二項、附則第

五条の規定により読み替えて適用される第百五十四条第一項及び附則第四条の四の規

定により読み替えて適用される附則第五条の規定により読み替えられた第百五十四条

第二項の規定により算定される額から、第一号に掲げる額（第三号に掲げる額がある

場合には、第一号に掲げる額から第三号に掲げる額を控除して得た額）から第二号に



掲げる額を控除して得た額（当該額が零を下回る場合には、零とする。）に千分の百

六十四を乗じて得た額を控除して得た額を補助する。 

  一 平成二十七年度から当該一の事業年度の前事業年度までの間において毎年度継続

して協会の一般保険料率を千分の百とし、かつ、前二条及びこの条の規定を適用し

ないとしたならば積み立てられることとなる当該一の事業年度の前事業年度末にお

ける協会の準備金の額 

  二 次に掲げる額のうちいずれか高い額 

   イ 平成二十六年度末における協会の準備金の額及び前条第三号に掲げる額の合算

額 

   ロ 平成二十七年度から当該一の事業年度の前々事業年度までの間において毎年度

継続して協会の一般保険料率を千分の百とし、かつ、前二条及びこの条の規定を

適用しないとしたならば積み立てられることとなる平成二十七年度から当該一の

事業年度の前々事業年度までの間の各事業年度の事業年度末における協会の準備

金の額（平成二十七年度から当該各事業年度までの間において納付額を原資とし

て、協会に対して交付された額がある場合には、当該各事業年度の事業年度末に

おける協会の準備金の額から、平成二十七年度から当該各事業年度までの間にお

ける当該交付された額の累計額を控除して得た額）のうち最も高い額 

  三 平成二十七年度から当該一の事業年度の前事業年度までの間における納付額を原

資として、協会に対して交付された額の累計額 

  （検討） 

 第五条の七 政府は、協会が作成する第百六十条第五項に規定する健康保険事業の収支

の見通しを踏まえ、その財政の均衡を保つために協会の一般保険料率を引き上げる必

要があると見込まれる場合において、協会以外の保険者の一般保険料率の動向、国の

財政状況その他の社会経済情勢の変化等を勘案し、第百五十三条及び第百五十四条並

びに附則第五条の規定について検討を加え、必要があると認めるときは、その結果に

基づいて所要の措置を講ずるものとする。 

第六条 健康保険法の一部を次のように改正する。 

  第百五十三条第二項中「前期高齢者納付金（日雇特例被保険者に係るものを除く。）

及び高齢者の医療の確保に関する法律の規定による後期高齢者支援金（日雇特例被保険

者に係るものを除く。）並びに」及び「の合算額（当該前期高齢者納付金の額に給付費

割合を乗じて得た額を除き、前期高齢者交付金がある場合には、当該前期高齢者交付金

の額から当該額に給付費割合を乗じて得た額を控除して得た額を当該合算額から控除し

た額）」を削る。 

  第百五十四条第二項中「前期高齢者納付金及び高齢者の医療の確保に関する法律の規

定による後期高齢者支援金並びに」及び「の合算額（当該前期高齢者納付金の額に給付

費割合を乗じて得た額を除き、前期高齢者交付金がある場合には、当該前期高齢者交付



金の額から当該額に給付費割合を乗じて得た額を控除して得た額を当該合算額から控除

した額）」を削る。 

  附則第四条の四中「及び高齢者の医療の確保に関する法律の規定による後期高齢者支

援金（日雇特例被保険者に係るものを除く。）」とあるのは「、高齢者の医療の確保に

関する法律の規定による後期高齢者支援金（日雇特例被保険者に係るものを除く。）及

び同法」を「介護納付金」とあるのは「高齢者の医療の確保に関する法律」に改め、

「病床転換支援金（日雇特例被保険者に係るものを除く。）」の下に「及び介護納付

金」と、「額に」とあるのは「額の合算額に」を加え、「及び高齢者の医療の確保に関

する法律の規定による後期高齢者支援金」とあるのは「、高齢者の医療の確保に関する

法律の規定による後期高齢者支援金及び同法附則第七条第一項に規定する病床転換支援

金」を「介護納付金」とあるのは「高齢者の医療の確保に関する法律附則第七条第一項

に規定する病床転換支援金及び介護納付金」と、「費用の額」とあるのは「費用の額の

合算額」に改める。 

  附則第五条の二から第五条の五までを削る。 

  附則第五条の六中「及び第五条」を「及び前条」に、「附則第五条」を「前条」に改

め、同条第一号中「前二条及びこの条」を「持続可能な医療保険制度を構築するための

国民健康保険法等の一部を改正する法律（平成二十七年法律第三十一号。次号ロにおい

て「国保法等一部改正法」という。）第六条の規定による改正前の附則第五条の四から

第五条の六まで」に改め、同条第二号イ中「前条第三号に掲げる」を「平成二十六年度

において独立行政法人年金・健康保険福祉施設整理機構法の一部を改正する法律（平成

二十三年法律第七十三号）附則第五条の規定によりなお従前の例によることとされた同

法による改正前の独立行政法人年金・健康保険福祉施設整理機構法（平成十七年法律第

七十一号）第十五条第一項の規定により年金特別会計の健康勘定に納付された額を原資

として平成二十七年度中に協会に対して交付された」に改め、同号ロ中「前二条及びこ

の条」を「国保法等一部改正法第六条の規定による改正前の附則第五条の四から第五条

の六まで」に、「納付額」を「独立行政法人通則法（平成十一年法律第百三号）第四十

六条の二第一項から第三項まで及び独立行政法人地域医療機能推進機構法（平成十七年

法律第七十一号）第十六条第二項の規定により年金特別会計の健康勘定に納付された額

（次号において「納付額」という。）」に改め、同条を附則第五条の二とする。 

  附則第五条の七を附則第五条の三とする。 

 （船員保険法の一部改正） 

第七条 船員保険法（昭和十四年法律第七十三号）の一部を次のように改正する。 

  第十六条第一項の表中 

「 第四七級 一、二一〇、〇〇〇円 一、一七五、〇〇〇円以上 」 

 を 

「 第四七級 一、二一〇、〇〇〇円 一、一七五、〇〇〇円以上 一、二三五、 」 



〇〇〇円未満 

 に改め、同表に次のように加える。 

第四八級 一、二七〇、〇〇〇円 一、二三五、〇〇〇円以上 一、二九五、〇

〇〇円未満 

第四九級 一、三三〇、〇〇〇円 一、二九五、〇〇〇円以上 一、三五五、〇

〇〇円未満 

第五〇級 一、三九〇、〇〇〇円 一、三五五、〇〇〇円以上 

  第二十一条第一項ただし書中「五百四十万円」を「五百七十三万円」に改める。 

  第五十三条第二項第四号中「第六十三条第二項第四号」を「第六十三条第二項第五

号」に改め、同号を同項第五号とし、同項第三号の次に次の一号を加える。 

  四 患者申出療養（健康保険法第六十三条第二項第四号に規定する患者申出療養をい

う。以下同じ。） 

  第六十三条第一項及び第四項中「評価療養」の下に「、患者申出療養」を加える。 

  第六十九条第一項を次のように改める。 

   被保険者又は被保険者であった者が被保険者の資格を喪失する前に発した職務外の

事由による疾病又は負傷及びこれにより発した疾病につき療養のため職務に服するこ

とができない期間、傷病手当金を支給する。 

  第六十九条中第五項を第七項とし、第四項を第六項とし、第三項を第五項とし、同条

第二項中「前項」を「第一項」に改め、同項を同条第四項とし、同条第一項の次に次の

二項を加える。 

 ２ 傷病手当金の額は、一日につき、傷病手当金の支給を始める日（被保険者であった

者にあっては、その資格を喪失した日。以下この項において同じ。）の属する月以前

の直近の継続した十二月間の各月の標準報酬月額を平均した額の三十分の一に相当す

る額（その額に、五円未満の端数があるときは、これを切り捨て、五円以上十円未満

の端数があるときは、これを十円に切り上げるものとする。）の三分の二に相当する

金額（その金額に、五十銭未満の端数があるときは、これを切り捨て、五十銭以上一

円未満の端数があるときは、これを一円に切り上げるものとする。）とする。ただし、

傷病手当金の支給を始める日の属する月以前の直近の継続した期間において標準報酬

月額が定められている月が十二月に満たない場合にあっては、同日の属する月以前の

直近の継続した各月の標準報酬月額を平均した額の三十分の一に相当する額（その額

に、五円未満の端数があるときは、これを切り捨て、五円以上十円未満の端数がある

ときは、これを十円に切り上げるものとする。）の三分の二に相当する金額（その金

額に、五十銭未満の端数があるときは、これを切り捨て、五十銭以上一円未満の端数

があるときは、これを一円に切り上げるものとする。）とする。 

 ３ 前項に規定するもののほか、傷病手当金の額の算定に関して必要な事項は、厚生労

働省令で定める。 

  第七十条第一項ただし書中「傷病手当金の」を「前条第二項の規定により算定され



る」に改め、「少ないとき」の下に「（次項若しくは第三項又は第七十五条第一項に該

当するときを除く。）」を加え、同条第二項ただし書中「が、傷病手当金の額（前項た

だし書の場合においては、同項ただし書に規定する報酬の額と同項ただし書に規定する

差額との合算額）」を「（以下この項において「障害厚生年金等の額」という。）が、

前条第二項の規定により算定される額」に、「その差額（その差額が同項ただし書に規

定する差額より多いときは、同項ただし書に規定する差額）」を「当該額と次の各号に

掲げる場合の区分に応じて当該各号に定める額との差額」に改め、同項に次の各号を加

える。 

  一 報酬を受けることができない場合であって、かつ、出産手当金の支給を受けるこ

とができない場合 障害厚生年金等の額 

  二 報酬を受けることができない場合であって、かつ、出産手当金の支給を受けるこ

とができる場合 出産手当金の額（当該額が前条第二項の規定により算定される額

を超える場合にあっては、当該額）と障害厚生年金等の額のいずれか多い額 

  三 報酬の全部又は一部を受けることができる場合であって、かつ、出産手当金の支

給を受けることができない場合 当該受けることができる報酬の全部又は一部の額

（当該額が前条第二項の規定により算定される額を超える場合にあっては、当該

額）と障害厚生年金等の額のいずれか多い額 

  四 報酬の全部又は一部を受けることができる場合であって、かつ、出産手当金の支

給を受けることができる場合 当該受けることができる報酬の全部又は一部の額及

び第七十四条の二ただし書の規定により算定される出産手当金の額の合算額（当該

合算額が前条第二項の規定により算定される額を超える場合にあっては、当該額）

と障害厚生年金等の額のいずれか多い額 

  第七十条第三項中「当該傷病手当金の額（第一項ただし書の場合においては、同項た

だし書に規定する報酬の額と同項ただし書に規定する差額との合算額）」を「前条第二

項の規定により算定される額」に改め、同項ただし書中「ときは、その差額（その差額

が同項ただし書に規定する差額より多いときは、同項ただし書に規定する差額）」を

「場合において、報酬の全部若しくは一部又は出産手当金の支給を受けることができる

ときその他の政令で定めるときは、当該合計額と当該障害手当金の額との差額その他の

政令で定める差額」に改め、同条第四項中「及び疾病任意継続被保険者」を「及び被保

険者」に改める。 

  第七十一条第一項中「前条第一項」の下に「から第三項まで」を加え、同項ただし書

中「同項ただし書」を「同条第一項ただし書、第二項ただし書又は第三項ただし書」に

改める。 

  第七十四条第一項中「として、一日につき、標準報酬日額の三分の二に相当する金額

（その金額に、五十銭未満の端数があるときは、これを切り捨て、五十銭以上一円未満

の端数があるときは、これを一円に切り上げるものとする。）」を削り、同条第二項中



「日より」を「日から」に改め、同条第三項中「第七十条第一項及び」を「第六十九条

第二項及び第三項並びに」に改め、同条の次に次の一条を加える。 

  （出産手当金と報酬との調整） 

 第七十四条の二 出産した場合において報酬の全部又は一部を受けることができる者に

対しては、これを受けることができる期間は、出産手当金を支給しない。ただし、そ

の受けることができる報酬の額が、出産手当金の額より少ないときは、その差額を支

給する。 

  第七十五条第一項を次のように改める。 

   出産手当金を支給する場合（第七十条第二項又は第三項に該当するときを除く。）

においては、その期間、傷病手当金は、支給しない。ただし、その受けることができ

る出産手当金の額（前条ただし書の場合においては、同条ただし書に規定する報酬の

額と同条ただし書の規定により算定される出産手当金の額との合算額）が、第六十九

条第二項の規定により算定される額より少ないときは、その差額を支給する。 

  第七十五条第二項中「支払われた傷病手当金」の下に「（前項ただし書の規定により

支払われたものを除く。）」を加える。 

  第七十六条第三項中「評価療養」の下に「、患者申出療養」を加える。 

  第八十五条第二項第一号中「標準報酬日額」の下に「（標準報酬月額（被保険者であ

った者にあっては、その資格を喪失した月の標準報酬月額）の三十分の一に相当する額

（その額に、五円未満の端数があるときは、これを切り捨て、五円以上十円未満の端数

があるときは、これを十円に切り上げるものとする。）をいう。以下同じ。）」を加え、

同項第三号中「標準報酬日額の百分の六十に相当する金額」を「標準報酬日額」に改め

る。 

  第百十一条第一項中「、健康診査その他の」を「及び健康診査並びに健康管理及び疾

病の予防に係る」に改め、「者及び」の下に「これらの」を、「以下この条」の下に

「並びに第百五十三条の十第一項第二号及び第三号」を、「被保険者等」という。）」

の下に「の自助努力についての支援その他の被保険者等」を加え、同条第五項を同条第

六項とし、同条第四項中「行う」の下に「被保険者等の」を加え、「必要な指針を公表

する」を「、指針の公表、情報の提供その他の必要な支援を行う」に改め、同項を同条

第五項とし、同条第三項中「前二項」を「第一項及び前項」に、「当該事業」を「これ

らの事業」に改め、同項を同条第四項とし、同条第二項を同条第三項とし、同条第一項

の次に次の一項を加える。 

 ２ 協会は、前項の事業を行うに当たっては、高齢者の医療の確保に関する法律第十六

条第二項の情報を活用し、適切かつ有効に行うものとする。 

  第百二十一条第一項中「千分の百十」を「千分の百三十」に改める。 

  第百五十三条の九の次に次の一条を加える。 

  （基金等への事務の委託） 



 第百五十三条の十 協会は、第五十九条（第七十六条第六項において準用する場合を含

む。第一号において同じ。）、第六十一条第七項、第六十二条第四項及び第六十三条

第四項において準用する健康保険法第七十六条第五項並びに第六十五条第十二項及び

第七十八条第三項において準用する同法第八十八条第十一項に規定する事務のほか、

次に掲げる事務を社会保険診療報酬支払基金法（昭和二十三年法律第百二十九号）に

よる社会保険診療報酬支払基金（附則第七条において「基金」という。）又は国民健

康保険法（昭和三十三年法律第百九十二号）第四十五条第五項に規定する国民健康保

険団体連合会に委託することができる。 

  一 第四章の規定による保険給付のうち厚生労働省令で定めるものの支給に関する事

務（第五十九条、第六十一条第七項、第六十二条第四項及び第六十三条第四項にお

いて準用する健康保険法第七十六条第五項並びに第六十五条第十二項及び第七十八

条第三項において準用する同法第八十八条第十一項に規定する事務を除く。） 

  二 第四章の規定による保険給付の支給、第五章の規定による保健事業及び福祉事業

の実施、第百十四条の規定による保険料の徴収、附則第五条第一項の規定による障

害前払一時金又は同条第二項の規定による遺族前払一時金の支給、雇用保険法等の

一部を改正する法律（平成十九年法律第三十号）附則第三十九条の規定によりなお

従前の例によるものとされた同法第四条の規定による改正前のこの法律の規定によ

る保険給付の支給その他の厚生労働省令で定める事務に係る被保険者等に係る情報

の収集又は整理に関する事務 

  三 第四章の規定による保険給付の支給、第百十四条の規定による保険料の徴収、附

則第五条第一項の規定による障害前払一時金又は同条第二項の規定による遺族前払

一時金の支給、雇用保険法等の一部を改正する法律附則第三十九条の規定によりな

お従前の例によるものとされた同法第四条の規定による改正前のこの法律の規定に

よる保険給付の支給その他の厚生労働省令で定める事務に係る被保険者等に係る情

報の利用又は提供に関する事務 

 ２ 協会は、前項の規定により同項第二号又は第三号に掲げる事務を委託する場合は、

協会以外の社会保険診療報酬支払基金法第一条に規定する保険者と共同して委託する

ものとする。 

  附則第七条中「（昭和三十三年法律第百九十二号）附則第十条第一項の規定により社

会保険診療報酬支払基金法（昭和二十三年法律第百二十九号）による社会保険診療報酬

支払基金」を「附則第十条第一項の規定により基金」に改める。 

  附則第九条第一項及び第十一条第一項中「（平成十九年法律第三十号）」を削る。 

 （高齢者の医療の確保に関する法律の一部改正） 

第八条 高齢者の医療の確保に関する法律（昭和五十七年法律第八十号）の一部を次のよ

うに改正する。 

  第七条第二項中「含む。」の下に「以下同じ。」を加える。 



  第十一条の見出しを「（計画の進捗状況の公表）」に改め、同条第一項中「により」

の下に「、年度（毎年四月一日から翌年三月三十一日までをいう。以下同じ。）（次条

第一項の評価を行つた年度を除く。）ごとに」を加え、「を作成した年度（毎年四月一

日から翌年三月三十一日までをいう。以下同じ。）の翌々年度において、当該計画」及

び「に関する評価を行うものとするとともに、その結果」を削り、同条第二項中「によ

り」の下に「、年度（次条第三項の評価を行つた年度を除く。）ごとに」を加え、「の

作成年度の翌々年度において、当該計画」及び「に関する評価を行うとともに、その結

果」を削る。 

  第十三条第一項中「第十一条第一項又は」を削る。 

  第十五条第一項中「評価又は」を「進捗状況を公表し、又は」に改め、同条第二項中

「評価又は」を「規定により公表した進捗状況又は」に、「に基づき」を「の結果を踏

まえ」に改める。 

  第十六条に次の一項を加える。 

 ３ 厚生労働大臣は、必要があると認めるときは、都道府県及び市町村に対し、第一項

に規定する調査及び分析に必要な情報を、厚生労働省令で定める方法により提供する

よう求めることができる。 

  附則第十三条の七を附則第十三条の十二とし、附則第十三条の六を附則第十三条の十

一とし、附則第十三条の五の六を附則第十三条の十とし、附則第十三条の五の五の次に

次の八条を加える。 

  （平成二十七年度の被用者保険等保険者に係る前期高齢者交付金の額の算定の特例） 

 第十三条の五の六 平成二十七年度の被用者保険等保険者に係る第三十三条第一項の概

算前期高齢者交付金の額は、第三十四条第一項の規定にかかわらず、第一号に掲げる

額から第三号に掲げる額を控除した額と第二号に掲げる額から第四号に掲げる額を控

除した額に二分の一を乗じて得た額との合計額（当該合計額が零を下回る場合には、

零とする。）とする。 

  一 平成二十七年度における当該被用者保険等保険者に係る第三十四条第一項第一号

の調整対象給付費見込額と附則第八条の規定により算定される病床転換支援金の額

に同年度における当該被用者保険等保険者に係る加入者の見込数に対する前期高齢

者である加入者の見込数の割合を基礎として被用者保険等保険者ごとに算定される

率（次号において「前期高齢者加入見込率」という。）を乗じて得た額との合計額

（第三号及び附則第十三条の五の八第一項第一号において「調整対象給付費見込額

等」という。） 

  二 平成二十七年度における当該被用者保険等保険者に係る附則第十四条の七第一項

第一号に規定する概算加入者割後期高齢者支援金額に前期高齢者加入見込率を乗じ

て得た額（第四号及び附則第十三条の五の八第一項第二号において「前期高齢者に

係る加入者割後期高齢者支援金の概算額」という。） 



  三 調整対象給付費見込額等に係る概算調整対象基準額（当該被用者保険等保険者に

係る調整対象給付費見込額等に平成二十七年度における概算加入者調整率を乗じて

得た額をいう。附則第十三条の五の八第一項第一号において同じ。） 

  四 前期高齢者に係る加入者割後期高齢者支援金の概算額に係る概算調整対象基準額

（当該被用者保険等保険者に係る前期高齢者に係る加入者割後期高齢者支援金の概

算額に平成二十七年度における概算加入者調整率を乗じて得た額をいう。附則第十

三条の五の八第一項第二号及び第三項において同じ。） 

 第十三条の五の七 平成二十七年度の被用者保険等保険者に係る第三十三条第一項の確

定前期高齢者交付金の額は、第三十五条第一項の規定にかかわらず、第一号に掲げる

額から第三号に掲げる額を控除した額と第二号に掲げる額から第四号に掲げる額を控

除した額に二分の一を乗じて得た額との合計額（当該合計額が零を下回る場合には、

零とする。）とする。 

  一 平成二十七年度における当該被用者保険等保険者に係る第三十五条第一項第一号

の調整対象給付費額と附則第八条の規定により算定される病床転換支援金の額に同

年度における当該被用者保険等保険者に係る加入者の数に対する前期高齢者である

加入者の数の割合を基礎として被用者保険等保険者ごとに算定される率（次号にお

いて「前期高齢者加入率」という。）を乗じて得た額との合計額（第三号及び附則

第十三条の五の九第一項第一号において「調整対象給付費額等」という。） 

  二 平成二十七年度における当該被用者保険等保険者に係る附則第十四条の八第一項

第一号に規定する確定加入者割後期高齢者支援金額に前期高齢者加入率を乗じて得

た額（第四号及び附則第十三条の五の九第一項第二号において「前期高齢者に係る

加入者割後期高齢者支援金の確定額」という。） 

  三 調整対象給付費額等に係る確定調整対象基準額（当該被用者保険等保険者に係る

調整対象給付費額等に平成二十七年度における確定加入者調整率を乗じて得た額を

いう。附則第十三条の五の九第一項第一号において同じ。） 

  四 前期高齢者に係る加入者割後期高齢者支援金の確定額に係る確定調整対象基準額

（当該被用者保険等保険者に係る前期高齢者に係る加入者割後期高齢者支援金の確

定額に平成二十七年度における確定加入者調整率を乗じて得た額をいう。附則第十

三条の五の九第一項第二号及び第三項において同じ。） 

  （平成二十七年度の被用者保険等保険者に係る前期高齢者納付金の額の算定の特例） 

 第十三条の五の八 平成二十七年度の被用者保険等保険者に係る第三十八条第一項第一

号の負担調整前概算前期高齢者納付金相当額は、同条第二項の規定にかかわらず、第

一号から第三号までに掲げる額（特定健康保険組合にあつては、第一号から第四号ま

でに掲げる額）の合計額（第一号及び第二号に掲げる額の合計額が零を下回る場合に

は、第三号に掲げる額（特定健康保険組合にあつては、同号及び第四号に掲げる額の

合計額））とする。 



  一 調整対象給付費見込額等に係る概算調整対象基準額から調整対象給付費見込額等

を控除して得た額 

  二 前期高齢者に係る加入者割後期高齢者支援金の概算額に係る概算調整対象基準額

から前期高齢者に係る加入者割後期高齢者支援金の概算額を控除して得た額（第四

項第一号において「後期高齢者支援金に係る概算加入者割前期高齢者納付金額」と

いう。）に二分の一を乗じて得た額 

  三 後期高齢者支援金に係る概算総報酬割前期高齢者納付金額 

  四 特例退職被保険者等に係る前期高齢者に係る加入者割後期高齢者支援金の概算額

に係る概算調整対象基準額に二分の一を乗じて得た額 

 ２ 前項第三号の後期高齢者支援金に係る概算総報酬割前期高齢者納付金額は、平成二

十七年度における当該被用者保険等保険者の標準報酬総額の見込額に納付金概算拠出

率及び同年度における当該被用者保険等保険者に係る概算後期高齢者支援金調整率を

乗じて得た額とする。 

 ３ 第一項第四号の特例退職被保険者等に係る前期高齢者に係る加入者割後期高齢者支

援金の概算額に係る概算調整対象基準額は、平成二十七年度における当該特定健康保

険組合に係る前期高齢者に係る加入者割後期高齢者支援金の概算額に係る概算調整対

象基準額に、厚生労働省令で定めるところにより算定される同年度における当該特定

健康保険組合に係る加入者の見込数に対する特例退職被保険者等である加入者の見込

数の割合を基礎として特定健康保険組合ごとに算定される率を乗じて得た額とする。 

 ４ 第二項の納付金概算拠出率は、厚生労働省令で定めるところにより、第一号に掲げ

る合計額から第二号及び第三号に掲げる合計額の合計額を控除した額に二分の一を乗

じて得た額を、平成二十七年度における各被用者保険等保険者に係る標準報酬総額の

見込額の合計額で除して得た率とする。 

  一 各被用者保険等保険者（第一項第一号及び第二号に掲げる額の合計額が零を下回

る被用者保険等保険者を除く。）に係る後期高齢者支援金に係る概算加入者割前期

高齢者納付金額を平成二十七年度における当該各被用者保険等保険者に係る概算後

期高齢者支援金調整率で除して得た額の合計額 

  二 各特定健康保険組合に係る第一項第四号の特例退職被保険者等に係る前期高齢者

に係る加入者割後期高齢者支援金の概算額に係る概算調整対象基準額を平成二十七

年度における当該各特定健康保険組合に係る概算後期高齢者支援金調整率で除して

得た額の合計額 

  三 附則第十三条の五の六の規定により算定される額が零を上回る各被用者保険等保

険者に係る同条第二号に掲げる額から同条第四号に掲げる額を控除した額を平成二

十七年度における当該各被用者保険等保険者に係る概算後期高齢者支援金調整率で

除して得た額の合計額 

 第十三条の五の九 平成二十七年度の被用者保険等保険者に係る第三十九条第一項第一



号の負担調整前確定前期高齢者納付金相当額は、同条第二項の規定にかかわらず、第

一号から第三号までに掲げる額（特定健康保険組合にあつては、第一号から第四号ま

でに掲げる額）の合計額（第一号及び第二号に掲げる額の合計額が零を下回る場合に

は、第三号に掲げる額（特定健康保険組合にあつては、同号及び第四号に掲げる額の

合計額））とする。 

  一 調整対象給付費額等に係る確定調整対象基準額から調整対象給付費額等を控除し

て得た額 

  二 前期高齢者に係る加入者割後期高齢者支援金の確定額に係る確定調整対象基準額

から前期高齢者に係る加入者割後期高齢者支援金の確定額を控除して得た額（第四

項第一号において「後期高齢者支援金に係る確定加入者割前期高齢者納付金額」と

いう。）に二分の一を乗じて得た額 

  三 後期高齢者支援金に係る確定総報酬割前期高齢者納付金額 

  四 特例退職被保険者等に係る前期高齢者に係る加入者割後期高齢者支援金の確定額

に係る確定調整対象基準額に二分の一を乗じて得た額 

 ２ 前項第三号の後期高齢者支援金に係る確定総報酬割前期高齢者納付金額は、平成二

十七年度における当該被用者保険等保険者の標準報酬総額に納付金確定拠出率及び同

年度における当該被用者保険等保険者に係る確定後期高齢者支援金調整率を乗じて得

た額とする。 

 ３ 第一項第四号の特例退職被保険者等に係る前期高齢者に係る加入者割後期高齢者支

援金の確定額に係る確定調整対象基準額は、平成二十七年度における当該特定健康保

険組合に係る前期高齢者に係る加入者割後期高齢者支援金の確定額に係る確定調整対

象基準額に、厚生労働省令で定めるところにより算定される同年度における当該特定

健康保険組合に係る加入者の数に対する特例退職被保険者等である加入者の数の割合

を基礎として特定健康保険組合ごとに算定される率を乗じて得た額とする。 

 ４ 第二項の納付金確定拠出率は、厚生労働省令で定めるところにより、第一号に掲げ

る合計額から第二号及び第三号に掲げる合計額の合計額を控除した額に二分の一を乗

じて得た額を、平成二十七年度における各被用者保険等保険者に係る標準報酬総額の

合計額で除して得た率とする。 

  一 各被用者保険等保険者（第一項第一号及び第二号に掲げる額の合計額が零を下回

る被用者保険等保険者を除く。）に係る後期高齢者支援金に係る確定加入者割前期

高齢者納付金額を平成二十七年度における当該各被用者保険等保険者に係る確定後

期高齢者支援金調整率で除して得た額の合計額 

  二 各特定健康保険組合に係る第一項第四号の特例退職被保険者等に係る前期高齢者

に係る加入者割後期高齢者支援金の確定額に係る確定調整対象基準額を平成二十七

年度における当該各特定健康保険組合に係る確定後期高齢者支援金調整率で除して

得た額の合計額 



  三 附則第十三条の五の七の規定により算定される額が零を上回る各被用者保険等保

険者に係る同条第二号に掲げる額から同条第四号に掲げる額を控除した額を平成二

十七年度における当該各被用者保険等保険者に係る確定後期高齢者支援金調整率で

除して得た額の合計額 

  （平成二十八年度の被用者保険等保険者に係る前期高齢者交付金の額の算定の特例） 

 第十三条の六 平成二十八年度の被用者保険等保険者に係る第三十三条第一項の概算前

期高齢者交付金の額は、第三十四条第一項の規定にかかわらず、第一号に掲げる額か

ら第三号に掲げる額を控除した額と第二号に掲げる額から第四号に掲げる額を控除し

た額に三分の一を乗じて得た額との合計額（当該合計額が零を下回る場合には、零と

する。）とする。 

  一 平成二十八年度における当該被用者保険等保険者に係る第三十四条第一項第一号

の調整対象給付費見込額と附則第八条の規定により算定される病床転換支援金の額

に同年度における当該被用者保険等保険者に係る加入者の見込数に対する前期高齢

者である加入者の見込数の割合を基礎として被用者保険等保険者ごとに算定される

率（次号において「前期高齢者加入見込率」という。）を乗じて得た額との合計額

（第三号及び附則第十三条の八第一項第一号において「調整対象給付費見込額等」

という。） 

  二 平成二十八年度における当該被用者保険等保険者に係る附則第十四条の九第一項

第一号に規定する概算加入者割後期高齢者支援金額に前期高齢者加入見込率を乗じ

て得た額（第四号及び附則第十三条の八第一項第二号において「前期高齢者に係る

加入者割後期高齢者支援金の概算額」という。） 

  三 調整対象給付費見込額等に係る概算調整対象基準額（当該被用者保険等保険者に

係る調整対象給付費見込額等に平成二十八年度における概算加入者調整率を乗じて

得た額をいう。附則第十三条の八第一項第一号において同じ。） 

  四 前期高齢者に係る加入者割後期高齢者支援金の概算額に係る概算調整対象基準額

（当該被用者保険等保険者に係る前期高齢者に係る加入者割後期高齢者支援金の概

算額に平成二十八年度における概算加入者調整率を乗じて得た額をいう。附則第十

三条の八第一項第二号及び第三項において同じ。） 

 第十三条の七 平成二十八年度の被用者保険等保険者に係る第三十三条第一項の確定前

期高齢者交付金の額は、第三十五条第一項の規定にかかわらず、第一号に掲げる額か

ら第三号に掲げる額を控除した額と第二号に掲げる額から第四号に掲げる額を控除し

た額に三分の一を乗じて得た額との合計額（当該合計額が零を下回る場合には、零と

する。）とする。 

  一 平成二十八年度における当該被用者保険等保険者に係る第三十五条第一項第一号

の調整対象給付費額と附則第八条の規定により算定される病床転換支援金の額に同

年度における当該被用者保険等保険者に係る加入者の数に対する前期高齢者である



加入者の数の割合を基礎として被用者保険等保険者ごとに算定される率（次号にお

いて「前期高齢者加入率」という。）を乗じて得た額との合計額（第三号及び附則

第十三条の九第一項第一号において「調整対象給付費額等」という。） 

  二 平成二十八年度における当該被用者保険等保険者に係る附則第十四条の十第一項

第一号に規定する確定加入者割後期高齢者支援金額に前期高齢者加入率を乗じて得

た額（第四号及び附則第十三条の九第一項第二号において「前期高齢者に係る加入

者割後期高齢者支援金の確定額」という。） 

  三 調整対象給付費額等に係る確定調整対象基準額（当該被用者保険等保険者に係る

調整対象給付費額等に平成二十八年度における確定加入者調整率を乗じて得た額を

いう。附則第十三条の九第一項第一号において同じ。） 

  四 前期高齢者に係る加入者割後期高齢者支援金の確定額に係る確定調整対象基準額

（当該被用者保険等保険者に係る前期高齢者に係る加入者割後期高齢者支援金の確

定額に平成二十八年度における確定加入者調整率を乗じて得た額をいう。附則第十

三条の九第一項第二号及び第三項において同じ。） 

  （平成二十八年度の被用者保険等保険者に係る前期高齢者納付金の額の算定の特例） 

 第十三条の八 平成二十八年度の被用者保険等保険者に係る第三十八条第一項第一号の

負担調整前概算前期高齢者納付金相当額は、同条第二項の規定にかかわらず、第一号

から第三号までに掲げる額（特定健康保険組合にあつては、第一号から第四号までに

掲げる額）の合計額（第一号及び第二号に掲げる額の合計額が零を下回る場合には、

第三号に掲げる額（特定健康保険組合にあつては、同号及び第四号に掲げる額の合計

額））とする。 

  一 調整対象給付費見込額等に係る概算調整対象基準額から調整対象給付費見込額等

を控除して得た額 

  二 前期高齢者に係る加入者割後期高齢者支援金の概算額に係る概算調整対象基準額

から前期高齢者に係る加入者割後期高齢者支援金の概算額を控除して得た額（第四

項第一号において「後期高齢者支援金に係る概算加入者割前期高齢者納付金額」と

いう。）に三分の一を乗じて得た額 

  三 後期高齢者支援金に係る概算総報酬割前期高齢者納付金額 

  四 特例退職被保険者等に係る前期高齢者に係る加入者割後期高齢者支援金の概算額

に係る概算調整対象基準額に三分の二を乗じて得た額 

 ２ 前項第三号の後期高齢者支援金に係る概算総報酬割前期高齢者納付金額は、平成二

十八年度における当該被用者保険等保険者の標準報酬総額の見込額に納付金概算拠出

率及び同年度における当該被用者保険等保険者に係る概算後期高齢者支援金調整率を

乗じて得た額とする。 

 ３ 第一項第四号の特例退職被保険者等に係る前期高齢者に係る加入者割後期高齢者支

援金の概算額に係る概算調整対象基準額は、平成二十八年度における当該特定健康保



険組合に係る前期高齢者に係る加入者割後期高齢者支援金の概算額に係る概算調整対

象基準額に、厚生労働省令で定めるところにより算定される同年度における当該特定

健康保険組合に係る加入者の見込数に対する特例退職被保険者等である加入者の見込

数の割合を基礎として特定健康保険組合ごとに算定される率を乗じて得た額とする。 

 ４ 第二項の納付金概算拠出率は、厚生労働省令で定めるところにより、第一号に掲げ

る合計額から第二号及び第三号に掲げる合計額の合計額を控除した額に三分の二を乗

じて得た額を、平成二十八年度における各被用者保険等保険者に係る標準報酬総額の

見込額の合計額で除して得た率とする。 

  一 各被用者保険等保険者（第一項第一号及び第二号に掲げる額の合計額が零を下回

る被用者保険等保険者を除く。）に係る後期高齢者支援金に係る概算加入者割前期

高齢者納付金額を平成二十八年度における当該各被用者保険等保険者に係る概算後

期高齢者支援金調整率で除して得た額の合計額 

  二 各特定健康保険組合に係る第一項第四号の特例退職被保険者等に係る前期高齢者

に係る加入者割後期高齢者支援金の概算額に係る概算調整対象基準額を平成二十八

年度における当該各特定健康保険組合に係る概算後期高齢者支援金調整率で除して

得た額の合計額 

  三 附則第十三条の六の規定により算定される額が零を上回る各被用者保険等保険者

に係る同条第二号に掲げる額から同条第四号に掲げる額を控除した額を平成二十八

年度における当該各被用者保険等保険者に係る概算後期高齢者支援金調整率で除し

て得た額の合計額 

 第十三条の九 平成二十八年度の被用者保険等保険者に係る第三十九条第一項第一号の

負担調整前確定前期高齢者納付金相当額は、同条第二項の規定にかかわらず、第一号

から第三号までに掲げる額（特定健康保険組合にあつては、第一号から第四号までに

掲げる額）の合計額（第一号及び第二号に掲げる額の合計額が零を下回る場合には、

第三号に掲げる額（特定健康保険組合にあつては、同号及び第四号に掲げる額の合計

額））とする。 

  一 調整対象給付費額等に係る確定調整対象基準額から調整対象給付費額等を控除し

て得た額 

  二 前期高齢者に係る加入者割後期高齢者支援金の確定額に係る確定調整対象基準額

から前期高齢者に係る加入者割後期高齢者支援金の確定額を控除して得た額（第四

項第一号において「後期高齢者支援金に係る確定加入者割前期高齢者納付金額」と

いう。）に三分の一を乗じて得た額 

  三 後期高齢者支援金に係る確定総報酬割前期高齢者納付金額 

  四 特例退職被保険者等に係る前期高齢者に係る加入者割後期高齢者支援金の確定額

に係る確定調整対象基準額に三分の二を乗じて得た額 

 ２ 前項第三号の後期高齢者支援金に係る確定総報酬割前期高齢者納付金額は、平成二



十八年度における当該被用者保険等保険者の標準報酬総額に納付金確定拠出率及び同

年度における当該被用者保険等保険者に係る確定後期高齢者支援金調整率を乗じて得

た額とする。 

 ３ 第一項第四号の特例退職被保険者等に係る前期高齢者に係る加入者割後期高齢者支

援金の確定額に係る確定調整対象基準額は、平成二十八年度における当該特定健康保

険組合に係る前期高齢者に係る加入者割後期高齢者支援金の確定額に係る確定調整対

象基準額に、厚生労働省令で定めるところにより算定される同年度における当該特定

健康保険組合に係る加入者の数に対する特例退職被保険者等である加入者の数の割合

を基礎として特定健康保険組合ごとに算定される率を乗じて得た額とする。 

 ４ 第二項の納付金確定拠出率は、厚生労働省令で定めるところにより、第一号に掲げ

る合計額から第二号及び第三号に掲げる合計額の合計額を控除した額に三分の二を乗

じて得た額を、平成二十八年度における各被用者保険等保険者に係る標準報酬総額の

合計額で除して得た率とする。 

  一 各被用者保険等保険者（第一項第一号及び第二号に掲げる額の合計額が零を下回

る被用者保険等保険者を除く。）に係る後期高齢者支援金に係る確定加入者割前期

高齢者納付金額を平成二十八年度における当該各被用者保険等保険者に係る確定後

期高齢者支援金調整率で除して得た額の合計額 

  二 各特定健康保険組合に係る第一項第四号の特例退職被保険者等に係る前期高齢者

に係る加入者割後期高齢者支援金の確定額に係る確定調整対象基準額を平成二十八

年度における当該各特定健康保険組合に係る確定後期高齢者支援金調整率で除して

得た額の合計額 

  三 附則第十三条の七の規定により算定される額が零を上回る各被用者保険等保険者

に係る同条第二号に掲げる額から同条第四号に掲げる額を控除した額を平成二十八

年度における当該各被用者保険等保険者に係る確定後期高齢者支援金調整率で除し

て得た額の合計額 

  附則第十四条の六の次に次の四条を加える。 

  （平成二十七年度の被用者保険等保険者に係る後期高齢者支援金の額の算定の特例） 

 第十四条の七 平成二十七年度の被用者保険等保険者に係る第百十九条第一項の概算後

期高齢者支援金の額は、第百二十条第一項の規定にかかわらず、第一号及び第二号に

掲げる額（特定健康保険組合にあつては、第一号から第三号までに掲げる額）の合計

額とする。 

  一 平成二十七年度における当該被用者保険等保険者に係る第百二十条第一項の規定

により算定される概算後期高齢者支援金の額（以下この条において「概算加入者割

後期高齢者支援金額」という。）に二分の一を乗じて得た額 

  二 概算総報酬割後期高齢者支援金額 

  三 特例退職被保険者等に係る概算加入者割後期高齢者支援金額に二分の一を乗じて



得た額 

 ２ 前項第二号の概算総報酬割後期高齢者支援金額は、平成二十七年度における当該被

用者保険等保険者の標準報酬総額の見込額に支援金概算拠出率及び同年度における当

該被用者保険等保険者に係る概算後期高齢者支援金調整率を乗じて得た額とする。 

 ３ 第一項第三号の特例退職被保険者等に係る概算加入者割後期高齢者支援金額は、当

該特定健康保険組合に係る概算加入者割後期高齢者支援金額に、厚生労働省令で定め

るところにより算定される平成二十七年度における当該特定健康保険組合に係る加入

者の見込数に対する特例退職被保険者等である加入者の見込数の割合を基礎として特

定健康保険組合ごとに算定される率を乗じて得た額とする。 

 ４ 第二項の支援金概算拠出率は、厚生労働省令で定めるところにより、各被用者保険

等保険者に係る概算加入者割後期高齢者支援金額（各特定健康保険組合にあつては、

当該各特定健康保険組合に係る概算加入者割後期高齢者支援金額から第一項第三号の

特例退職被保険者等に係る概算加入者割後期高齢者支援金額を控除した額）を平成二

十七年度における当該各被用者保険等保険者に係る概算後期高齢者支援金調整率で除

して得た額の合計額に二分の一を乗じて得た額を、同年度における各被用者保険等保

険者に係る標準報酬総額の見込額の合計額で除して得た率とする。 

 第十四条の八 平成二十七年度の被用者保険等保険者に係る第百十九条第一項の確定後

期高齢者支援金の額は、第百二十一条第一項の規定にかかわらず、第一号及び第二号

に掲げる額（特定健康保険組合にあつては、第一号から第三号までに掲げる額）の合

計額とする。 

  一 平成二十七年度における当該被用者保険等保険者に係る第百二十一条第一項の規

定により算定される確定後期高齢者支援金の額（以下この条において「確定加入者

割後期高齢者支援金額」という。）に二分の一を乗じて得た額 

  二 確定総報酬割後期高齢者支援金額 

  三 特例退職被保険者等に係る確定加入者割後期高齢者支援金額に二分の一を乗じて

得た額 

 ２ 前項第二号の確定総報酬割後期高齢者支援金額は、平成二十七年度における当該被

用者保険等保険者の標準報酬総額に支援金確定拠出率及び同年度における当該被用者

保険等保険者に係る確定後期高齢者支援金調整率を乗じて得た額とする。 

 ３ 第一項第三号の特例退職被保険者等に係る確定加入者割後期高齢者支援金額は、当

該特定健康保険組合に係る確定加入者割後期高齢者支援金額に、厚生労働省令で定め

るところにより算定される平成二十七年度における当該特定健康保険組合に係る加入

者の数に対する特例退職被保険者等である加入者の数の割合を基礎として特定健康保

険組合ごとに算定される率を乗じて得た額とする。 

 ４ 第二項の支援金確定拠出率は、厚生労働省令で定めるところにより、各被用者保険

等保険者に係る確定加入者割後期高齢者支援金額（各特定健康保険組合にあつては、



当該各特定健康保険組合に係る確定加入者割後期高齢者支援金額から第一項第三号の

特例退職被保険者等に係る確定加入者割後期高齢者支援金額を控除した額）を平成二

十七年度における当該各被用者保険等保険者に係る確定後期高齢者支援金調整率で除

して得た額の合計額に二分の一を乗じて得た額を、同年度における各被用者保険等保

険者に係る標準報酬総額の合計額で除して得た率とする。 

  （平成二十八年度の被用者保険等保険者に係る後期高齢者支援金の額の算定の特例） 

 第十四条の九 平成二十八年度の被用者保険等保険者に係る第百十九条第一項の概算後

期高齢者支援金の額は、第百二十条第一項の規定にかかわらず、第一号及び第二号に

掲げる額（特定健康保険組合にあつては、第一号から第三号までに掲げる額）の合計

額とする。 

  一 平成二十八年度における当該被用者保険等保険者に係る第百二十条第一項の規定

により算定される概算後期高齢者支援金の額（以下この条において「概算加入者割

後期高齢者支援金額」という。）に三分の一を乗じて得た額 

  二 概算総報酬割後期高齢者支援金額 

  三 特例退職被保険者等に係る概算加入者割後期高齢者支援金額に三分の二を乗じて

得た額 

 ２ 前項第二号の概算総報酬割後期高齢者支援金額は、平成二十八年度における当該被

用者保険等保険者の標準報酬総額の見込額に支援金概算拠出率及び同年度における当

該被用者保険等保険者に係る概算後期高齢者支援金調整率を乗じて得た額とする。 

 ３ 第一項第三号の特例退職被保険者等に係る概算加入者割後期高齢者支援金額は、当

該特定健康保険組合に係る概算加入者割後期高齢者支援金額に、厚生労働省令で定め

るところにより算定される平成二十八年度における当該特定健康保険組合に係る加入

者の見込数に対する特例退職被保険者等である加入者の見込数の割合を基礎として特

定健康保険組合ごとに算定される率を乗じて得た額とする。 

 ４ 第二項の支援金概算拠出率は、厚生労働省令で定めるところにより、各被用者保険

等保険者に係る概算加入者割後期高齢者支援金額（各特定健康保険組合にあつては、

当該各特定健康保険組合に係る概算加入者割後期高齢者支援金額から第一項第三号の

特例退職被保険者等に係る概算加入者割後期高齢者支援金額を控除した額）を平成二

十八年度における当該各被用者保険等保険者に係る概算後期高齢者支援金調整率で除

して得た額の合計額に三分の二を乗じて得た額を、同年度における各被用者保険等保

険者に係る標準報酬総額の見込額の合計額で除して得た率とする。 

 第十四条の十 平成二十八年度の被用者保険等保険者に係る第百十九条第一項の確定後

期高齢者支援金の額は、第百二十一条第一項の規定にかかわらず、第一号及び第二号

に掲げる額（特定健康保険組合にあつては、第一号から第三号までに掲げる額）の合

計額とする。 

  一 平成二十八年度における当該被用者保険等保険者に係る第百二十一条第一項の規



定により算定される確定後期高齢者支援金の額（以下この条において「確定加入者

割後期高齢者支援金額」という。）に三分の一を乗じて得た額 

  二 確定総報酬割後期高齢者支援金額 

  三 特例退職被保険者等に係る確定加入者割後期高齢者支援金額に三分の二を乗じて

得た額 

 ２ 前項第二号の確定総報酬割後期高齢者支援金額は、平成二十八年度における当該被

用者保険等保険者の標準報酬総額に支援金確定拠出率及び同年度における当該被用者

保険等保険者に係る確定後期高齢者支援金調整率を乗じて得た額とする。 

 ３ 第一項第三号の特例退職被保険者等に係る確定加入者割後期高齢者支援金額は、当

該特定健康保険組合に係る確定加入者割後期高齢者支援金額に、厚生労働省令で定め

るところにより算定される平成二十八年度における当該特定健康保険組合に係る加入

者の数に対する特例退職被保険者等である加入者の数の割合を基礎として特定健康保

険組合ごとに算定される率を乗じて得た額とする。 

 ４ 第二項の支援金確定拠出率は、厚生労働省令で定めるところにより、各被用者保険

等保険者に係る確定加入者割後期高齢者支援金額（各特定健康保険組合にあつては、

当該各特定健康保険組合に係る確定加入者割後期高齢者支援金額から第一項第三号の

特例退職被保険者等に係る確定加入者割後期高齢者支援金額を控除した額）を平成二

十八年度における当該各被用者保険等保険者に係る確定後期高齢者支援金調整率で除

して得た額の合計額に三分の二を乗じて得た額を、同年度における各被用者保険等保

険者に係る標準報酬総額の合計額で除して得た率とする。 

  附則第十九条第三項を削り、同条第四項を同条第三項とする。 

第九条 高齢者の医療の確保に関する法律の一部を次のように改正する。 

  第八条第一項中「五年」を「六年」に改め、同条第四項第三号中「に掲げる目標」を

「の目標」に改め、同項第四号中「に掲げる目標」を「の目標」に改め、「保険者」の

下に「、第四十八条に規定する後期高齢者医療広域連合（以下この条から第十六条まで

において「後期高齢者医療広域連合」という。）」を加え、同項第五号を次のように改

める。 

  五 各都道府県の医療計画（医療法第三十条の四第一項に規定する医療計画をいう。

以下同じ。）に基づく事業の実施による病床の機能（同法第三十条の三第二項第六

号に規定する病床の機能をいう。以下同じ。）の分化及び連携の推進の成果、国民

の健康の保持の推進及び医療の効率的な提供の推進により達成が見込まれる医療費

適正化の効果その他厚生労働省令で定める事項を踏まえて、厚生労働省令で定める

ところにより算定した計画の期間における医療に要する費用の見込み（第十一条第

八項において「国の医療に要する費用の目標」という。）に関する事項 

  第八条第七項中「保険者」の下に「、後期高齢者医療広域連合」を加え、同項を同条

第八項とし、同条中第六項を第七項とし、第五項を第六項とし、第四項の次に次の一項



を加える。 

 ５ 厚生労働大臣は、前項第一号から第三号までに掲げる事項を定めるに当たつては、

病床の機能の分化及び連携の推進並びに地域における医療及び介護の総合的な確保の

促進に関する法律（平成元年法律第六十四号）第二条第一項に規定する地域包括ケア

システム（次条第四項において「地域包括ケアシステム」という。）の構築に向けた

取組の重要性に留意するものとする。 

  第九条第一項中「五年」を「六年」に改め、同条第二項を次のように改める。 

 ２ 都道府県医療費適正化計画においては、当該都道府県の医療計画に基づく事業の実

施による病床の機能の分化及び連携の推進の成果並びに住民の健康の保持の推進及び

医療の効率的な提供の推進により達成が見込まれる医療費適正化の効果を踏まえて、

厚生労働省令で定めるところにより算定した計画の期間における医療に要する費用の

見込み（第十一条第四項において「都道府県の医療に要する費用の目標」という。）

に関する事項を定めるものとする。 

  第九条第三項中「おおむね」の下に「都道府県における」を加え、同項第三号中「に

掲げる目標」を「の目標」に改め、同項第四号中「に掲げる目標」を「の目標」に改め、

「保険者」の下に「、後期高齢者医療広域連合」を加え、同条第七項中「保険者」の下

に「、後期高齢者医療広域連合」を加え、同項を同条第九項とし、同条第六項を同条第

八項とし、同条第五項中「関係市町村」の下に「（第百五十七条の二第一項の保険者協

議会（以下この項及び第十項において「保険者協議会」という。）が組織されている都

道府県にあつては、関係市町村及び保険者協議会）」を加え、同項を同条第七項とし、

同条第四項中「医療法第三十条の四第一項に規定する」を削り、同項を同条第六項とし、

同条第三項の次に次の二項を加える。 

 ４ 都道府県は、前項第一号から第三号までに掲げる事項を定めるに当たつては、地域

における病床の機能の分化及び連携の推進並びに地域包括ケアシステムの構築に向け

た取組の重要性に留意するものとする。 

 ５ 都道府県は、第三項第五号に掲げる事項を定めるに当たつては、当該都道府県以外

の都道府県における医療に要する費用その他厚生労働省令で定める事項を踏まえるも

のとする。 

  第九条に次の一項を加える。 

 10 保険者協議会が組織されている都道府県が、前項の規定により当該保険者協議会を

組織する保険者又は後期高齢者医療広域連合に対して必要な協力を求める場合におい

ては、当該保険者協議会を通じて協力を求めることができる。 

  第十一条の見出しを「（計画の進捗状況の公表等）」に改め、同条第一項中「同

じ。）（」の下に「次項の規定による結果の公表及び」を加え、同条第二項中「年度

（」の下に「次項の規定による結果の公表及び」を加え、同項を同条第六項とし、同条

第一項の次に次の四項を加える。 



 ２ 都道府県は、次期の都道府県医療費適正化計画の作成に資するため、厚生労働省令

で定めるところにより、都道府県医療費適正化計画の期間（以下この項から第五項ま

でにおいて「計画期間」という。）の終了の日の属する年度において、当該計画期間

における当該都道府県医療費適正化計画の進捗状況に関する調査及び分析の結果を公

表するよう努めるものとする。 

 ３ 都道府県は、医療費適正化基本方針の作成に資するため、前項の調査及び分析を行

つたときは、厚生労働省令で定めるところにより、その結果を厚生労働大臣に報告す

るよう努めるものとする。 

 ４ 都道府県は、計画期間において、当該都道府県における医療に要する費用が都道府

県の医療に要する費用の目標を著しく上回ると認める場合には、その要因を分析する

とともに、当該都道府県における医療提供体制（医療法第三十条の三第一項に規定す

る医療提供体制をいう。）の確保に向けて、保険者、後期高齢者医療広域連合、医療

機関その他の関係者と協力して必要な対策を講ずるよう努めるものとする。 

 ５ 都道府県は、計画期間において、第九条第三項第一号及び第二号の目標を達成でき

ないと認める場合には、その要因を分析するとともに、同項第一号及び第二号の目標

の達成のため、保険者、後期高齢者医療広域連合、医療機関その他の関係者と協力し

て必要な対策を講ずるよう努めるものとする。 

  第十一条に次の二項を加える。 

 ７ 厚生労働大臣は、次期の全国医療費適正化計画の作成に資するため、厚生労働省令

で定めるところにより、全国医療費適正化計画の期間（以下この項及び次項において

「計画期間」という。）の終了の日の属する年度において、当該計画期間における当

該全国医療費適正化計画の進捗状況に関する調査及び分析の結果を公表するものとす

る。 

 ８ 厚生労働大臣は、計画期間において、第八条第四項第一号及び第二号の目標を達成

できないと認める場合又は国における医療に要する費用が国の医療に要する費用の目

標を著しく上回ると認める場合には、その要因を分析するとともに、当該要因の解消

に向けて、保険者、後期高齢者医療広域連合、医療機関その他の関係者と協力して必

要な対策を講ずるものとする。 

  第十二条第一項中「に掲げる目標」を「の目標」に、「に関する調査」を「の調査」

に改め、同条第二項中「内容を、」を「結果を」に改め、同条第三項中「に掲げる目

標」を「の目標」に、「に関する調査」を「の調査」に、「行い、全国医療費適正化計

画」を「行い、当該計画」に改め、同条第四項中「これ」を「その結果」に改める。 

  第十三条第一項及び第十四条第一項中「に掲げる目標」を「の目標」に改める。 

  第十五条第一項中「第二項」を「第六項」に改め、「進捗状況」の下に「若しくは同

条第二項若しくは第七項の結果」を、「保険者」の下に「、後期高齢者医療広域連合」

を加え、同条第二項中「第二項」を「第六項」に改め、「進捗状況」の下に「、同条第



二項若しくは第七項の結果」を、「保険者」の下に「、後期高齢者医療広域連合」を加

える。 

  第十六条第二項中「第四十八条に規定する」を削る。 

  第二十九条第一項中「実施する市町村」を「行う市町村」に改める。 

  第五十七条第三項中「規定する保険医療機関」の下に「（以下「保険医療機関」とい

う。）」を加える。 

  第六十四条第二項第三号中「必要な療養」の下に「（次号の患者申出療養を除

く。）」を加え、同項第四号を同項第五号とし、同項第三号の次に次の一号を加える。 

  四 高度の医療技術を用いた療養であつて、当該療養を受けようとする者の申出に基

づき、前項の給付の対象とすべきものであるか否かについて、適正な医療の効率的

な提供を図る観点から評価を行うことが必要な療養として厚生労働大臣が定めるも

の（以下「患者申出療養」という。） 

  第六十四条に次の四項を加える。 

 ４ 第二項第四号の申出は、厚生労働大臣が定めるところにより、厚生労働大臣に対し、

当該申出に係る療養を行う医療法第四条の三に規定する臨床研究中核病院（保険医療

機関であるものに限る。）の開設者の意見書その他必要な書類を添えて行うものとす

る。 

 ５ 厚生労働大臣は、第二項第四号の申出を受けた場合は、当該申出について速やかに

検討を加え、当該申出に係る療養が同号の評価を行うことが必要な療養と認められる

場合には、当該療養を患者申出療養として定めるものとする。 

 ６ 厚生労働大臣は、前項の規定により第二項第四号の申出に係る療養を患者申出療養

として定めることとした場合には、その旨を当該申出を行つた者に速やかに通知する

ものとする。 

 ７ 厚生労働大臣は、第五項の規定により第二項第四号の申出について検討を加え、当

該申出に係る療養を患者申出療養として定めないこととした場合には、理由を付して、

その旨を当該申出を行つた者に速やかに通知するものとする。 

  第七十四条第二項中「食費の状況」の下に「及び特定介護保険施設等（介護保険法第

五十一条の三第一項に規定する特定介護保険施設等をいう。）における食事の提供に要

する平均的な費用の額」を加え、同条第三項中「食費の状況その他の」を「勘案又はし

ん酌すべき事項に係る」に改める。 

  第七十六条第一項及び第六項中「評価療養」の下に「、患者申出療養」を加える。 

  第百二十五条第一項中「後期高齢者医療広域連合は」の下に「、高齢者の心身の特性

に応じ」を、「健康診査」の下に「及び保健指導並びに健康管理及び疾病の予防に係る

被保険者の自助努力についての支援」を加え、同条第四項中「健康診査等指針」の下に

「及び介護保険法第百十六条第一項に規定する基本指針」を加え、同項を同条第六項と

し、同条第三項中「行う」の下に「被保険者の」を加え、「に必要な指針を公表する」



を「、指針の公表、情報の提供その他の必要な支援を行う」に改め、同項を同条第五項

とし、同条第二項を同条第四項とし、同条第一項の次に次の二項を加える。 

 ２ 後期高齢者医療広域連合は、前項に規定する事業を行うに当たつては、第十六条第

二項の情報を活用し、適切かつ有効に行うものとする。 

 ３ 後期高齢者医療広域連合は、第一項に規定する事業を行うに当たつては、介護保険

法第百十五条の四十五第一項及び第二項の規定により地域支援事業を行う市町村及び

保険者との連携を図るものとする。 

  第百三十一条中「第二項」を「第四項」に改める。 

  第百六十五条の次に次の一条を加える。 

  （支払基金等への事務の委託） 

 第百六十五条の二 後期高齢者医療広域連合は、第七十条第四項（第七十四条第十項、

第七十五条第七項、第七十六条第六項及び第七十八条第八項において準用する場合を

含む。）に規定する事務のほか、次に掲げる事務を支払基金又は国保連合会に委託す

ることができる。 

  一 第五十六条に規定する後期高齢者医療給付の実施、第百四条第一項の規定による

保険料の徴収、第百二十五条第一項の規定による保健事業の実施その他の厚生労働

省令で定める事務に係る情報の収集又は整理に関する事務 

  二 第五十六条に規定する後期高齢者医療給付の実施、第百四条第一項の規定による

保険料の徴収その他の厚生労働省令で定める事務に係る情報の利用又は提供に関す

る事務 

 ２ 後期高齢者医療広域連合は、前項の規定により同項各号に掲げる事務を委託する場

合は、他の後期高齢者医療広域連合及び保険者と共同して委託するものとする。 

第十条 高齢者の医療の確保に関する法律の一部を次のように改正する。 

  第七条第三項を同条第四項とし、同条第二項の次に次の一項を加える。 

 ３ この法律において「被用者保険等保険者」とは、保険者（健康保険法第百二十三条

第一項の規定による保険者としての全国健康保険協会、市町村及び国民健康保険組合

を除く。）又は健康保険法第三条第一項第八号の規定による承認を受けて同法の被保

険者とならない者を組合員とする国民健康保険組合であつて厚生労働大臣が定めるも

のをいう。 

  第三十三条第一項ただし書中「前々年度の確定前期高齢者交付金」を「同年度の確定

前期高齢者交付金」に改める。 

  第三十四条第一項第二号中「第百十九条の規定により算定される後期高齢者支援金の

額に当該年度」を「第百十九条第一項の概算後期高齢者支援金の額を同年度における当

該保険者に係る第百二十条第一項各号の概算後期高齢者支援金調整率で除して得た額に、

同年度」に改め、「第三項及び」の下に「第四項並びに」を加え、同条第二項第一号中

「次号及び第五項において」を「以下」に改め、同項第二号中「すべて」を「全て」に



改め、同条第三項中「前期高齢者に係る後期高齢者支援金の概算額」の下に「（被用者

保険等保険者にあつては、当該額に概算額補正率を乗じて得た額）」を加え、同条第五

項中「すべて」を「全て」に改め、同項を同条第六項とし、同条第四項中「前項」を

「第三項及び前項第一号」に、「すべて」を「全て」に、「割合を当該年度」を「割合

を同年度」に、「当該年度における下限割合（当該年度」を「同年度における下限割合

（同年度」に、「次条第四項」を「次条第五項」に改め、同項を同条第五項とし、同条

第三項の次に次の一項を加える。 

 ４ 前項の概算額補正率は、各被用者保険等保険者に係る第一号に掲げる額から第二号

に掲げる額を控除して得た額の合計額が第三号に掲げる額から第四号に掲げる額を控

除して得た額の合計額に等しくなるよう厚生労働省令で定めるところにより算定した

率とする。 

  一 前期高齢者に係る概算後期高齢者支援金に係る概算調整対象基準額（前期高齢者

に係る後期高齢者支援金の概算額に概算加入者調整率を乗じて得た額をいう。第三

号において同じ。） 

  二 前期高齢者に係る後期高齢者支援金の概算額 

  三 被用者保険等保険者が被用者保険等保険者以外の保険者であるとしたならば、第

一項第二号及び次項の規定により算定される前期高齢者に係る概算後期高齢者支援

金に係る概算調整対象基準額 

  四 被用者保険等保険者が被用者保険等保険者以外の保険者であるとしたならば、第

一項第二号の規定により算定される前期高齢者に係る後期高齢者支援金の概算額 

  第三十五条第一項第二号中「第百十九条の規定により算定される後期高齢者支援金の

額に前々年度」を「第百十九条第一項の確定後期高齢者支援金の額を同年度における当

該保険者に係る第百二十一条第一項各号の確定後期高齢者支援金調整率で除して得た額

に、同年度」に改め、「第三項及び」の下に「第四項並びに」を加え、同条第二項第一

号中「次号及び第五項において」を「以下」に改め、同条第三項中「前期高齢者に係る

後期高齢者支援金の確定額」の下に「（被用者保険等保険者にあつては、当該額に確定

額補正率を乗じて得た額）」を加え、同条第五項中「すべて」を「全て」に改め、同項

を同条第六項とし、同条第四項中「前項」を「第三項及び前項第一号」に、「すべて」

を「全て」に、「割合を前々年度」を「割合を同年度」に、「割合が前々年度」を「割

合が同年度」に改め、同項を同条第五項とし、同条第三項の次に次の一項を加える。 

 ４ 前項の確定額補正率は、各被用者保険等保険者に係る第一号に掲げる額から第二号

に掲げる額を控除して得た額の合計額が第三号に掲げる額から第四号に掲げる額を控

除して得た額の合計額に等しくなるよう厚生労働省令で定めるところにより算定した

率とする。 

  一 前期高齢者に係る確定後期高齢者支援金に係る確定調整対象基準額（前期高齢者

に係る後期高齢者支援金の確定額に確定加入者調整率を乗じて得た額をいう。第三



号において同じ。） 

  二 前期高齢者に係る後期高齢者支援金の確定額 

  三 被用者保険等保険者が被用者保険等保険者以外の保険者であるとしたならば、第

一項第二号及び次項の規定により算定される前期高齢者に係る確定後期高齢者支援

金に係る確定調整対象基準額 

  四 被用者保険等保険者が被用者保険等保険者以外の保険者であるとしたならば、第

一項第二号の規定により算定される前期高齢者に係る後期高齢者支援金の確定額 

  第三十七条第一項ただし書中「前々年度の確定前期高齢者納付金」を「同年度の確定

前期高齢者納付金」に改める。 

  第三十八条第一項中「当該各号に掲げる」を「当該各号に定める」に改め、同項第一

号中「概算負担調整基準超過保険者（」の下に「当該年度における」を加え、「もの」

を「者（次号の特別概算負担調整基準超過保険者を除く。）」に改め、同号イ(2)中

「第百十九条の規定により算定される後期高齢者支援金の額」を「第百十九条第一項の

概算後期高齢者支援金の額を同年度における当該保険者に係る第百二十条第一項各号の

概算後期高齢者支援金調整率で除して得た額」に改め、同号ロ中「合計額に」の下に

「当該年度の」を加え、同号ロ(2)中「当該保険者」を「当該年度における当該保険

者」に、「第四項及び次条第一項第一号ロ(2)」を「次号ロ(2)、次条第一項第一号ロ

(2)及び第二号ロ(2)」に改め、「当該年度における」を削り、同項第二号中「概算負担

調整基準超過保険者」の下に「及び特別概算負担調整基準超過保険者」を加え、同号を

同項第三号とし、同項第一号の次に次の一号を加える。 

  二 特別概算負担調整基準超過保険者（当該年度における負担調整前概算前期高齢者

納付金相当額が零を超える保険者のうち、イに掲げる合計額がロに掲げる額を超え

る者であつて、政令で定めるところにより算定した同年度における当該保険者の財

政力の見込みが政令で定める基準に満たないものをいう。以下この条において同

じ。） 負担調整前概算前期高齢者納付金相当額から特別負担調整対象見込額（イ

に掲げる合計額からロに掲げる額を控除して得た額（当該額が負担調整前概算前期

高齢者納付金相当額を上回るときは、負担調整前概算前期高齢者納付金相当額とす

る。）をいう。第三項において同じ。）を控除して得た額と負担調整見込額との合

計額 

   イ 次に掲げる額の合計額 

    (1) 当該年度における負担調整前概算前期高齢者納付金相当額 

    (2) 当該年度における当該保険者に係る第百十九条第一項の概算後期高齢者支

援金の額を同年度における当該保険者に係る第百二十条第一項各号の概算後期

高齢者支援金調整率で除して得た額 

   ロ 次に掲げる額の合計額に当該年度の特別負担調整基準率を乗じて得た額 

    (1) イに掲げる合計額 



    (2) 当該年度における当該保険者の給付に要する費用等の見込額として厚生労

働省令で定めるところにより算定される額 

  第三十八条第二項中「前項第一号」を「前項各号」に改め、同条第三項中「第一項第

一号」を「第一項各号」に、「すべての概算負担調整基準超過保険者に係る同号の負担

調整対象見込額の総額」を「次の各号に掲げる額の合計額」に、「算定した当該年度」

を「算定した同年度」に、「すべての保険者」を「全ての保険者」に改め、「乗じて得

た額」の下に「に概算負担調整額調整率を乗じて得た額」を加え、同項に次の各号を加

える。 

  一 全ての概算負担調整基準超過保険者に係る負担調整対象見込額の総額 

  二 全ての特別概算負担調整基準超過保険者に係る負担調整対象見込額の総額 

  三 全ての特別概算負担調整基準超過保険者に係る特別負担調整対象見込額から負担

調整対象見込額を控除した額の総額（第九十三条第三項において「特別負担調整見

込額の総額等」という。）の二分の一 

  第三十八条第四項中「すべての保険者に係る前期高齢者である加入者の増加の状況、

保険者の給付に要する費用等の動向及び概算負担調整基準超過保険者の数の動向を勘案

し、各年度」を「全ての保険者に占める概算負担調整基準超過保険者の割合が著しく少

ないものとして政令で定める割合となるよう、年度」に改め、同条に次の二項を加える。 

 ５ 第一項第二号ロの特別負担調整基準率は、全ての保険者に占める特別概算負担調整

基準超過保険者の割合が少ないものとして政令で定める割合となるよう、年度ごとに

政令で定める率とする。 

 ６ 第三項の概算負担調整額調整率は、前期高齢者である加入者一人当たりの前期高齢

者給付費見込額を勘案し、百分の九十から百分の百十の範囲内で政令で定めるところ

により算定する。 

  第三十九条第一項中「当該各号に掲げる」を「当該各号に定める」に改め、同項第一

号中「確定負担調整基準超過保険者（」の下に「前々年度における」を加え、「もの」

を「者（次号の特別確定負担調整基準超過保険者を除く。）」に改め、同号イ(2)中

「第百十九条の規定により算定される後期高齢者支援金の額」を「第百十九条第一項の

確定後期高齢者支援金の額を同年度における当該保険者に係る第百二十一条第一項各号

の確定後期高齢者支援金調整率で除して得た額」に改め、同号ロ中「前条第四項の規定

により定められた」を「前条第一項第一号ロの」に改め、同号ロ(2)を次のように改め

る。 

    (2) 前々年度における当該保険者の給付に要する費用等の額 

  第三十九条第一項第二号中「確定負担調整基準超過保険者」の下に「及び特別確定負

担調整基準超過保険者」を加え、同号を同項第三号とし、同項第一号の次に次の一号を

加える。 

  二 特別確定負担調整基準超過保険者（前々年度における負担調整前確定前期高齢者



納付金相当額が零を超える保険者のうち、イに掲げる合計額がロに掲げる額を超え

る者であつて、政令で定めるところにより算定した同年度における当該保険者の財

政力が政令で定める基準に満たないものをいう。以下この条において同じ。） 負

担調整前確定前期高齢者納付金相当額から特別負担調整対象額（イに掲げる合計額

からロに掲げる額を控除して得た額（当該額が負担調整前確定前期高齢者納付金相

当額を上回るときは、負担調整前確定前期高齢者納付金相当額とする。）をいう。

第三項において同じ。）を控除して得た額と負担調整額との合計額 

   イ 次に掲げる額の合計額 

    (1) 前々年度における負担調整前確定前期高齢者納付金相当額 

    (2) 前々年度における当該保険者に係る第百十九条第一項の確定後期高齢者支

援金の額を同年度における当該保険者に係る第百二十一条第一項各号の確定後

期高齢者支援金調整率で除して得た額 

   ロ 次に掲げる額の合計額に前々年度の前条第一項第二号ロの特別負担調整基準率

を乗じて得た額 

    (1) イに掲げる合計額 

    (2) 前々年度における当該保険者の給付に要する費用等の額 

  第三十九条第二項中「前項第一号」を「前項各号」に改め、同条第三項中「第一項第

一号」を「第一項各号」に、「すべての確定負担調整基準超過保険者に係る同号の負担

調整対象額の総額」を「次の各号に掲げる額の合計額」に、「算定した前々年度」を

「算定した同年度」に、「すべての保険者」を「全ての保険者」に改め、「乗じて得た

額」の下に「に確定負担調整額調整率を乗じて得た額」を加え、同項に次の各号を加え

る。 

  一 全ての確定負担調整基準超過保険者に係る負担調整対象額の総額 

  二 全ての特別確定負担調整基準超過保険者に係る負担調整対象額の総額 

  三 全ての特別確定負担調整基準超過保険者に係る特別負担調整対象額から負担調整

対象額を控除した額の総額（第九十三条第三項において「特別負担調整額の総額

等」という。）の二分の一 

  第三十九条に次の一項を加える。 

 ４ 前項の確定負担調整額調整率は、前期高齢者である加入者一人当たりの前期高齢者

給付費額を勘案し、百分の九十から百分の百十の範囲内で政令で定めるところにより

算定する。 

  第九十三条に次の一項を加える。 

 ３ 国は、前二項に定めるもののほか、政令で定めるところにより、年度ごとに、支払

基金に対して当該年度の特別負担調整見込額の総額等の二分の一を交付する。ただし、

前々年度の特別負担調整見込額の総額等が同年度の特別負担調整額の総額等を超える

ときは、当該年度の特別負担調整見込額の総額等からその超える額を控除して得た額



の二分の一を交付するものとし、前々年度の特別負担調整見込額の総額等が同年度の

特別負担調整額の総額等に満たないときは、当該年度の特別負担調整見込額の総額等

にその満たない額を加算して得た額の二分の一を交付するものとする。 

  第百十九条第一項ただし書中「前々年度の確定後期高齢者支援金」を「同年度の確定

後期高齢者支援金」に改める。 

  第百二十条第一項を次のように改める。 

   前条第一項の概算後期高齢者支援金の額は、次の各号に掲げる保険者の区分に応じ、

当該各号に定める額とする。 

  一 被用者保険等保険者 当該年度における全ての後期高齢者医療広域連合の保険納

付対象額の見込額の総額を厚生労働省令で定めるところにより算定した同年度にお

ける全ての保険者に係る加入者の見込総数で除して得た額に、厚生労働省令で定め

るところにより算定した同年度における全ての被用者保険等保険者に係る加入者数

の見込数を乗じて得た額に、同年度におけるイに掲げる額をロに掲げる額で除して

得た率及び概算後期高齢者支援金調整率を乗じて得た額 

   イ 当該被用者保険等保険者に係る標準報酬総額の見込額（標準報酬総額の見込額

として厚生労働省令で定めるところにより算定される額をいう。ロにおいて同

じ。） 

   ロ 全ての被用者保険等保険者に係る標準報酬総額の見込額の合計額 

  二 被用者保険等保険者以外の保険者 当該年度における全ての後期高齢者医療広域

連合の保険納付対象額の見込額の総額を厚生労働省令で定めるところにより算定し

た同年度における全ての保険者に係る加入者の見込総数で除して得た額に、厚生労

働省令で定めるところにより算定した同年度における当該保険者に係る加入者の見

込数を乗じて得た額に、概算後期高齢者支援金調整率を乗じて得た額 

  第百二十条第二項中「前項」を「第一項各号」に改め、同項を同条第三項とし、同条

第一項の次に次の一項を加える。 

 ２ 前項第一号イの標準報酬総額は、次の各号に掲げる保険者の区分に応じ、各年度の

当該各号に定める額の合計額の総額を、それぞれ政令で定めるところにより補正して

得た額とする。 

  一 全国健康保険協会及び健康保険組合 被保険者ごとの健康保険法又は船員保険法

に規定する標準報酬（標準報酬月額及び標準賞与額をいう。） 

  二 共済組合 組合員ごとの国家公務員共済組合法又は地方公務員等共済組合法に規

定する標準報酬の月額及び標準期末手当等の額 

  三 日本私立学校振興・共済事業団 加入者ごとの私立学校教職員共済法に規定する

標準報酬月額及び標準賞与額 

  四 国民健康保険組合（被用者保険等保険者であるものに限る。） 組合員ごとの前

三号に定める額に相当するものとして厚生労働省令で定める額 



  第百二十一条第一項を次のように改める。 

   第百十九条第一項の確定後期高齢者支援金の額は、次の各号に掲げる保険者の区分

に応じ、当該各号に定める額とする。 

  一 被用者保険等保険者 前々年度における全ての後期高齢者医療広域連合の保険納

付対象額の総額を厚生労働省令で定めるところにより算定した同年度における全て

の保険者に係る加入者の総数で除して得た額に、厚生労働省令で定めるところによ

り算定した同年度における全ての被用者保険等保険者に係る加入者数を乗じて得た

額に、同年度におけるイに掲げる額をロに掲げる額で除して得た率及び確定後期高

齢者支援金調整率を乗じて得た額 

   イ 当該被用者保険等保険者に係る標準報酬総額（前条第二項に規定する標準報酬

総額をいう。ロにおいて同じ。）を乗じて得た額 

   ロ 全ての被用者保険等保険者に係る標準報酬総額の合計額 

  二 被用者保険等保険者以外の保険者 前々年度における全ての後期高齢者医療広域

連合の保険納付対象額の総額を厚生労働省令で定めるところにより算定した同年度

における全ての保険者に係る加入者の総数で除して得た額に、厚生労働省令で定め

るところにより算定した同年度における当該保険者に係る加入者の数を乗じて得た

額に、確定後期高齢者支援金調整率を乗じて得た額 

  第百二十一条第二項中「前項」を「前項各号」に改める。 

  附則第十三条第一項中「第三十九条第一項第一号イ(2)」を「第二号イ(2)並びに第三

十九条第一項第一号イ(2)及び第二号イ(2)」に、「後期高齢者支援金の額」を「除して

得た額」に改める。 

  附則第十三条の二から第十三条の五の五までを削る。 

  附則第十三条の五の六の前の見出し及び同条を削る。 

  附則第十三条の五の七に見出しとして「（平成二十七年度の被用者保険等保険者に係

る確定前期高齢者交付金の額の算定の特例）」を付し、同条第一号中「第三十五条第一

項第一号」を「持続可能な医療保険制度を構築するための国民健康保険法等の一部を改

正する法律（平成二十七年法律第三十一号。以下「国保法等一部改正法」という。）第

十条の規定による改正前の第三十五条第一項第一号」に、「附則第十三条の五の九第一

項第一号」を「次条第一項第一号」に改め、同条第二号中「附則第十四条の八第一項第

一号」を「附則第十四条の二第一項第一号」に、「附則第十三条の五の九第一項第二

号」を「次条第一項第二号」に改め、同条第三号中「確定加入者調整率」の下に「（国

保法等一部改正法第十条の規定による改正前の第三十五条第一項第三号の確定加入者調

整率をいう。以下同じ。）」を加え、「附則第十三条の五の九第一項第一号」を「次条

第一項第一号」に改め、同条第四号中「附則第十三条の五の九第一項第二号」を「次条

第一項第二号」に改め、同条を附則第十三条の二とする。 

  附則第十三条の五の八の前の見出し及び同条を削る。 



  附則第十三条の五の九に見出しとして「（平成二十七年度の被用者保険等保険者に係

る確定前期高齢者納付金の額の算定の特例）」を付し、同条第一項中「第三十九条第一

項第一号」を「第三十七条第一項の確定前期高齢者納付金の額は、第三十九条第一項の

規定にかかわらず、国保法等一部改正法第十条の規定による改正前の第三十九条第一項

の規定により算定される額とする。この場合において、同項第一号」に改め、「までに

掲げる額（特定健康保険組合」の下に「（健康保険法附則第三条第一項に規定する特定

健康保険組合をいう。以下同じ。）」を加え、同条第二項中「標準報酬総額」の下に

「（国保法等一部改正法第三条の規定による改正前の国民健康保険法附則第十二条第一

項に規定する標準報酬総額をいう。以下同じ。）」を、「確定後期高齢者支援金調整

率」の下に「（国保法等一部改正法第十条の規定による改正前の第百二十一条第一項の

確定後期高齢者支援金調整率をいう。以下同じ。）」を加え、同条第三項中「対する特

例退職被保険者等」の下に「（国民健康保険法附則第二十一条第一項に規定する特例退

職被保険者及びその被扶養者をいう。以下同じ。）」を加え、同条第四項第三号中「附

則第十三条の五の七」を「前条」に改め、同条を附則第十三条の三とする。 

  附則第十三条の六の前の見出し及び同条を削る。 

  附則第十三条の七に見出しとして「（平成二十八年度の被用者保険等保険者に係る確

定前期高齢者交付金の額の算定の特例）」を付し、同条第一項第一号中「第三十五条第

一項第一号」を「国保法等一部改正法第十条の規定による改正前の第三十五条第一項第

一号」に、「附則第十三条の九第一項第一号」を「次条第一項第一号」に改め、同項第

二号中「附則第十四条の十第一項第一号」を「附則第十四条の三第一項第一号」に、

「同項」を「同号」に、「次項」を「第三項」に、「附則第十三条の九第一項第二号」

を「次条第一項第二号」に改め、同号イを次のように改める。 

   イ 加入者（特定加入者（次に掲げる区分に応じ、それぞれ次に定める者をいう。

以下同じ。）である者を除く。）の数 

    (1) 健康保険法の規定による被保険者 その同法に規定する標準報酬月額と、

同法に規定する標準賞与額の平成二十八年度の合計額を同年度の加入月数で除

して得た額との合計額が、十万千円に満たない者及びその被扶養者 

    (2) 船員保険法の規定による被保険者 その同法に規定する標準報酬月額と、

同法に規定する標準賞与額の平成二十八年度の合計額を同年度の加入月数で除

して得た額との合計額が、十万千円に満たない者及びその被扶養者 

    (3) 国家公務員共済組合法に基づく共済組合の組合員 その同法に規定する標

準報酬の月額と、同法に規定する標準期末手当等の額の平成二十八年度の合計

額を同年度の加入月数で除して得た額との合計額が、十万千円に満たない者及

びその被扶養者 

    (4) 地方公務員等共済組合法に基づく共済組合の組合員 その同法に規定する

標準報酬の月額と、同法に規定する標準期末手当等の額の平成二十八年度の合



計額を同年度の加入月数で除して得た額との合計額が、十万千円に満たない者

及びその被扶養者 

    (5) 私立学校教職員共済法の規定による私立学校教職員共済制度の加入者 そ

の同法に規定する標準報酬月額と、同法に規定する標準賞与額の平成二十八年

度の合計額を同年度の加入月数で除して得た額との合計額が、十万千円に満た

ない者及びその被扶養者 

    (6) 第七条第三項の規定により厚生労働大臣が定める国民健康保険組合の組合

員 その健康保険法に規定する標準報酬月額に相当するものとして厚生労働省

令で定めるものと、同法に規定する標準賞与額に相当するものとして厚生労働

省令で定めるものの平成二十八年度の合計額を同年度の加入月数で除して得た

額との合計額が、十万千円に満たない者及びその被扶養者 

  附則第十三条の七第一項第三号中「附則第十三条の九第一項第一号」を「次条第一項

第一号」に改め、同項第四号中「附則第十三条の九第一項第二号」を「次条第一項第二

号」に改め、同条第二項中「前項第四号」を「第一項第四号」に、「第三十四条第四

項」を「第三十四条第五項」に改め、同項を同条第三項とし、同条第一項の次に次の一

項を加える。 

 ２ 前項第二号イの加入月数は、健康保険法の規定による被保険者、船員保険法の規定

による被保険者、国家公務員共済組合法に基づく共済組合の組合員、地方公務員等共

済組合法に基づく共済組合の組合員、私立学校教職員共済法の規定による私立学校教

職員共済制度の加入者又は第七条第三項の規定により厚生労働大臣が定める国民健康

保険組合の組合員であつた期間として、それぞれ厚生労働省令で定めるところにより

算定した月数とする。 

  附則第十三条の七を附則第十三条の四とする。 

  附則第十三条の八の前の見出し及び同条を削る。 

  附則第十三条の九に見出しとして「（平成二十八年度の被用者保険等保険者に係る確

定前期高齢者納付金の額の算定の特例）」を付し、同条第一項中「第三十九条第一項第

一号」を「第三十七条第一項の確定前期高齢者納付金の額は、第三十九条第一項の規定

にかかわらず、国保法等一部改正法第十条の規定による改正前の第三十九条第一項の規

定により算定される額とする。この場合において、同項第一号」に改め、同条第四項第

三号中「附則第十三条の七」を「前条」に改め、同条を附則第十三条の五とする。 

  附則第十三条の十を附則第十三条の六とし、附則第十三条の十一を附則第十三条の七

とし、附則第十三条の十二を附則第十三条の八とする。 

  附則第十四条を削り、附則第十四条の二を附則第十四条とする。 

  附則第十四条の三から附則第十四条の六までを削る。 

  附則第十四条の七の前の見出し及び同条を削る。 

  附則第十四条の八に見出しとして「（平成二十七年度の被用者保険等保険者に係る確



定後期高齢者支援金の額の算定の特例）」を付し、同条第一項中「、第百二十一条第一

項」を「、第百二十一条第一項第一号」に改め、同項第一号中「係る」の下に「国保法

等一部改正法第十条の規定による改正前の」を加え、同条を附則第十四条の二とする。 

  附則第十四条の九の前の見出し及び同条を削る。 

  附則第十四条の十に見出しとして「（平成二十八年度の被用者保険等保険者に係る確

定後期高齢者支援金の額の算定の特例）」を付し、同条第一項中「第百二十一条第一

項」を「第百二十一条第一項第一号」に改め、同条第二項中「保険納付対象額」の下に

「（第百条第一項に規定する保険納付対象額をいう。）」を加え、同条を附則第十四条

の三とする。 

  附則第十五条を次のように改める。 

  （特定健康保険組合に係る標準報酬総額の算定に係る経過措置） 

 第十五条 特定健康保険組合に係る第百二十条第二項第一号の規定の適用については、

同号中「被保険者」とあるのは、「被保険者（国民健康保険法附則第二十一条第一項

に規定する特例退職被保険者を除く。）」とする。 

第十一条 高齢者の医療の確保に関する法律の一部を次のように改正する。 

  目次中「第五十五条」を「第五十五条の二」に改める。 

  第七条第二項中「市町村」を「都道府県及び市町村」に改め、同条第三項中「市町村

及び」を「都道府県及び市町村並びに」に改める。 

  第十九条第一項中「保険者」の下に「（国民健康保険法の定めるところにより都道府

県が当該都道府県内の市町村とともに行う国民健康保険（以下「国民健康保険」とい

う。）にあつては、市町村。以下この節において同じ。）」を加え、「五年」を「六

年」に改める。 

  第二十七条第一項中「取得した者」の下に「（国民健康保険にあつては、同一の都道

府県内の他の市町村の区域内から住所を変更した被保険者を含む。）」を加える。 

  第二十九条の次に次の一条を加える。 

  （市町村の行う特定健康診査等の対象者の範囲） 

 第二十九条の二 国民健康保険法第三条第一項の市町村は、当該市町村の区域内に住所

を有する被保険者について、この節の規定による事務を行うものとする。 

  第三十二条第一項中「各保険者」の下に「（国民健康保険にあつては、都道府県。以

下この章において同じ。）」を加える。 

  第三十四条第二項第一号中「当該保険者の給付」の下に「（国民健康保険にあつては、

都道府県内の市町村の給付）」を加える。 

  第五十五条第一項中「認められる被保険者」の下に「（次条第一項の規定により同項

に規定する従前住所地後期高齢者医療広域連合が行う後期高齢者医療の被保険者とされ

る者を除く。）」を加え、第四章第二節中同条の次に次の一条を加える。 

  （国民健康保険法第百十六条の二の規定の適用を受ける者の特例） 



 第五十五条の二 国民健康保険法第百十六条の二第一項及び第二項の規定の適用を受け

る国民健康保険の被保険者であつて、これらの規定により住所を有するものとみなさ

れた市町村（以下この項において「従前住所地市町村」という。）の加入する後期高

齢者医療広域連合以外の後期高齢者医療広域連合の区域内に住所を有する者（第二号

の場合においては、六十五歳以上七十五歳未満の者に限る。）が、次の各号のいずれ

かに該当するに至つた場合は、第五十条の規定にかかわらず、従前住所地市町村の加

入する後期高齢者医療広域連合（第二号及び次項において「従前住所地後期高齢者医

療広域連合」という。）が行う後期高齢者医療の被保険者とする。この場合において、

当該被保険者は、第五十二条の規定にかかわらず、当該各号のいずれかに該当するに

至つた日から、その資格を取得する。 

  一 七十五歳に達したとき。 

  二 厚生労働省令で定めるところにより、第五十条第二号の政令で定める程度の障害

の状態にある旨の従前住所地後期高齢者医療広域連合の認定を受けたとき。 

 ２ 前条の規定は、前項の規定により従前住所地後期高齢者医療広域連合が行う後期高

齢者医療の被保険者とされる者について準用する。この場合において、必要な技術的

読替えは、政令で定める。 

  第百十八条第一項中「保険者」の下に「（国民健康保険にあつては、都道府県。以下

この款において同じ。）」を加える。 

  第百三十四条第二項中「保険者」の下に「（国民健康保険にあつては、都道府県）」

を加える。 

  第百三十八条第二項中「保険者に」を「保険者（国民健康保険にあつては、市町村）

に」に改め、「加入者」の下に「（国民健康保険にあつては、当該市町村の区域内に住

所を有する被保険者）」を加える。 

  第百三十九条第一項第一号中「保険者から」を「保険者（国民健康保険にあつては、

都道府県。次条を除き、以下この章において同じ。）から」に改める。 

  附則第七条第一項中「保険者」の下に「（国民健康保険にあつては、都道府県。以下

同じ。）」を加える。 

 （社会保険診療報酬支払基金法の一部改正） 

第十二条 社会保険診療報酬支払基金法（昭和二十三年法律第百二十九号）の一部を次の

ように改正する。 

  第一条中「基金という」を「「基金」という」に、「保険者」を「「保険者」」に、

「健康保険法（大正十一年法律第七十号）、船員保険法（昭和十四年法律第七十三号）、

国民健康保険法（昭和三十三年法律第百九十二号）、高齢者の医療の確保に関する法律

（昭和五十七年法律第八十号）、共済組合に関する法律又は私立学校教職員共済法（昭

和二十八年法律第二百四十五号）」を「医療保険各法等（高齢者の医療の確保に関する

法律（昭和五十七年法律第八十号）第七条第一項に規定する医療保険各法又は高齢者の



医療の確保に関する法律をいう。以下同じ。）」に、「なす」を「行う」に、「診療担

当者という」を「「診療担当者」という」に、「診療報酬という」を「「診療報酬」と

いう」に、「をなし、あわせて診療担当者より」を「を行い、併せて診療担当者から」

に改め、「審査を」の下に「行うほか、保険者の委託を受けて、保険者が医療保険各法

等の規定により行う事務を」を加え、「もつて」を削る。 

  第十五条第一項第六号を同項第九号とし、同項第五号を同項第八号とし、同項第四号

の次に次の三号を加える。 

  五 保険者から委託された医療保険各法等による保険給付の支給に関する事務（前各

号に掲げるものを除く。）を行うこと。 

  六 保険者から委託された健康保険法（大正十一年法律第七十号）第二百五条の四第

一項第二号、船員保険法（昭和十四年法律第七十三号）第百五十三条の十第一項第

二号、私立学校教職員共済法（昭和二十八年法律第二百四十五号）第四十七条の三

第一項第二号、国家公務員共済組合法（昭和三十三年法律第百二十八号）第百十四

条の二第一項第二号、国民健康保険法（昭和三十三年法律第百九十二号）第百十三

条の三第一項第一号、地方公務員等共済組合法（昭和三十七年法律第百五十二号）

第百四十四条の三十三第一項第二号又は高齢者の医療の確保に関する法律第百六十

五条の二第一項第一号に掲げる情報の収集又は整理に関する事務を行うこと。 

  七 保険者から委託された健康保険法第二百五条の四第一項第三号、船員保険法第百

五十三条の十第一項第三号、私立学校教職員共済法第四十七条の三第一項第三号、

国家公務員共済組合法第百十四条の二第一項第三号、国民健康保険法第百十三条の

三第一項第二号、地方公務員等共済組合法第百四十四条の三十三第一項第三号又は

高齢者の医療の確保に関する法律第百六十五条の二第一項第二号に掲げる情報の利

用又は提供に関する事務を行うこと。 

  第十五条第二項中「第二十一条の二」の下に「、第二十一条の五の二十九」を加え、

同条第五項中「第一項第六号」を「第一項第九号」に改める。 

  第二十六条中「第十五条第一項から第三項まで」を「同条第一項第一号から第四号ま

で並びに同条第二項及び第三項」に改める。 

第十三条 社会保険診療報酬支払基金法の一部を次のように改正する。 

  第一条中「市町村」を「都道府県及び市町村」に改める。 

  第十五条第一項第一号中「各保険者」の下に「（国民健康保険法（昭和三十三年法律

第百九十二号）の定めるところにより都道府県が当該都道府県内の市町村とともに行う

国民健康保険にあつては、市町村。第六号及び第七号を除き、以下この項において同

じ。）」を加え、同項第六号中「（昭和三十三年法律第百九十二号）」を削る。 

 （健康保険法等の一部を改正する法律の一部改正） 

第十四条 健康保険法等の一部を改正する法律（平成十八年法律第八十三号）の一部を次

のように改正する。 



  附則第三十一条中「平成三十二年三月三十一日」を「、被保険者及びその被扶養者の

健康の保持増進並びに医療に要する費用の適正化に係る協会の各支部（健康保険法第百

六十条第一項に規定する各支部をいう。）の取組の状況を勘案して平成三十六年三月三

十一日までの間において政令で定める日」に改める。 

  附則第三十八条中「医療等に要する費用」の下に「（以下この条において「平成二十

年四月前の医療等に要する費用」という。）のうち平成二十七年度以前に請求されたも

の」を加え、同条に次の三項を加える。 

 ２ 平成二十年四月前の医療等に要する費用のうち平成二十八年度以後に請求されるも

のについては、平成二十年四月改正前老健法の規定により当該費用を負担することと

された市町村が加入する高齢者の医療の確保に関する法律第四十八条に規定する後期

高齢者医療広域連合が負担する療養の給付に要する費用とみなして、同法第四章第四

節及び第五章の規定を適用する。 

 ３ 平成三十年度以後の各年度における、平成二十年四月前の医療等に要する費用のう

ち平成二十七年度以前に請求されたものの支弁及び負担に係る事務の執行に要する費

用（社会保険診療報酬支払基金法（昭和二十三年法律第百二十九号）による社会保険

診療報酬支払基金（以下この項において「支払基金」という。）の事務に係るものに

限る。）については、第一項の規定によりなおその効力を有するものとされた平成二

十年四月改正前老健法第五十三条の規定を適用せず、当該各年度における高齢者の医

療の確保に関する法律第百三十九条第一項第二号に掲げる支払基金の業務に関する事

務の処理に要する費用とみなして、同法第百二十二条の規定を適用する。 

 ４ 平成三十年四月一日において現に第一項の規定によりなおその効力を有するものと

された平成二十年四月改正前老健法第六十八条に規定する特別の会計に所属する権利

及び義務は、政令で定めるところにより、同日において高齢者の医療の確保に関する

法律第百四十三条に規定する同法第百三十九条第一項第二号の業務に係る特別の会計

に帰属するものとする。 

  附則第八十六条中「（昭和二十三年法律第百二十九号）」を削る。 

   附 則 

 （施行期日） 

第一条 この法律は、平成三十年四月一日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定

は、それぞれ当該各号に定める日から施行する。 

 一 第一条の規定、第五条中健康保険法第九十条第二項及び第九十五条第六号の改正規

定、同法第百五十三条第一項の改正規定、同法附則第四条の四の改正規定、同法附則

第五条の改正規定、同法附則第五条の二の改正規定、同法附則第五条の三の改正規定

並びに同条の次に四条を加える改正規定、第七条中船員保険法第七十条第四項の改正

規定及び同法第八十五条第二項第三号の改正規定、第八条の規定並びに第十二条中社

会保険診療報酬支払基金法第十五条第二項の改正規定並びに次条第一項並びに附則第



六条から第九条まで、第十五条、第十八条、第二十六条、第五十九条、第六十二条及

び第六十七条から第六十九条までの規定 公布の日 

 二 第二条、第五条（前号に掲げる改正規定を除く。）、第七条（前号に掲げる改正規

定を除く。）、第九条、第十二条（前号に掲げる改正規定を除く。）及び第十四条の

規定並びに附則第十六条、第十七条、第十九条、第二十一条から第二十五条まで、第

三十三条から第四十四条まで、第四十七条から第五十一条まで、第五十六条、第五十

八条及び第六十四条の規定 平成二十八年四月一日 

 三 第三条、第六条及び第十条の規定並びに附則第三条、第四条、第二十条、第二十七

条及び第二十八条の規定、附則第五十三条中介護保険法附則第十一条の改正規定並び

に附則第六十条、第六十三条及び第六十六条の規定 平成二十九年四月一日 

 （検討） 

第二条 政府は、この法律の公布後において、持続可能な医療保険制度を構築する観点か

ら、医療に要する費用の適正化、医療保険の保険給付の範囲及び加入者等の負担能力に

応じた医療に要する費用の負担の在り方等について検討を加え、その結果に基づいて必

要な措置を講ずるものとする。 

２ 政府は、この法律の施行後において、国民健康保険の医療に要する費用の増加の要因、

当該費用の適正化に向けた国、都道府県及び市町村の取組並びに国民健康保険事業の標

準化及び効率化に向けた都道府県及び市町村の取組等の国民健康保険事業の運営の状況

を検証しつつ、これらの取組の一層の推進を図るとともに、国民健康保険の持続可能な

運営を確保する観点から、当該取組の推進の状況も踏まえ、都道府県及び市町村の役割

分担の在り方も含め、国民健康保険全般について、医療保険制度間における公平に留意

しつつ検討を加え、その結果に基づいて必要な措置を講ずるものとする。 

 （国民健康保険法の一部改正に伴う経過措置） 

第三条 附則第一条第三号に掲げる規定の施行の際現に第三条の規定による改正前の国民

健康保険法（以下「第三号改正前国保法」という。）附則第十条第三項の規定により厚

生労働大臣が定める国民健康保険組合は、第十条の規定による改正後の高齢者の医療の

確保に関する法律（以下「第三号改正後高確法」という。）第七条第三項の規定により

厚生労働大臣が定める国民健康保険組合とみなす。 

第四条 第三条の規定による改正後の国民健康保険法附則第十条、第十二条、第十三条及

び第二十一条の規定は、平成二十九年度以後の各年度の被用者保険等保険者（第三号改

正後高確法第七条第三項に規定する被用者保険等保険者をいう。）に係る概算療養給付

費等拠出金及び確定療養給付費等拠出金について適用し、平成二十八年度以前の各年度

の被用者保険等保険者（第三号改正前国保法附則第十条第一項に規定する被用者保険等

保険者をいい、健康保険法附則第三条第一項に規定する健康保険組合（次項において

「特定健康保険組合」という。）を除く。）に係る概算療養給付費等拠出金及び確定療

養給付費等拠出金については、なお従前の例による。 



２ 平成二十六年度以前の各年度の特定健康保険組合に係る概算療養給付費等拠出金及び

確定療養給付費等拠出金については、なお従前の例による。 

第五条 この法律の施行の際現に第四条の規定による改正前の国民健康保険法（以下「平

成三十年改正前国保法」という。）第十一条第一項の規定により市町村（特別区を含む。

以下同じ。）に置かれている国民健康保険運営協議会は、第四条の規定による改正後の

国民健康保険法（以下「平成三十年改正後国保法」という。）第十一条第二項の規定に

より置かれた市町村の国民健康保険事業の運営に関する協議会とみなす。 

第六条 都道府県は、この法律の施行の日（以下「施行日」という。）前においても、平

成三十年改正後国保法第八十一条の二第一項の規定の例により、財政安定化基金を設け

ることができる。 

２ 都道府県は、前項の規定により財政安定化基金を設けた場合には、施行日の前日まで

の間は、平成三十年改正後国保法第八十一条の二第一項各号に掲げる事業に必要な費用

に充てることができないものとする。 

３ 国は、当分の間、予算の範囲内において、都道府県に対し、平成三十年改正後国保法

第八十一条の二に規定する財政安定化基金（第一項の規定により設けられた場合を含

む。）の財源に充てるため必要な資金を補助することができる。 

第七条 都道府県は、施行日の前日までに、平成三十年改正後国保法第八十二条の二（第

八項を除く。）の規定の例により、同条第一項に規定する都道府県国民健康保険運営方

針を定めるものとする。 

第八条 都道府県は、施行日の前日までに、平成三十年改正後国保法第八十二条の三の規

定の例により、平成三十年度の同条第三項に規定する標準保険料率を算定するものとす

る。 

第九条 附則第五条から前条までに規定するもののほか、平成三十年改正後国保法の施行

のために必要な条例の制定又は改正その他の行為は、施行日前においても行うことがで

きる。 

第十条 この法律の施行の際現に平成三十年改正前国保法（これに基づく命令を含む。）

の規定により都道府県又は市町村に対してされている申請、届出その他の行為は、施行

日以後における平成三十年改正後国保法（これに基づく命令を含む。以下この条におい

て同じ。）の適用については、平成三十年改正後国保法の相当規定により都道府県又は

市町村に対してされた申請、届出その他の行為とみなす。 

第十一条 平成三十年改正後国保法の規定は、施行日以後に行われた療養について適用し、

施行日前に行われた療養については、なお従前の例による。 

２ 平成三十年改正前国保法の規定により市町村が行う保険給付のうち施行日以後に請求

される療養の給付に要する費用及び施行日以後に支給する保険給付（療養の給付を除

く。）の支給に要する費用については、平成三十年改正後国保法の規定により市町村が

行う保険給付に要する費用とみなして、平成三十年改正後国保法第五章の規定を適用す



る。 

第十二条 平成三十年改正後国保法第七十六条の規定は、平成三十年度以後の年度分の国

民健康保険の保険料について適用し、平成二十九年度以前の年度分の当該保険料につい

ては、なお従前の例による。 

第十三条 この法律の施行の際現に平成三十年改正前国保法第百十六条、第百十六条の二

第一項若しくは第二項又は附則第五条の二第一項若しくは第二項の規定の適用を受けて

いる者については、平成三十年改正後国保法第百十六条、第百十六条の二第一項若しく

は第二項又は附則第五条の二第一項若しくは第二項の規定の適用を受けている者とみな

す。 

第十四条 平成二十九年度以前の各年度の退職被保険者等所属市町村（平成三十年改正前

国保法附則第七条第一項に規定する退職被保険者等所属市町村をいう。）に係る療養給

付費等交付金については、なお従前の例による。 

２ 平成二十九年度以前の各年度の被用者保険等保険者（高齢者の医療の確保に関する法

律第七条第三項に規定する被用者保険等保険者をいう。）に係る概算療養給付費等拠出

金及び確定療養給付費等拠出金については、なお従前の例による。 

 （健康保険法の一部改正に伴う経過措置） 

第十五条 平成二十二年度から平成二十六年度までの各年度における全国健康保険協会に

対する国庫補助の額については、なお従前の例による。 

第十六条 附則第一条第二号に掲げる規定の施行の日（以下「第二号施行日」という。）

前に健康保険の被保険者（日雇特例被保険者を除く。以下この項において同じ。）の資

格を取得して、第二号施行日まで引き続きその資格を有する者（平成二十八年四月から

標準報酬月額を改定されるべき者を除く。）のうち、同年三月の標準報酬月額が百二十

一万円であるもの（当該標準報酬月額の基礎となった報酬月額が百二十三万五千円未満

である者を除く。）の標準報酬月額は、当該標準報酬月額の基礎となった報酬月額を第

五条の規定による改正後の健康保険法（次条及び附則第十八条において「第二号改正後

健保法」という。）第四十条第一項の規定による標準報酬月額の基礎となる報酬月額と

みなして、保険者等（健康保険法第三十九条第一項に規定する保険者等をいう。）が改

定する。 

２ 前項の規定により改定された標準報酬月額は、平成二十八年四月から同年八月までの

各月の標準報酬月額とする。 

第十七条 第二号改正後健保法第四十五条第一項の規定は、第二号施行日の属する月以後

の月に健康保険の被保険者が受けた賞与の標準賞与額について適用し、第二号施行日の

属する月前の月に当該被保険者が受けた賞与の標準賞与額については、なお従前の例に

よる。 

第十八条 厚生労働大臣は、第二号改正後健保法第七十条第三項の厚生労働省令を定めよ

うとするときは、第二号施行日前においても、第二号改正後健保法第八十二条第一項の



規定の例により、中央社会保険医療協議会に諮問することができる。 

第十九条 第二号施行日前において、第五条の規定による改正前の健康保険法による傷病

手当金又は出産手当金の支給を受けていた者又は受けるべき者に係る第二号施行日前ま

での分として支給される当該傷病手当金又は出産手当金の額については、なお従前の例

による。 

第二十条 平成二十七年度及び平成二十八年度の各年度における全国健康保険協会に対す

る国庫補助の額については、なお従前の例による。 

 （船員保険法の一部改正に伴う経過措置） 

第二十一条 第二号施行日前に船員保険の被保険者の資格を取得して、第二号施行日まで

引き続きその資格を有する者（平成二十八年四月から標準報酬月額を改定されるべき者

を除く。）のうち、同年三月の標準報酬月額が百二十一万円であるもの（当該標準報酬

月額の基礎となった報酬月額が百二十三万五千円未満である者を除く。）の標準報酬月

額は、当該標準報酬月額の基礎となった報酬月額を第七条の規定による改正後の船員保

険法（次条において「第二号改正後船保法」という。）第十六条第一項の規定による標

準報酬月額の基礎となる報酬月額とみなして、厚生労働大臣が改定する。 

２ 前項の規定により改定された標準報酬月額は、平成二十八年四月から同年八月までの

各月の標準報酬月額とする。 

第二十二条 第二号改正後船保法第二十一条第一項の規定は、第二号施行日の属する月以

後の月に船員保険の被保険者が受けた賞与の標準賞与額について適用し、第二号施行日

の属する月前の月に当該被保険者が受けた賞与の標準賞与額については、なお従前の例

による。 

第二十三条 第二号施行日前において、第七条の規定による改正前の船員保険法による傷

病手当金、出産手当金又は休業手当金の支給を受けていた者又は受けるべき者に係る第

二号施行日前までの分として支給される当該傷病手当金、出産手当金又は休業手当金の

額については、なお従前の例による。 

 （高齢者の医療の確保に関する法律の一部改正に伴う経過措置） 

第二十四条 国は、第二号施行日以後、速やかに、第九条の規定による改正後の高齢者の

医療の確保に関する法律（以下「第二号改正後高確法」という。）に基づく全国医療費

適正化計画（以下「新全国計画」という。）を定めるものとする。 

２ 第九条の規定による改正前の高齢者の医療の確保に関する法律（次条第二項において

「第二号改正前高確法」という。）に基づく全国医療費適正化計画（次項において「旧

全国計画」という。）は、新全国計画が定められるまでの間、新全国計画とみなす。 

３ 前項の規定により新全国計画とみなされた旧全国計画については、第二号改正後高確

法第八条（第二項及び第三項を除く。）、第十一条第六項から第八項まで、第十二条第

三項及び第四項、第十四条並びに第十五条の規定は適用せず、なお従前の例による。こ

の場合において、新全国計画が定められた日の前日を旧全国計画の期間の終了の日とみ



なす。 

４ 第二号施行日以後最初に定められる新全国計画に対する第二号改正後高確法第八条第

一項の規定の適用については、同項中「六年ごとに、六年を一期として、」とあるのは、

「平成三十六年三月三十一日までを計画期間とする」とする。 

第二十五条 都道府県は、第二号施行日以後、速やかに、第二号改正後高確法に基づく都

道府県医療費適正化計画（以下「新都道府県計画」という。）を定めるものとする。 

２ 第二号改正前高確法に基づく都道府県医療費適正化計画（次項において「旧都道府県

計画」という。）は、新都道府県計画が定められるまでの間、新都道府県計画とみなす。 

３ 前項の規定により新都道府県計画とみなされた旧都道府県計画については、第二号改

正後高確法第九条、第十一条第一項から第五項まで、第十二条第一項及び第二項、第十

三条第一項並びに第十五条の規定は適用せず、なお従前の例による。この場合において、

新都道府県計画が定められた日の前日を旧都道府県計画の期間の終了の日とみなす。 

４ 第二号施行日以後最初に定められる新都道府県計画に対する第二号改正後高確法第九

条第一項の規定の適用については、同項中「六年ごとに、六年を一期として、」とある

のは、「平成三十六年三月三十一日までを計画期間とする」とする。 

第二十六条 厚生労働大臣は、新全国計画の作成のため、第二号施行日前においても、第

二号改正後高確法第八条第六項の規定の例により、関係行政機関の長に協議することが

できる。 

２ 都道府県は、新都道府県計画の作成のため、第二号施行日前においても、第二号改正

後高確法第九条第七項の規定の例により、関係市町村（高齢者の医療の確保に関する法

律第百五十七条の二第一項の保険者協議会が組織されている都道府県にあっては、関係

市町村及び当該保険者協議会）に協議することができる。 

第二十七条 平成二十八年度以前の各年度の保険者（第十条の規定による改正前の高齢者

の医療の確保に関する法律（以下この条及び附則第三十条において「第三号改正前高確

法」という。）第七条第二項に規定する保険者をいい、被用者保険等保険者（第三号改

正前国保法附則第十条第一項に規定する被用者保険等保険者をいう。次条において同

じ。）を除く。以下この条において同じ。）に係る概算前期高齢者交付金及び概算前期

高齢者納付金並びに概算後期高齢者支援金並びに平成二十六年度以前の各年度の保険者

に係る確定前期高齢者交付金及び確定前期高齢者納付金並びに確定後期高齢者支援金に

ついては、なお従前の例による。 

２ 平成二十七年度及び平成二十八年度の各年度の保険者に係る確定前期高齢者交付金の

額は、第三号改正後高確法第三十五条第一項の規定にかかわらず、第三号改正前高確法

第三十五条第一項の規定により算定される額とする。 

３ 平成二十七年度及び平成二十八年度の各年度の保険者に係る確定前期高齢者納付金の

額は、第三号改正後高確法第三十九条第一項の規定にかかわらず、第三号改正前高確法

第三十九条第一項の規定により算定される額とする。 



４ 平成二十七年度及び平成二十八年度の各年度の保険者に係る確定後期高齢者支援金の

額は、第三号改正後高確法第百二十一条第一項第二号の規定にかかわらず、第三号改正

前高確法第百二十一条第一項の規定により算定される額とする。 

第二十八条 平成二十八年度以前の各年度の被用者保険等保険者に係る概算前期高齢者交

付金及び概算前期高齢者納付金並びに概算後期高齢者支援金並びに平成二十六年度以前

の各年度の被用者保険等保険者に係る確定前期高齢者交付金及び確定前期高齢者納付金

並びに確定後期高齢者支援金については、なお従前の例による。 

第二十九条 平成二十九年度以前の各年度の市町村に係る概算前期高齢者交付金及び概算

前期高齢者納付金並びに概算後期高齢者支援金並びに平成二十七年度以前の各年度の市

町村に係る確定前期高齢者交付金及び確定前期高齢者納付金並びに確定後期高齢者支援

金については、なお従前の例による。 

第三十条 平成三十年度の都道府県に係る前期高齢者交付金の額は、高齢者の医療の確保

に関する法律第三十三条第一項の規定にかかわらず、同年度の概算前期高齢者交付金の

額（以下この項において「平成三十年度都道府県概算前期高齢者交付金額」という。）

とする。ただし、平成二十八年度の当該都道府県の区域に属する市町村に係る概算前期

高齢者交付金の額の合計額（以下この項において「平成二十八年度区域内市町村概算前

期高齢者交付金合計額」という。）が同年度の当該都道府県の区域に属する市町村に係

る確定前期高齢者交付金の額（当該市町村に第三号改正前高確法第三十五条第一項の規

定を適用するとしたならば、同項の規定により算定されることとなる額をいう。）の合

計額（以下この項において「平成二十八年度区域内市町村確定前期高齢者交付金合計

額」という。）を超えるときは、平成三十年度都道府県概算前期高齢者交付金額からそ

の超える額とその超える額に係る前期高齢者交付調整金額（高齢者の医療の確保に関す

る法律第三十三条第一項に規定する前期高齢者交付調整金額をいう。以下この項及び次

条第一項において同じ。）との合計額を控除して得た額とするものとし、平成二十八年

度区域内市町村概算前期高齢者交付金合計額が平成二十八年度区域内市町村確定前期高

齢者交付金合計額に満たないときは、平成三十年度都道府県概算前期高齢者交付金額に

その満たない額とその満たない額に係る前期高齢者交付調整金額との合計額を加算して

得た額とする。 

２ 平成三十年度の都道府県に係る前期高齢者納付金の額は、高齢者の医療の確保に関す

る法律第三十七条第一項の規定にかかわらず、同年度の概算前期高齢者納付金の額（以

下この項において「平成三十年度都道府県概算前期高齢者納付金額」という。）とする。

ただし、平成二十八年度の当該都道府県の区域に属する市町村に係る概算前期高齢者納

付金の額の合計額（以下この項において「平成二十八年度区域内市町村概算前期高齢者

納付金合計額」という。）が同年度の当該都道府県の区域に属する市町村に係る確定前

期高齢者納付金の額（当該市町村に第三号改正前高確法第三十九条第一項の規定を適用

するとしたならば、同項の規定により算定されることとなる額をいう。）の合計額（以



下この項において「平成二十八年度区域内市町村確定前期高齢者納付金合計額」とい

う。）を超えるときは、平成三十年度都道府県概算前期高齢者納付金額からその超える

額とその超える額に係る前期高齢者納付調整金額（高齢者の医療の確保に関する法律第

三十七条第一項に規定する前期高齢者納付調整金額をいう。以下この項及び次条第二項

において同じ。）との合計額を控除して得た額とするものとし、平成二十八年度区域内

市町村概算前期高齢者納付金合計額が平成二十八年度区域内市町村確定前期高齢者納付

金合計額に満たないときは、平成三十年度都道府県概算前期高齢者納付金額にその満た

ない額とその満たない額に係る前期高齢者納付調整金額との合計額を加算して得た額と

する。 

３ 平成三十年度の都道府県に係る後期高齢者支援金の額は、高齢者の医療の確保に関す

る法律第百十九条第一項の規定にかかわらず、同年度の概算後期高齢者支援金の額（以

下この項において「平成三十年度都道府県概算後期高齢者支援金額」という。）とする。

ただし、平成二十八年度の当該都道府県の区域に属する市町村に係る概算後期高齢者支

援金の額の合計額（以下この項において「平成二十八年度区域内市町村概算後期高齢者

支援金合計額」という。）が同年度の当該都道府県の区域に属する市町村に係る確定後

期高齢者支援金の額（当該市町村に第三号改正前高確法第百二十一条第一項の規定を適

用するとしたならば、同項の規定により算定されることとなる額をいう。）の合計額

（以下この項において「平成二十八年度区域内市町村確定後期高齢者支援金合計額」と

いう。）を超えるときは、平成三十年度都道府県概算後期高齢者支援金額からその超え

る額とその超える額に係る後期高齢者調整金額（高齢者の医療の確保に関する法律第百

十九条第一項に規定する後期高齢者調整金額をいう。以下この項及び次条第三項におい

て同じ。）との合計額を控除して得た額とするものとし、平成二十八年度区域内市町村

概算後期高齢者支援金合計額が平成二十八年度区域内市町村確定後期高齢者支援金合計

額に満たないときは、平成三十年度都道府県概算後期高齢者支援金額にその満たない額

とその満たない額に係る後期高齢者調整金額との合計額を加算して得た額とする。 

第三十一条 平成三十一年度の都道府県に係る前期高齢者交付金の額は、高齢者の医療の

確保に関する法律第三十三条第一項の規定にかかわらず、同年度の概算前期高齢者交付

金の額（以下この項において「平成三十一年度都道府県概算前期高齢者交付金額」とい

う。）とする。ただし、平成二十九年度の当該都道府県の区域に属する市町村に係る概

算前期高齢者交付金の額の合計額（以下この項において「平成二十九年度区域内市町村

概算前期高齢者交付金合計額」という。）が同年度の当該都道府県の区域に属する市町

村に係る確定前期高齢者交付金の額（当該市町村に同法第三十五条第一項の規定を適用

するとしたならば、同項の規定により算定されることとなる額をいう。）の合計額（以

下この項において「平成二十九年度区域内市町村確定前期高齢者交付金合計額」とい

う。）を超えるときは、平成三十一年度都道府県概算前期高齢者交付金額からその超え

る額とその超える額に係る前期高齢者交付調整金額との合計額を控除して得た額とする



ものとし、平成二十九年度区域内市町村概算前期高齢者交付金合計額が平成二十九年度

区域内市町村確定前期高齢者交付金合計額に満たないときは、平成三十一年度都道府県

概算前期高齢者交付金額にその満たない額とその満たない額に係る前期高齢者交付調整

金額との合計額を加算して得た額とする。 

２ 平成三十一年度の都道府県に係る前期高齢者納付金の額は、高齢者の医療の確保に関

する法律第三十七条第一項の規定にかかわらず、同年度の概算前期高齢者納付金の額

（以下この項において「平成三十一年度都道府県概算前期高齢者納付金額」という。）

とする。ただし、平成二十九年度の当該都道府県の区域に属する市町村に係る概算前期

高齢者納付金の額の合計額（以下この項において「平成二十九年度区域内市町村概算前

期高齢者納付金合計額」という。）が同年度の当該都道府県の区域に属する市町村に係

る確定前期高齢者納付金の額（当該市町村に同法第三十九条第一項の規定を適用すると

したならば、同項の規定により算定されることとなる額をいう。）の合計額（以下この

項において「平成二十九年度区域内市町村確定前期高齢者納付金合計額」という。）を

超えるときは、平成三十一年度都道府県概算前期高齢者納付金額からその超える額とそ

の超える額に係る前期高齢者納付調整金額との合計額を控除して得た額とするものとし、

平成二十九年度区域内市町村概算前期高齢者納付金合計額が平成二十九年度区域内市町

村確定前期高齢者納付金合計額に満たないときは、平成三十一年度都道府県概算前期高

齢者納付金額にその満たない額とその満たない額に係る前期高齢者納付調整金額との合

計額を加算して得た額とする。 

３ 平成三十一年度の都道府県に係る後期高齢者支援金の額は、高齢者の医療の確保に関

する法律第百十九条第一項の規定にかかわらず、同年度の概算後期高齢者支援金の額

（以下この項において「平成三十一年度都道府県概算後期高齢者支援金額」という。）

とする。ただし、平成二十九年度の当該都道府県の区域に属する市町村に係る概算後期

高齢者支援金の額の合計額（以下この項において「平成二十九年度区域内市町村概算後

期高齢者支援金合計額」という。）が同年度の当該都道府県の区域に属する市町村に係

る確定後期高齢者支援金の額（当該市町村に同法第百二十一条第一項第二号の規定を適

用するとしたならば、同号の規定により算定されることとなる額をいう。）の合計額

（以下この項において「平成二十九年度区域内市町村確定後期高齢者支援金合計額」と

いう。）を超えるときは、平成三十一年度都道府県概算後期高齢者支援金額からその超

える額とその超える額に係る後期高齢者調整金額との合計額を控除して得た額とするも

のとし、平成二十九年度区域内市町村概算後期高齢者支援金合計額が平成二十九年度区

域内市町村確定後期高齢者支援金合計額に満たないときは、平成三十一年度都道府県概

算後期高齢者支援金額にその満たない額とその満たない額に係る後期高齢者調整金額と

の合計額を加算して得た額とする。 

第三十二条 第十一条の規定による改正後の高齢者の医療の確保に関する法律第五十五条

の二の規定は、施行日以後に同条第一項各号に該当するに至ったことにより後期高齢者



医療の被保険者となる者について適用し、施行日前に後期高齢者医療の被保険者となっ

た者については、なお従前の例による。 

 （私立学校教職員共済法の一部改正） 

第三十三条 私立学校教職員共済法（昭和二十八年法律第二百四十五号）の一部を次のよ

うに改正する。 

  第二十二条第二項中 

「 第四十三級 一、二一〇、〇〇〇円 一、一七五、〇〇〇円以上 」 

 を 

「 第四十三級 一、二一〇、〇〇〇円 一、一七五、〇〇〇円以上 一、二三

五、〇〇〇円未満 

 

 第四十四級 一、二七〇、〇〇〇円 一、二三五、〇〇〇円以上 一、二九

五、〇〇〇円未満 

 

 第四十五級 一、三三〇、〇〇〇円 一、二九五、〇〇〇円以上 一、三五

五、〇〇〇円未満 

 

 第四十六級 一、三九〇、〇〇〇円 一、三五五、〇〇〇円以上 」 

 に改める。 

  第二十三条第二項中「五百四十万円」を「五百七十三万円」に改める。 

  第二十五条中「第六十六条第三項、第六十七条第二項」を「第六十六条第二項（各号

を除く。）及び第五項、第六十七条第三項」に改め、同条の表第六十六条第一項の項を

次のように改める。 

第六十六条第一項 第六十八条から第六十八条の三まで 第六十八条 

  第二十五条の表第六十六条第一項の項の次に次のように加える。 

第六十六条第二項 標準報酬の月額（組合員が現に属す

る組合により定められたものに限

る。以下この項において同じ。） 

標準報酬月額 

 三分の二 百分の八十 

 標準報酬の月額が 標準報酬月額が 

 標準報酬の基礎 標準報酬月額の基礎 

  第二十五条の表第六十六条第三項の項中「第六十六条第三項」を「第六十六条第五

項」に改め、同表第六十六条第十二項の項中「第六十六条第十二項」を「第六十六条第

十四項」に改め、同表第六十七条第一項の項を削り、同表第六十七条第二項の項中「第

六十七条第二項」を「第六十七条第三項」に改め、同表第六十九条の項中「第六十九

条」を「第六十九条第二項」に改め、同表附則第十二条第五項の項中「の標準報酬の月

額」の下に「は、第四十条」を、「の標準報酬月額」の下に「は、私立学校教職員共済

法第二十二条」を加え、 

「 標準期末手当等の額 標準賞与額  

 定款 共済規程 」 

 を 

「 定款 共済規程  

 標準報酬の基礎 標準報酬月額の基礎  



 標準報酬の月額と 標準報酬月額と 」 

 に改める。 

  第二十六条第一項第一号中「被扶養者」の下に「（以下この号及び第四項において

「加入者等」という。）」を加え、「、健康診査その他」を「及び健康診査並びに健康

管理及び疾病の予防に係る加入者等の自助努力についての支援その他の加入者等」に、

「ための」を「ために」に改め、同条第四項を同条第五項とし、同条第三項中「行う」

の下に「加入者等の」を加え、「必要な指針を公表する」を「、指針の公表、情報の提

供その他の必要な支援を行う」に改め、同項を同条第四項とし、同条第二項の次に次の

一項を加える。 

 ３ 事業団は、第一項第一号に掲げる事業を行うに当たつては、高齢者の医療の確保に

関する法律第十六条第二項の情報を活用し、適切かつ有効に行うものとする。 

  第四十七条の三を第四十七条の四とし、第四十七条の二の次に次の一条を加える。 

  （社会保険診療報酬支払基金等への事務の委託） 

 第四十七条の三 事業団は、次に掲げる事務を社会保険診療報酬支払基金法（昭和二十

三年法律第百二十九号）による社会保険診療報酬支払基金又は国民健康保険法（昭和

三十三年法律第百九十二号）第四十五条第五項に規定する国民健康保険団体連合会に

委託することができる。 

  一 第二十条第一項に規定する短期給付のうち文部科学省令で定めるものの支給に関

する事務 

  二 第二十条第一項に規定する短期給付の支給、第二十六条第一項及び第二項に規定

する福祉事業の実施その他の文部科学省令で定める事務に係る加入者若しくは加入

者であつた者又はこれらの被扶養者（次号において「加入者等」という。）に係る

情報の収集又は整理に関する事務 

  三 第二十条第一項に規定する短期給付の支給その他の文部科学省令で定める事務に

係る加入者等に係る情報の利用又は提供に関する事務 

 ２ 事業団は、前項の規定により同項第二号又は第三号に掲げる事務を委託する場合は、

他の社会保険診療報酬支払基金法第一条に規定する保険者と共同して委託するものと

する。 

  第五十二条中「第四十七条の三」を「第四十七条の四」に改める。 

  附則第二十五項中「、国民健康保険法（昭和三十三年法律第百九十二号）」を「、国

民健康保険法」に、「中「に係る掛金を含み」とあるのは「並びに国民健康保険法（昭

和三十三年法律第百九十二号）附則第十条第一項に規定する拠出金に係る掛金を含み」

と、同表」を「及び」に、「「並びに国民健康保険法附則」を「、「並びに国民健康保

険法附則」に改める。 

 （私立学校教職員共済法の一部改正に伴う経過措置） 

第三十四条 第二号施行日前に私立学校教職員共済制度の加入者の資格を取得して、第二



号施行日まで引き続きその資格を有する者（平成二十八年四月から標準報酬月額を改定

されるべき者を除く。）のうち、同年三月の標準報酬月額が百二十一万円であるもの

（当該標準報酬月額の基礎となった報酬月額が百二十三万五千円未満である者を除

く。）の標準報酬月額は、当該標準報酬月額の基礎となった報酬月額を前条の規定によ

る改正後の私立学校教職員共済法（次条において「改正後私学共済法」という。）第二

十二条第二項の規定により読み替えられた同条第一項の規定による標準報酬月額の基礎

となる報酬月額とみなして、日本私立学校振興・共済事業団が改定する。 

２ 前項の規定により改定された標準報酬月額は、平成二十八年四月から同年八月までの

各月の標準報酬月額とする。 

第三十五条 改正後私学共済法第二十三条第二項の規定は、第二号施行日の属する月以後

の月に私立学校教職員共済制度の加入者が受けた賞与の標準賞与額について適用し、第

二号施行日の属する月前の月に当該加入者が受けた賞与の標準賞与額については、なお

従前の例による。 

 （国家公務員共済組合法の一部改正） 

第三十六条 国家公務員共済組合法（昭和三十三年法律第百二十八号）の一部を次のよう

に改正する。 

第四十条第二項中 

「 第四三級 一、二一〇、〇〇〇円 一、一七五、〇〇〇円以上 」 

 を 

「 第四三級 一、二一〇、〇〇〇円 一、一七五、〇〇〇円以上 一、二三五、

〇〇〇円未満 

 

 第四四級 一、二七〇、〇〇〇円 一、二三五、〇〇〇円以上 一、二九五、

〇〇〇円未満 

 

 第四五級 一、三三〇、〇〇〇円 一、二九五、〇〇〇円以上 一、三五五、

〇〇〇円未満 

 

 第四六級 一、三九〇、〇〇〇円 一、三五五、〇〇〇円以上 」 

 に改める。 

  第四十一条第二項中「五百四十万円」を「五百七十三万円」に改める。 

  第五十四条第二項第四号中「第六十三条第二項第四号」を「第六十三条第二項第五

号」に改め、同号を同項第五号とし、同項第三号の次に次の一号を加える。 

  四 健康保険法第六十三条第二項第四号に掲げる療養（以下「患者申出療養」とい

う。） 

  第五十五条の五第一項及び第五十七条第三項中「評価療養」の下に「、患者申出療

養」を加える。 

  第五十九条第三項第二号中「第六十六条第三項ただし書及び第六十七条第二項ただし

書」を「第六十六条第五項ただし書及び第六十七条第三項ただし書」に改める。 

  第六十六条第一項中「以下この条」を「第五項、次条第一項及び第三項並びに第六十



八条」に改め、「、傷病手当金として」を削り、「一日につき標準報酬の日額の三分の

二に相当する金額（当該金額に五十銭未満の端数があるときは、これを切り捨て、五十

銭以上一円未満の端数があるときは、これを一円に切り上げるものとする。）」を「、

傷病手当金」に改め、同条中第十二項を第十四項とし、第十一項を削り、第十項を第十

二項とし、同項の次に次の一項を加える。 

 13 傷病手当金は、次条の規定により出産手当金を支給する場合（第六項又は第七項に

該当するときを除く。）には、その期間内は、支給しない。ただし、報酬を受けるこ

とができないとしたならば支給されることとなる出産手当金の額が、第二項の規定に

より算定される額より少ないときは、同項の規定により算定される額から当該出産手

当金の額を控除した額を支給する。 

  第六十六条第九項を同条第十一項とし、同条第八項を同条第十項とし、同条第七項中

「第四項」を「第六項」に、「第五項」を「第七項」に改め、同項を同条第九項とし、

同条第六項中「第三項」を「第五項」に改め、同項を同条第八項とし、同条第五項中

「において支給を受けるべき傷病手当金の」を「に傷病手当金の支給を受けるとする場

合の第二項の規定により算定される」に改め、同項ただし書中「ときは、当該合計額か

ら当該障害手当金の額を控除した」を「場合において、報酬の全部若しくは一部又は出

産手当金の支給を受けることができるときその他の政令で定めるときは、当該合計額か

ら当該障害手当金の額を控除した額その他の政令で定める」に改め、同項を同条第七項

とし、同条第四項ただし書中「が、当該障害厚生年金の支給を受けることができないと

したならば支給されることとなる傷病手当金の」を「（以下この項において「障害年金

の額」という。）が、第二項の規定により算定される」に、「傷病手当金の額から当該

財務省令で定めるところにより算定した」を「額から次の各号に掲げる場合の区分に応

じて当該各号に定める」に改め、同項に次の各号を加える。 

  一 報酬を受けることができない場合であつて、かつ、出産手当金の支給を受けるこ

とができない場合 障害年金の額 

  二 報酬を受けることができない場合であつて、かつ、出産手当金の支給を受けるこ

とができる場合 出産手当金の額（当該額が第二項の規定により算定される額を超

える場合にあつては、当該額）と障害年金の額のいずれか多い額 

  三 報酬の全部又は一部を受けることができる場合であつて、かつ、出産手当金の支

給を受けることができない場合 当該受けることができる報酬の全部又は一部の額

（当該額が第二項の規定により算定される額を超える場合にあつては、当該額）と

障害年金の額のいずれか多い額 

  四 報酬の全部又は一部を受けることができる場合であつて、かつ、出産手当金の支

給を受けることができる場合 報酬を受けることができないとしたならば支給され

ることとなる出産手当金の額（当該額が第二項の規定により算定される額を超える

場合にあつては、当該額）と障害年金の額のいずれか多い額 



  第六十六条第四項を同条第六項とし、同条第三項を同条第五項とし、同条第二項中

「前項」を「第一項」に、「第六十九条」を「第六十九条第一項」に改め、同項を同条

第四項とし、同条第一項の次に次の二項を加える。 

 ２ 傷病手当金の額は、一日につき、傷病手当金の支給を始める日の属する月以前の直

近の継続した十二月間の各月の標準報酬の月額（組合員が現に属する組合により定め

られたものに限る。以下この項において同じ。）の平均額の二十二分の一に相当する

金額（当該金額に五円未満の端数があるときは、これを切り捨て、五円以上十円未満

の端数があるときは、これを十円に切り上げるものとする。）の三分の二に相当する

金額（当該金額に五十銭未満の端数があるときは、これを切り捨て、五十銭以上一円

未満の端数があるときは、これを一円に切り上げるものとする。）とする。ただし、

同日の属する月以前の直近の継続した期間において標準報酬の月額が定められている

月が十二月に満たない場合にあつては、次の各号に掲げる金額のうちいずれか少ない

額の三分の二に相当する金額（当該金額に五十銭未満の端数があるときは、これを切

り捨て、五十銭以上一円未満の端数があるときは、これを一円に切り上げるものとす

る。）とする。 

  一 傷病手当金の支給を始める日の属する月以前の直近の継続した各月の標準報酬の

月額の平均額の二十二分の一に相当する金額（当該金額に五円未満の端数があると

きは、これを切り捨て、五円以上十円未満の端数があるときは、これを十円に切り

上げるものとする。） 

  二 傷病手当金の支給を始める日の属する年度の前年度の九月三十日における短期給

付に関する規定の適用を受ける全ての組合員の同月の標準報酬の月額の平均額を標

準報酬の基礎となる報酬月額とみなしたときの標準報酬の月額の二十二分の一に相

当する金額（当該金額に五円未満の端数があるときは、これを切り捨て、五円以上

十円未満の端数があるときは、これを十円に切り上げるものとする。） 

 ３ 前項に規定するもののほか、傷病手当金の額の算定に関して必要な事項は、財務省

令で定める。 

  第六十七条第一項中「、出産手当金として」を削り、「一日につき標準報酬の日額の

三分の二に相当する金額（当該金額に五十銭未満の端数があるときは、これを切り捨て、

五十銭以上一円未満の端数があるときは、これを一円に切り上げるものとする。）」を

「、出産手当金」に改め、同条第二項中「前項」を「第一項」に改め、同項を同条第三

項とし、同条第一項の次に次の一項を加える。 

 ２ 前条第二項及び第三項の規定は、出産手当金の額の算定について準用する。 

  第六十九条中「、出産手当金、休業手当金、育児休業手当金又は介護休業手当金」を

削り、「場合」の下に「（第六十六条第六項、第七項又は第十三項に該当するときを除

く。）」を加え、同条に次の一項を加える。 

 ２ 出産手当金、休業手当金、育児休業手当金又は介護休業手当金は、その支給期間に



係る報酬の全部又は一部を受ける場合には、その受ける金額を基準として政令で定め

る金額の限度において、その全部又は一部を支給しない。 

  第九十八条第一項第一号中「被扶養者」の下に「（以下この号及び第三項において

「組合員等」という。）」を加え、「、健康診査」を「及び健康診査並びに健康管理及

び疾病の予防に係る組合員等の自助努力についての支援」に改め、「その他の」の下に

「組合員等の」を加え、「ための」を「ために」に改め、同条第三項を同条第四項とし、

同条第二項中「前項第一号」を「第一項第一号」に改め、「行う」の下に「組合員等

の」を加え、「必要な指針を公表する」を「、指針の公表、情報の提供その他の必要な

支援を行う」に改め、同項を同条第三項とし、同条第一項の次に次の一項を加える。 

 ２ 組合は、前項第一号及び第一号の二に掲げる事業を行うに当たつては、高齢者の医

療の確保に関する法律第十六条第二項の情報を活用し、適切かつ有効に行うものとす

る。 

  第百十四条の次に次の一条を加える。 

  （社会保険診療報酬支払基金等への事務の委託） 

 第百十四条の二 組合は、次に掲げる事務を社会保険診療報酬支払基金法（昭和二十三

年法律第百二十九号）による社会保険診療報酬支払基金又は国民健康保険法（昭和三

十三年法律第百九十二号）第四十五条第五項に規定する国民健康保険団体連合会に委

託することができる。 

  一 第五十条第一項に規定する短期給付のうち財務省令で定めるものの支給に関する

事務 

  二 第五十条第一項に規定する短期給付の支給、第九十八条第一項に規定する福祉事

業の実施その他の財務省令で定める事務に係る組合員若しくは組合員であつた者又

はこれらの被扶養者（次号において「組合員等」という。）に係る情報の収集又は

整理に関する事務 

  三 第五十条第一項に規定する短期給付の支給その他の財務省令で定める事務に係る

組合員等に係る情報の利用又は提供に関する事務 

 ２ 組合は、前項の規定により同項第二号又は第三号に掲げる事務を委託する場合は、

他の社会保険診療報酬支払基金法第一条に規定する保険者と共同して委託するものと

する。 

  附則第十一条の三中「、国民健康保険法（昭和三十三年法律第百九十二号）」を「、

国民健康保険法」に改める。 

  附則第十二条第五項中「毎年一月一日」を「第四十条の規定にかかわらず、前年」に、

「前年の一月一日）」を「前々年）の九月三十日」に、「組合員（」を「全ての組合員

（」に改め、「と、前年における当該組合員の標準期末手当等の額の平均額の十二分の

一に相当する額とを合算した額の二分の一に相当する金額」を削り、「定める金額」の

下に「を標準報酬の基礎となる報酬月額とみなしたときの標準報酬の月額」を加える。 



 （国家公務員共済組合法の一部改正に伴う経過措置） 

第三十七条 第二号施行日前に国家公務員共済組合の組合員の資格を取得して、第二号施

行日まで引き続きその資格を有する者（平成二十八年四月から標準報酬を改定されるべ

き者を除く。）のうち、同年三月の標準報酬の月額が百二十一万円であるもの（当該標

準報酬の月額の基礎となった報酬月額が百二十三万五千円未満である者を除く。）の標

準報酬は、当該標準報酬の月額の基礎となった報酬月額を前条の規定による改正後の国

家公務員共済組合法（次条において「改正後国共済法」という。）第四十条第二項の規

定により読み替えられた同条第一項の規定による標準報酬の基礎となる報酬月額とみな

して、国家公務員共済組合が改定する。 

２ 前項の規定により改定された標準報酬は、平成二十八年四月から同年八月までの各月

の標準報酬とする。 

第三十八条 改正後国共済法第四十一条第二項の規定は、第二号施行日の属する月以後の

月に国家公務員共済組合の組合員が受けた期末手当等の標準期末手当等の額について適

用し、第二号施行日の属する月前の月に当該組合員が受けた期末手当等の標準期末手当

等の額については、なお従前の例による。 

第三十九条 第二号施行日前において、附則第三十六条の規定による改正前の国家公務員

共済組合法による傷病手当金又は出産手当金の支給を受けていた者又は受けるべき者に

係る第二号施行日前までの分として支給される当該傷病手当金又は出産手当金の額につ

いては、なお従前の例による。 

 （地方公務員等共済組合法の一部改正） 

第四十条 地方公務員等共済組合法（昭和三十七年法律第百五十二号）の一部を次のよう

に改正する。 

  第四十三条第二項中 

「 第四三級 一、二一〇、〇〇〇円 一、一七五、〇〇〇円以上 」 

 を 

「 第四三級 一、二一〇、〇〇〇円 一、一七五、〇〇〇円以上 一、二三五、

〇〇〇円未満 

 

 第四四級 一、二七〇、〇〇〇円 一、二三五、〇〇〇円以上 一、二九五、

〇〇〇円未満 

 

 第四五級 一、三三〇、〇〇〇円 一、二九五、〇〇〇円以上 一、三五五、

〇〇〇円未満 

 

 第四六級 一、三九〇、〇〇〇円 一、三五五、〇〇〇円以上 」 

 に改める。 

  第四十四条第二項中「五百四十万円」を「五百七十三万円」に改める。 

  第五十六条第二項第四号中「第六十三条第二項第四号」を「第六十三条第二項第五

号」に改め、同号を同項第五号とし、同項第三号の次に次の一号を加える。 

  四 健康保険法第六十三条第二項第四号に掲げる療養（以下「患者申出療養」とい



う。） 

  第五十七条の五第一項及び第五十九条第三項中「評価療養」の下に「、患者申出療

養」を加える。 

  第六十一条第三項第二号中「第六十八条第三項ただし書及び第六十九条第二項ただし

書」を「第六十八条第五項ただし書及び第六十九条第三項ただし書」に改める。 

  第六十八条第一項中「以下この条」を「第五項、次条第一項及び第三項並びに第七十

条」に改め、「、傷病手当金として」を削り、「一日につき標準報酬の日額の三分の二

に相当する金額（当該金額に五十銭未満の端数があるときは、これを切り捨て、五十銭

以上一円未満の端数があるときは、これを一円に切り上げるものとする。）」を「、傷

病手当金」に改め、同条第九項を同条第十一項とし、同条第八項を削り、同条第七項中

「第四項」を「第六項」に、「第五項」を「第七項」に改め、同項を同条第九項とし、

同項の次に次の一項を加える。 

 10 傷病手当金は、次条の規定により出産手当金を支給する場合（第六項又は第七項に

該当するときを除く。）には、その期間内は、支給しない。ただし、報酬を受けるこ

とができないとしたならば支給されることとなる出産手当金の額が、第二項の規定に

より算定される額より少ないときは、同項の規定により算定される額から当該出産手

当金の額を控除した額を支給する。 

  第六十八条第六項中「第三項」を「第五項」に改め、同項を同条第八項とし、同条第

五項中「において支給を受けるべき傷病手当金の」を「に傷病手当金の支給を受けると

する場合の第二項の規定により算定される」に改め、同項ただし書中「ときは、当該合

計額から当該障害手当金の額を控除した」を「場合において、報酬の全部若しくは一部

又は出産手当金の支給を受けることができるときその他の政令で定めるときは、当該合

計額から当該障害手当金の額を控除した額その他の政令で定める」に改め、同項を同条

第七項とし、同条第四項ただし書中「が、当該障害厚生年金の支給を受けることができ

ないとしたならば支給されることとなる傷病手当金の」を「（以下この項において「障

害年金の額」という。）が、第二項の規定により算定される」に、「傷病手当金の額か

ら当該総務省令で定めるところにより算定した」を「額から次の各号に掲げる場合の区

分に応じて当該各号に定める」に改め、同項に次の各号を加える。 

  一 報酬を受けることができない場合であつて、かつ、出産手当金の支給を受けるこ

とができない場合 障害年金の額 

  二 報酬を受けることができない場合であつて、かつ、出産手当金の支給を受けるこ

とができる場合 出産手当金の額（当該額が第二項の規定により算定される額を超

える場合にあつては、当該額）と障害年金の額のいずれか多い額 

  三 報酬の全部又は一部を受けることができる場合であつて、かつ、出産手当金の支

給を受けることができない場合 当該受けることができる報酬の全部又は一部の額

（当該額が第二項の規定により算定される額を超える場合にあつては、当該額）と



障害年金の額のいずれか多い額 

  四 報酬の全部又は一部を受けることができる場合であつて、かつ、出産手当金の支

給を受けることができる場合 報酬を受けることができないとしたならば支給され

ることとなる出産手当金の額（当該額が第二項の規定により算定される額を超える

場合にあつては、当該額）と障害年金の額のいずれか多い額 

  第六十八条第四項を同条第六項とし、同条第三項を同条第五項とし、同条第二項中

「前項」を「第一項」に、「第七十一条」を「第七十一条第一項」に改め、同項を同条

第四項とし、同条第一項の次に次の二項を加える。 

 ２ 傷病手当金の額は、一日につき、傷病手当金の支給を始める日の属する月以前の直

近の継続した十二月間の各月の標準報酬の月額（組合員が現に属する組合により定め

られたものに限る。以下この項において同じ。）の平均額の二十二分の一に相当する

金額（当該金額に五円未満の端数があるときは、これを切り捨て、五円以上十円未満

の端数があるときは、これを十円に切り上げるものとする。）の三分の二に相当する

金額（当該金額に五十銭未満の端数があるときは、これを切り捨て、五十銭以上一円

未満の端数があるときは、これを一円に切り上げるものとする。）とする。ただし、

同日の属する月以前の直近の継続した期間において標準報酬の月額が定められている

月が十二月に満たない場合にあつては、次の各号に掲げる金額のうちいずれか少ない

額の三分の二に相当する金額（当該金額に五十銭未満の端数があるときは、これを切

り捨て、五十銭以上一円未満の端数があるときは、これを一円に切り上げるものとす

る。）とする。 

  一 傷病手当金の支給を始める日の属する月以前の直近の継続した各月の標準報酬の

月額の平均額の二十二分の一に相当する金額（当該金額に五円未満の端数があると

きは、これを切り捨て、五円以上十円未満の端数があるときは、これを十円に切り

上げるものとする。） 

  二 傷病手当金の支給を始める日の属する年度の前年度の九月三十日における短期給

付に関する規定の適用を受ける全ての組合員の同月の標準報酬の月額の平均額を標

準報酬の基礎となる報酬月額とみなしたときの標準報酬の月額の二十二分の一に相

当する金額（当該金額に五円未満の端数があるときは、これを切り捨て、五円以上

十円未満の端数があるときは、これを十円に切り上げるものとする。） 

 ３ 前項に規定するもののほか、傷病手当金の額の算定に関して必要な事項は、総務省

令で定める。 

  第六十九条第一項中「、出産手当金として」を削り、「一日につき標準報酬の日額の

三分の二に相当する金額（当該金額に五十銭未満の端数があるときは、これを切り捨て、

五十銭以上一円未満の端数があるときは、これを一円に切り上げるものとする。）」を

「、出産手当金」に改め、同条第二項中「前項」を「第一項」に改め、同項を同条第三

項とし、同条第一項の次に次の一項を加える。 



 ２ 前条第二項及び第三項の規定は、出産手当金の額の算定について準用する。 

  第七十一条中「、出産手当金、休業手当金、育児休業手当金又は介護休業手当金」を

削り、「場合」の下に「（第六十八条第六項、第七項又は第十項に該当するときを除

く。）」を加え、同条に次の一項を加える。 

 ２ 出産手当金、休業手当金、育児休業手当金又は介護休業手当金は、その支給期間に

係る報酬の全部又は一部を受ける場合には、その受ける金額を基準として政令で定め

る金額の限度において、その全部又は一部を支給しない。 

  第百十二条第一項第一号中「被扶養者」の下に「（以下この号及び第四項において

「組合員等」という。）」を加え、「、健康診査」を「及び健康診査並びに健康管理及

び疾病の予防に係る組合員等の自助努力についての支援」に改め、「その他の」の下に

「組合員等の」を加え、「ための」を「ために」に改め、同条第五項中「第三項」を

「第四項」に改め、同項を同条第六項とし、同条第四項を同条第五項とし、同条第三項

中「行う」の下に「組合員等の」を加え、「必要な指針を公表する」を「、指針の公表、

情報の提供その他の必要な支援を行う」に改め、同項を同条第四項とし、同条第二項の

次に次の一項を加える。 

 ３ 組合は、第一項第一号に掲げる事業を行うに当たつては、高齢者の医療の確保に関

する法律第十六条第二項の情報を活用し、適切かつ有効に行うものとする。 

  第百十二条の二中「特定保健指導（」の下に「次項及び」を加え、同条に次の一項を

加える。 

 ２ 組合は、特定健康診査等を行うに当たつては、前条第三項の情報を活用し、適切か

つ有効に行うものとする。 

  第百四十四条の三十二の次に次の一条を加える。 

  （社会保険診療報酬支払基金等への事務の委託） 

 第百四十四条の三十三 組合は、次に掲げる事務を社会保険診療報酬支払基金法（昭和

二十三年法律第百二十九号）による社会保険診療報酬支払基金又は国民健康保険法第

四十五条第五項に規定する国民健康保険団体連合会に委託することができる。 

  一 第五十三条第一項に規定する短期給付のうち総務省令で定めるものの支給に関す

る事務 

  二 第五十三条第一項に規定する短期給付の支給、第百十二条第一項及び第百十二条

の二第一項に規定する福祉事業の実施その他の総務省令で定める事務に係る組合員

若しくは組合員であつた者又はこれらの被扶養者（次号において「組合員等」とい

う。）に係る情報の収集又は整理に関する事務 

  三 第五十三条第一項に規定する短期給付の支給その他の総務省令で定める事務に係

る組合員等に係る情報の利用又は提供に関する事務 

 ２ 組合は、前項の規定により同項第二号又は第三号に掲げる事務を委託する場合は、

他の社会保険診療報酬支払基金法第一条に規定する保険者と共同して委託するものと



する。 

  第百四十六条中「第百四十四条の三十二」を「第百四十四条の三十三」に改める。 

  附則第十八条第五項中「特例退職掛金を徴収すべき月の属する年（当該月が一月から

三月までの場合には、前年）の一月一日」を「第四十三条の規定にかかわらず、前年

（一月から三月までの標準報酬の月額にあつては、前々年）の九月三十日」に、「を受

ける組合員」を「を受ける全ての組合員（特例退職組合員を除く。）」に改め、「と、

前年における当該組合員の標準期末手当等の額の平均額の十二分の一に相当する額とを

合算した額の二分の一に相当する額」を削り、「額とする」を「金額を標準報酬の基礎

となる報酬月額とみなしたときの標準報酬の月額とする」に改める。 

 （地方公務員等共済組合法の一部改正に伴う経過措置） 

第四十一条 第二号施行日前に地方公務員共済組合の組合員の資格を取得して、第二号施

行日まで引き続きその資格を有する者（平成二十八年四月から標準報酬を改定されるべ

き者を除く。）のうち、同年三月の標準報酬の月額が百二十一万円であるもの（当該標

準報酬の月額の基礎となった報酬月額が百二十三万五千円未満である者を除く。）の標

準報酬は、当該標準報酬の月額の基礎となった報酬月額を前条の規定による改正後の地

方公務員等共済組合法（次条並びに附則第四十三条第二項及び第三項において「改正後

地共済法」という。）第四十三条第二項の規定により読み替えられた同条第一項の規定

による標準報酬の基礎となる報酬月額とみなして、地方公務員共済組合が改定する。 

２ 前項の規定により改定された標準報酬は、平成二十八年四月から同年八月までの各月

の標準報酬とする。 

第四十二条 改正後地共済法第四十四条第二項の規定は、第二号施行日の属する月以後の

月に地方公務員共済組合の組合員が受けた期末手当等の標準期末手当等の額について適

用し、第二号施行日の属する月前の月に当該組合員が受けた期末手当等の標準期末手当

等の額については、なお従前の例による。 

第四十三条 第二号施行日前において、附則第四十条の規定による改正前の地方公務員等

共済組合法による傷病手当金又は出産手当金の支給を受けていた者又は受けるべき者に

係る第二号施行日前までの分として支給される当該傷病手当金又は出産手当金の額につ

いては、なお従前の例による。 

２ 第二号施行日から平成二十八年八月三十一日までの間に傷病手当金又は出産手当金の

支給を始める場合における当該傷病手当金又は出産手当金の額の算定については、改正

後地共済法第六十八条第二項本文（改正後地共済法第六十九条第二項において準用する

場合を含む。）の規定は、適用しない。 

３ 第二号施行日の属する年度における改正後地共済法第六十八条第二項ただし書第二号

及び第三項（これらの規定を改正後地共済法第六十九条第二項において準用する場合を

含む。）の規定の適用については、同号中「九月三十日」とあるのは、「十月一日」と

する。 



 （労働基準法の一部改正） 

第四十四条 労働基準法（昭和二十二年法律第四十九号）の一部を次のように改正する。 

  第三十九条第七項ただし書中「第九十九条第一項に定める標準報酬日額に相当する金

額」を「第四十条第一項に規定する標準報酬月額の三十分の一に相当する金額（その金

額に、五円未満の端数があるときは、これを切り捨て、五円以上十円未満の端数がある

ときは、これを十円に切り上げるものとする。）」に改める。 

 （地方自治法の一部改正） 

第四十五条 地方自治法（昭和二十二年法律第六十七号）の一部を次のように改正する。 

  別表第一国民健康保険法（昭和三十三年法律第百九十二号）の項中「第百六条第一

項」及び「第百七条」の下に「（第二号に係る部分に限る。）」を加える。 

 （地方財政法の一部改正） 

第四十六条 地方財政法（昭和二十三年法律第百九号）の一部を次のように改正する。 

  第十条第十六号中「支給並びに」を「支給、」に、「納付並びに」を「納付、」に改

め、「特定保健指導」の下に「並びに財政安定化基金への繰入れ」を加える。 

  第十一条の二ただし書中「繰入れに要する経費のうち」の下に「、国民健康保険の財

政の安定化及び調整を行うもの、高額医療費負担対象額に係るもの、」を加え、「及び

所得」を「、所得」に改め、「、高額医療費共同事業に要する費用に充てるための拠出

金の納付に要する経費のうち都道府県の負担に係るもの」を削り、「特定保健指導に要

する」の下に「もの並びに財政安定化基金への繰入れに要する」を加える。 

 （社会保険医療協議会法の一部改正） 

第四十七条 社会保険医療協議会法（昭和二十五年法律第四十七号）の一部を次のように

改正する。 

  第二条第一項第三号中「第四号」を「第五号」に改め、「第七十条第一項及び」の下

に「第三項並びに」を加える。 

 （生活保護法の一部改正） 

第四十八条 生活保護法（昭和二十五年法律第百四十四号）の一部を次のように改正する。 

  別表第一の十の項第一号中「、健康診査」を「及び健康診査並びに健康管理及び疾病

の予防に係る被保険者の自助努力についての支援」に改め、同項第二号中「、健康診

査」の下に「及び保健指導並びに健康管理及び疾病の予防に係る被保険者の自助努力に

ついての支援」を加える。 

 （防衛省の職員の給与等に関する法律の一部改正） 

第四十九条 防衛省の職員の給与等に関する法律（昭和二十七年法律第二百六十六号）の

一部を次のように改正する。 

  第二十九条中「第六十六条第三項」を「第六十六条第五項」に改める。 

 （登録免許税法の一部改正） 

第五十条 登録免許税法（昭和四十二年法律第三十五号）の一部を次のように改正する。 



  別表第三の四の項の第三欄の第二号及び同表の八の項の第三欄の第二号中「第二項」

を「第三項」に改める。 

 （住民基本台帳法の一部改正） 

第五十一条 住民基本台帳法（昭和四十二年法律第八十一号）の一部を次のように改正す

る。 

  別表第一の七十二の二の項中「同条第二項」を「同条第三項」に改め、同表の七十三

の項中「同条第二項の福祉事業」を「同条第三項の福祉事業」に改め、同表中七十三の

三の項を七十三の五の項とし、七十三の二の項を七十三の三の項とし、同項の次に次の

ように加える。 

七十三の四 国民

健康保険団体連

合会 

健康保険法による同法第二百五条の四第一項第二号の情報の

収集若しくは整理、船員保険法による同法第百五十三条の十

第一項第二号の情報の収集若しくは整理、私立学校教職員共

済法による同法第四十七条の三第一項第二号の情報の収集若

しくは整理、国家公務員共済組合法による同法第百十四条の

二第一項第二号の情報の収集若しくは整理、国民健康保険法

による同法第百十三条の三第一項第一号の情報の収集若しく

は整理、地方公務員等共済組合法による同法第百四十四条の

三十三第一項第二号の情報の収集若しくは整理又は高齢者の

医療の確保に関する法律による同法第百六十五条の二第一項

第一号の情報の収集若しくは整理に関する事務であつて総務

省令で定めるもの 

  別表第一の七十三の項の次に次のように加える。 

七十三の二 社会

保険診療報酬支

払基金 

社会保険診療報酬支払基金法（昭和二十三年法律第百二十九

号）による同法第十五条第一項第六号に掲げる業務として行

う健康保険法第二百五条の四第一項第二号、船員保険法第百

五十三条の十第一項第二号、私立学校教職員共済法第四十七

条の三第一項第二号、国家公務員共済組合法第百十四条の二

第一項第二号、国民健康保険法第百十三条の三第一項第一

号、地方公務員等共済組合法第百四十四条の三十三第一項第

二号又は高齢者の医療の確保に関する法律第百六十五条の二

第一項第一号の情報の収集又は整理に関する事務であつて総

務省令で定めるもの 

第五十二条 住民基本台帳法の一部を次のように改正する。 

  別表第一の七十三の三の項中「第七十六条」を「第七十六条第二項」に改める。 

 （介護保険法の一部改正） 

第五十三条 介護保険法（平成九年法律第百二十三号）の一部を次のように改正する。 

  第七条第七項中「市町村」を「都道府県及び市町村」に改める。 

  第六十八条第五項中「厚生労働大臣」の下に「とし、当該要介護被保険者等が国民健

康保険法の定めるところにより都道府県が当該都道府県内の市町村とともに行う国民健

康保険（以下「国民健康保険」という。）の被保険者である場合には、市町村とする」

を加える。 



  第百五十条第一項中「医療保険者」の下に「（国民健康保険にあっては、都道府県。

次項及び第百六十一条を除き、以下同じ。）」を加え、同条第二項中「医療保険者」の

下に「（国民健康保険にあっては、市町村）」を加え、「徴収し、納付金を納付する」

を「徴収する」に改め、同条に次の一項を加える。 

 ３ 医療保険者は、納付金を納付する義務を負う。 

  附則第十一条第一項中「国民健康保険法附則第十条第一項に規定する被用者保険等保

険者」を「高齢者の医療の確保に関する法律第七条第三項に規定する被用者保険等保険

者又は健康保険法第百二十三条第一項の規定による保険者としての全国健康保険協会」

に改め、同条第三項第六号及び第四項中「国民健康保険法附則第十条第三項」を「高齢

者の医療の確保に関する法律第七条第三項」に改める。 

 （介護保険法の一部改正に伴う経過措置） 

第五十四条 平成二十九年度以前の各年度の市町村に係る概算納付金及び平成二十七年度

以前の各年度の市町村に係る確定納付金については、なお従前の例による。 

第五十五条 平成三十年度及び平成三十一年度の各年度の都道府県に係る納付金の額は、

介護保険法第百五十一条第一項の規定にかかわらず、当該各年度の概算納付金の額（以

下この項において「都道府県概算納付金額」という。）とする。ただし、前々年度の当

該都道府県の区域に属する市町村に係る概算納付金の額の合計額（以下この項において

「区域内市町村概算納付金合計額」という。）が同年度の当該都道府県の区域に属する

市町村に係る確定納付金の額（当該市町村に同法第百五十三条の規定を適用するとした

ならば、同条の規定により算定されることとなる額をいう。）の合計額（以下この項に

おいて「区域内市町村確定納付金合計額」という。）を超えるときは、当該各年度の都

道府県概算納付金額からその超える額とその超える額に係る調整金額（同法第百五十一

条第一項ただし書に規定する調整金額をいう。以下この項において同じ。）との合計額

を控除して得た額とするものとし、前々年度の区域内市町村概算納付金合計額が同年度

の区域内市町村確定納付金合計額に満たないときは、当該各年度の都道府県概算納付金

額にその満たない額とその満たない額に係る調整金額との合計額を加算して得た額とす

る。 

 （独立行政法人地域医療機能推進機構法の一部改正） 

第五十六条 独立行政法人地域医療機能推進機構法（平成十七年法律第七十一号）の一部

を次のように改正する。 

  第三条中「又は第二項」を「又は第三項」に改める。 

 （社会保障協定の実施に伴う厚生年金保険法等の特例等に関する法律の一部改正） 

第五十七条 社会保障協定の実施に伴う厚生年金保険法等の特例等に関する法律（平成十

九年法律第百四号）の一部を次のように改正する。 

  第五条第一項中「市町村又は特別区」を「都道府県」に改める。 

 （日本年金機構法の一部改正） 



第五十八条 日本年金機構法（平成十九年法律第百九号）の一部を次のように改正する。 

  第二十七条第二項第四号イ中「第六十六条第九項」を「第六十六条第十一項」に改め

る。 

 （介護サービスの基盤強化のための介護保険法等の一部を改正する法律の一部改正） 

第五十九条 介護サービスの基盤強化のための介護保険法等の一部を改正する法律（平成

二十三年法律第七十二号）の一部を次のように改正する。 

  附則第三十五条中「（以下「新高齢者医療確保法」という。）」を削る。 

  附則第三十六条中「新高齢者医療確保法附則第十三条の六」を「高齢者の医療の確保

に関する法律附則第十三条の十一」に改める。 

第六十条 介護サービスの基盤強化のための介護保険法等の一部を改正する法律の一部を

次のように改正する。 

  附則第三十六条中「附則第十三条の十一」を「附則第十三条の七」に改める。 

 （福島復興再生特別措置法の一部改正） 

第六十一条 福島復興再生特別措置法（平成二十四年法律第二十五号）の一部を次のよう

に改正する。 

  第五十条中「規定する保険者」の下に「（国民健康保険法（昭和三十三年法律第百九

十二号）の定めるところにより都道府県が当該都道府県内の市町村とともに行う国民健

康保険にあっては、市町村）」を加え、「同法」を「高齢者の医療の確保に関する法

律」に改める。 

 （公的年金制度の財政基盤及び最低保障機能の強化等のための国民年金法等の一部を改

正する法律の一部改正） 

第六十二条 公的年金制度の財政基盤及び最低保障機能の強化等のための国民年金法等の

一部を改正する法律（平成二十四年法律第六十二号）の一部を次のように改正する。 

  第十九条の二のうち私立学校教職員共済法第二十二条第二項の改正規定中「第四十四

級」に」の下に「、「第四十四級」を「第四十五級」に、「第四十五級」を「第四十六

級」に、「第四十六級」を「第四十七級」に」を加える。 

  第二十五条中健康保険法附則第五条の三の次に一条を加える改正規定を次のように改

める。 

   附則第五条の三中「附則第十三条の六第一号」を「附則第十三条の六第一項第一

号」に、「附則第十三条の六第三号」を「附則第十三条の六第一項第三号」に改める。 

  第二十七条を次のように改める。 

  （高齢者の医療の確保に関する法律の一部改正） 

 第二十七条 高齢者の医療の確保に関する法律（昭和五十七年法律第八十号）の一部を

次のように改正する。 

   附則第十三条の六第一号中「（次号において「前期高齢者加入見込率」とい

う。）」を削り、同条第二号を次のように改める。 



   二 平成二十八年度における当該被用者保険等保険者に係る附則第十四条の九第一

項第一号に規定する補正後概算加入者割後期高齢者支援金額に、同年度における

当該被用者保険等保険者に係るイに掲げる数とロに掲げる数との合計（同項にお

いて「補正後加入者見込数」という。）に対するハに掲げる数とニに掲げる数と

の合計の割合を基礎として被用者保険等保険者ごとに算定される率（第三項にお

いて「補正後前期高齢者加入見込率」という。）を乗じて得た額（第四号及び附

則第十三条の八第一項第二号において「前期高齢者に係る補正後加入者割後期高

齢者支援金の概算額」という。） 

    イ 加入者（特定加入者（次に掲げる区分に応じ、それぞれ次に定める者をいう。

以下同じ。）である者を除く。）の見込数 

     (1) 健康保険法の規定による被保険者 その同法に規定する標準報酬月額と、

同法に規定する標準賞与額の平成二十八年度の合計額を同年度の加入月数で

除して得た額との合計額が、十万千円に満たない者及びその被扶養者 

     (2) 船員保険法の規定による被保険者 その同法に規定する標準報酬月額と、

同法に規定する標準賞与額の平成二十八年度の合計額を同年度の加入月数で

除して得た額との合計額が、十万千円に満たない者及びその被扶養者 

     (3) 国家公務員共済組合法に基づく共済組合の組合員 その同法に規定する

標準報酬の月額と、同法に規定する標準期末手当等の額の平成二十八年度の

合計額を同年度の加入月数で除して得た額との合計額が、十万千円に満たな

い者及びその被扶養者 

     (4) 地方公務員等共済組合法に基づく共済組合の組合員 その同法に規定す

る標準報酬の月額と、同法に規定する標準期末手当等の額の平成二十八年度

の合計額を同年度の加入月数で除して得た額との合計額が、十万千円に満た

ない者及びその被扶養者 

     (5) 私立学校教職員共済法の規定による私立学校教職員共済制度の加入者 

その同法に規定する標準報酬月額と、同法に規定する標準賞与額の平成二十

八年度の合計額を同年度の加入月数で除して得た額との合計額が、十万千円

に満たない者及びその被扶養者 

     (6) 国民健康保険法附則第十条第三項の規定により厚生労働大臣が定める国

民健康保険組合の組合員 その健康保険法に規定する標準報酬月額に相当す

るものとして厚生労働省令で定めるものと、同法に規定する標準賞与額に相

当するものとして厚生労働省令で定めるものの平成二十八年度の合計額を同

年度の加入月数で除して得た額との合計額が、十万千円に満たない者及びそ

の被扶養者 

    ロ 特定加入者である者の見込数に、特定加入者である者の数及び後期高齢者支

援金の額の状況を勘案して政令で定める割合を乗じて得た数 



    ハ 前期高齢者である加入者（特定加入者である者を除く。）の見込数 

    ニ 前期高齢者である加入者のうち特定加入者である者の見込数に特定加入者で

ある者の数及び後期高齢者支援金の額の状況を勘案して政令で定める割合を乗

じて得た数 

   附則第十三条の六第四号中「前期高齢者に係る加入者割後期高齢者支援金の概算額

に係る概算調整対象基準額」を「前期高齢者に係る補正後加入者割後期高齢者支援金

の概算額に係る概算調整対象基準額」に、「係る前期高齢者に係る加入者割後期高齢

者支援金の概算額」を「係る前期高齢者に係る補正後加入者割後期高齢者支援金の概

算額」に、「概算加入者調整率」を「補正後概算加入者調整率」に改め、同条に次の

二項を加える。 

  ２ 前項第二号イの加入月数は、健康保険法の規定による被保険者、船員保険法の規

定による被保険者、国家公務員共済組合法に基づく共済組合の組合員、地方公務員

等共済組合法に基づく共済組合の組合員、私立学校教職員共済法の規定による私立

学校教職員共済制度の加入者又は国民健康保険法附則第十条第三項の規定により厚

生労働大臣が定める国民健康保険組合の組合員であつた期間として、それぞれ厚生

労働省令で定めるところにより算定した月数とする。 

  ３ 第一項第四号の補正後概算加入者調整率は、厚生労働省令で定めるところにより、

平成二十八年度における全ての保険者に係る加入者の見込総数に対する前期高齢者

である加入者の見込総数の割合を補正後前期高齢者加入見込率（その率が第三十四

条第四項に規定する下限割合に満たないときは、当該下限割合とする。）で除して

得た率を基礎として被用者保険等保険者ごとに算定される率とする。 

   附則第十三条の七第一号中「（次号において「前期高齢者加入率」という。）」を

削り、同条第二号を次のように改める。 

   二 平成二十八年度における当該被用者保険等保険者に係る附則第十四条の十第一

項第一号に規定する補正後確定加入者割後期高齢者支援金額に、同年度における

当該被用者保険等保険者に係るイに掲げる数とロに掲げる数との合計（同項にお

いて「補正後加入者数」という。）に対するハに掲げる数とニに掲げる数との合

計の割合を基礎として被用者保険等保険者ごとに算定される率（次項において

「補正後前期高齢者加入率」という。）を乗じて得た額（第四号及び附則第十三

条の九第一項第二号において「前期高齢者に係る補正後加入者割後期高齢者支援

金の確定額」という。） 

    イ 加入者（特定加入者である者を除く。）の数 

    ロ 特定加入者である者の数に、特定加入者である者の数及び後期高齢者支援金

の額の状況を勘案して政令で定める割合を乗じて得た数 

    ハ 前期高齢者である加入者（特定加入者である者を除く。）の数 

    ニ 前期高齢者である加入者のうち特定加入者である者の数に特定加入者である



者の数及び後期高齢者支援金の額の状況を勘案して政令で定める割合を乗じて

得た数 

   附則第十三条の七第四号中「前期高齢者に係る加入者割後期高齢者支援金の確定額

に係る確定調整対象基準額」を「前期高齢者に係る補正後加入者割後期高齢者支援金

の確定額に係る確定調整対象基準額」に、「係る前期高齢者に係る加入者割後期高齢

者支援金の確定額」を「係る前期高齢者に係る補正後加入者割後期高齢者支援金の確

定額」に、「確定加入者調整率」を「補正後確定加入者調整率」に改め、同条に次の

一項を加える。 

  ２ 前項第四号の補正後確定加入者調整率は、厚生労働省令で定めるところにより、

平成二十八年度における全ての保険者に係る加入者の総数に対する前期高齢者であ

る加入者の総数の割合を補正後前期高齢者加入率（その率が第三十四条第四項に規

定する下限割合に満たないときは、当該下限割合とする。）で除して得た率を基礎

として被用者保険等保険者ごとに算定される率とする。 

   附則第十三条の八第一項第二号中「前期高齢者に係る加入者割後期高齢者支援金の

概算額に係る概算調整対象基準額」を「前期高齢者に係る補正後加入者割後期高齢者

支援金の概算額に係る概算調整対象基準額」に、「前期高齢者に係る加入者割後期高

齢者支援金の概算額を」を「前期高齢者に係る補正後加入者割後期高齢者支援金の概

算額を」に改め、同項第四号中「特例退職被保険者等に係る前期高齢者に係る加入者

割後期高齢者支援金の概算額に係る概算調整対象基準額」を「特例退職被保険者等に

係る前期高齢者に係る補正後加入者割後期高齢者支援金の概算額に係る概算調整対象

基準額」に改め、同条第三項中「特例退職被保険者等に係る前期高齢者に係る加入者

割後期高齢者支援金の概算額に係る概算調整対象基準額」を「特例退職被保険者等に

係る前期高齢者に係る補正後加入者割後期高齢者支援金の概算額に係る概算調整対象

基準額」に、「前期高齢者に係る加入者割後期高齢者支援金の概算額に係る概算調整

対象基準額に」を「前期高齢者に係る補正後加入者割後期高齢者支援金の概算額に係

る概算調整対象基準額に」に改め、同条第四項第二号中「特例退職被保険者等に係る

前期高齢者に係る加入者割後期高齢者支援金の概算額に係る概算調整対象基準額」を

「特例退職被保険者等に係る前期高齢者に係る補正後加入者割後期高齢者支援金の概

算額に係る概算調整対象基準額」に改める。 

   附則第十三条の九第一項第二号中「前期高齢者に係る加入者割後期高齢者支援金の

確定額に係る確定調整対象基準額」を「前期高齢者に係る補正後加入者割後期高齢者

支援金の確定額に係る確定調整対象基準額」に、「前期高齢者に係る加入者割後期高

齢者支援金の確定額を」を「前期高齢者に係る補正後加入者割後期高齢者支援金の確

定額を」に改め、同項第四号中「特例退職被保険者等に係る前期高齢者に係る加入者

割後期高齢者支援金の確定額に係る確定調整対象基準額」を「特例退職被保険者等に

係る前期高齢者に係る補正後加入者割後期高齢者支援金の確定額に係る確定調整対象



基準額」に改め、同条第三項中「特例退職被保険者等に係る前期高齢者に係る加入者

割後期高齢者支援金の確定額に係る確定調整対象基準額」を「特例退職被保険者等に

係る前期高齢者に係る補正後加入者割後期高齢者支援金の確定額に係る確定調整対象

基準額」に、「前期高齢者に係る加入者割後期高齢者支援金の確定額に係る確定調整

対象基準額に」を「前期高齢者に係る補正後加入者割後期高齢者支援金の確定額に係

る確定調整対象基準額に」に改め、同条第四項第二号中「特例退職被保険者等に係る

前期高齢者に係る加入者割後期高齢者支援金の確定額に係る確定調整対象基準額」を

「特例退職被保険者等に係る前期高齢者に係る補正後加入者割後期高齢者支援金の確

定額に係る確定調整対象基準額」に改める。 

   附則第十四条の九第一項第一号を次のように改める。 

   一 被用者保険等保険者に係る補正前概算後期高齢者支援金総額を全ての被用者保

険等保険者に係る補正後加入者見込数の総数で除して得た額に、厚生労働省令で

定めるところにより算定した平成二十八年度における当該被用者保険等保険者に

係る補正後加入者見込数及び概算後期高齢者支援金調整率を乗じて得た額（以下

この条において「補正後概算加入者割後期高齢者支援金額」という。）に三分の

一を乗じて得た額 

   附則第十四条の九第一項第三号中「特例退職被保険者等に係る概算加入者割後期高

齢者支援金額」を「特例退職被保険者等に係る補正後概算加入者割後期高齢者支援金

額」に改め、同条第四項中「第二項」を「第三項」に、「概算加入者割後期高齢者支

援金額（」を「補正後概算加入者割後期高齢者支援金額（」に、「概算加入者割後期

高齢者支援金額から」を「補正後概算加入者割後期高齢者支援金額から」に、「特例

退職被保険者等に係る概算加入者割後期高齢者支援金額」を「特例退職被保険者等に

係る補正後概算加入者割後期高齢者支援金額」に改め、同項を同条第五項とし、同条

第三項中「特例退職被保険者等に係る概算加入者割後期高齢者支援金額」を「特例退

職被保険者等に係る補正後概算加入者割後期高齢者支援金額」に、「概算加入者割後

期高齢者支援金額に」を「補正後概算加入者割後期高齢者支援金額に」に改め、同項

を同条第四項とし、同条第二項中「前項第二号」を「第一項第二号」に改め、同項を

同条第三項とし、同条第一項の次に次の一項を加える。 

  ２ 前項第一号の被用者保険等保険者に係る補正前概算後期高齢者支援金総額は、平

成二十八年度における全ての後期高齢者医療広域連合の保険納付対象額（第百条第

一項に規定する保険納付対象額をいう。次条第二項において同じ。）の見込額の総

額を厚生労働省令で定めるところにより算定した同年度における全ての保険者に係

る加入者の見込総数で除して得た額に、厚生労働省令で定めるところにより算定し

た同年度における全ての被用者保険等保険者に係る加入者の見込総数を乗じて得た

額とする。 

   附則第十四条の十第一項第一号を次のように改める。 



   一 被用者保険等保険者に係る補正前確定後期高齢者支援金総額を全ての被用者保

険等保険者に係る補正後加入者数の総数で除して得た額に、厚生労働省令で定め

るところにより算定した平成二十八年度における当該被用者保険等保険者に係る

補正後加入者数及び確定後期高齢者支援金調整率を乗じて得た額（以下この条に

おいて「補正後確定加入者割後期高齢者支援金額」という。）に三分の一を乗じ

て得た額 

   附則第十四条の十第一項第三号中「特例退職被保険者等に係る確定加入者割後期高

齢者支援金額」を「特例退職被保険者等に係る補正後確定加入者割後期高齢者支援金

額」に改め、同条第四項中「第二項」を「第三項」に、「確定加入者割後期高齢者支

援金額（」を「補正後確定加入者割後期高齢者支援金額（」に、「確定加入者割後期

高齢者支援金額から」を「補正後確定加入者割後期高齢者支援金額から」に、「特例

退職被保険者等に係る確定加入者割後期高齢者支援金額」を「特例退職被保険者等に

係る補正後確定加入者割後期高齢者支援金額」に改め、同項を同条第五項とし、同条

第三項中「特例退職被保険者等に係る確定加入者割後期高齢者支援金額」を「特例退

職被保険者等に係る補正後確定加入者割後期高齢者支援金額」に、「確定加入者割後

期高齢者支援金額に」を「補正後確定加入者割後期高齢者支援金額に」に改め、同項

を同条第四項とし、同条第二項中「前項第二号」を「第一項第二号」に改め、同項を

同条第三項とし、同条第一項の次に次の一項を加える。 

  ２ 前項第一号の被用者保険等保険者に係る補正前確定後期高齢者支援金総額は、平

成二十八年度における全ての後期高齢者医療広域連合の保険納付対象額の総額を厚

生労働省令で定めるところにより算定した同年度における全ての保険者に係る加入

者の総数で除して得た額に、厚生労働省令で定めるところにより算定した同年度に

おける全ての被用者保険等保険者に係る加入者の総数を乗じて得た額とする。 

  附則第一条第五号中「及び第四十一条第一項の改正規定並びに同法附則第五条の三の

次に一条を加える」を「、第四十一条第一項及び附則第五条の三の」に改め、「、第四

十八条の二、第四十八条の三」を削る。 

  附則第四十八条の二及び第四十八条の三を削る。 

  附則第五十一条中「をいう。以下」を「（健康保険法第百二十三条第一項の規定によ

る保険者としての全国健康保険協会を除く。）をいう。以下附則第五十一条の七までに

おいて」に改める。 

  附則第五十一条の二中「額は、」の下に「高齢者医療確保法第三十四条第一項及び」

を加え、「同条の規定の適用がないものとして改正後高齢者医療確保法第三十四条の規

定を当該被用者保険等保険者に適用するとしたならば同条第一項」を「第二十七条の規

定による改正前の高齢者医療確保法（以下「改正前高齢者医療確保法」という。）附則

第十三条の六」に改める。 

  附則第五十一条の三中「額は、」の下に「高齢者医療確保法第三十五条第一項及び」



を加え、「同条の規定の適用がないものとして改正後高齢者医療確保法第三十五条の規

定を当該被用者保険等保険者に適用するとしたならば同条第一項」を「改正前高齢者医

療確保法附則第十三条の七」に改める。 

  附則第五十一条の四中「改正後高齢者医療確保法第三十八条第一項」を「高齢者医療

確保法第三十八条第一項及び改正後高齢者医療確保法附則第十三条の八第一項」に、

「同項」を「これら」に、「改正後高齢者医療確保法附則第十三条の八の規定の適用が

ないものとして改正後高齢者医療確保法第三十八条の規定を当該被用者保険等保険者に

適用するとしたならば同条第一項」を「高齢者医療確保法第三十八条第一項及び改正前

高齢者医療確保法附則第十三条の八第一項の規定を適用するとしたならばこれら」に改

める。 

  附則第五十一条の五中「改正後高齢者医療確保法第三十九条第一項」を「高齢者医療

確保法第三十九条第一項及び改正後高齢者医療確保法附則第十三条の九第一項」に、

「同項」を「これら」に、「改正後高齢者医療確保法附則第十三条の九の規定の適用が

ないものとして改正後高齢者医療確保法第三十九条の規定を当該被用者保険等保険者に

適用するとしたならば同条第一項」を「高齢者医療確保法第三十九条第一項及び改正前

高齢者医療確保法附則第十三条の九第一項の規定を適用するとしたならばこれら」に改

める。 

  附則第五十一条の六中「改正後高齢者医療確保法附則第十四条の七第一項」を「高齢

者医療確保法第百二十条第一項及び改正後高齢者医療確保法附則第十四条の九第一項」

に、「同条の規定の適用がないものとして改正後高齢者医療確保法第百二十条の規定を

当該被用者保険等保険者に適用するとしたならば同条第一項」を「改正前高齢者医療確

保法附則第十四条の九第一項」に改める。 

  附則第五十一条の七中「改正後高齢者医療確保法附則第十四条の八第一項」を「高齢

者医療確保法第百二十一条第一項及び改正後高齢者医療確保法附則第十四条の十第一

項」に、「同条の規定の適用がないものとして改正後高齢者医療確保法第百二十一条の

規定を当該被用者保険等保険者に適用するとしたならば同条第一項」を「改正前高齢者

医療確保法附則第十四条の十第一項」に改める。 

  附則第五十一条の八の次に次の二条を加える。 

 第五十一条の九 平成二十八年度における健康保険法附則第五条及び第二十五条の規定

による改正後の健康保険法附則第五条の三の規定により読み替えられた健康保険法第

百五十三条第一項の規定により補助する額は、同項の規定にかかわらず、同項の規定

により算定される額の十二分の六に相当する額と同年度において改正前高齢者医療確

保法附則第十三条の六及び第十三条の八の規定を適用するとしたならば健康保険法附

則第五条及び第二十五条の規定による改正後の健康保険法附則第五条の三の規定によ

り読み替えられた健康保険法第百五十三条第一項の規定により算定されることとなる

額の十二分の六に相当する額との合計額とする。 



 第五十一条の十 平成二十八年度における第二十五条の規定による改正後の健康保険法

附則第五条の三の規定により読み替えて適用される健康保険法附則第四条の四の規定

により読み替えられた同法附則第五条の規定により読み替えられた同法第百五十三条

第二項の規定により補助する額は、同項の規定にかかわらず、同項の規定により算定

される額の十二分の六に相当する額と同年度において改正前高齢者医療確保法附則第

十三条の六、第十三条の八及び第十四条の九の規定を適用するとしたならば第二十五

条の規定による改正後の健康保険法附則第五条の三の規定により読み替えて適用され

る健康保険法附則第四条の四の規定により読み替えられた同法附則第五条の規定によ

り読み替えられた同法第百五十三条第二項の規定により算定されることとなる額の十

二分の六に相当する額との合計額とする。 

  附則第五十二条中「被用者保険等保険者」の下に「（国民健康保険法附則第十条第一

項に規定する被用者保険等保険者をいう。以下同じ。）」を加える。 

  附則第五十九条を次のように改める。 

  （国民健康保険法の一部改正） 

 第五十九条 国民健康保険法の一部を次のように改正する。 

   附則第二十一条の三第一項中「平成二十八年度」を「平成二十七年度」に、「第十

四条の十」を「第十四条の八」に改め、同条第四項を削る。 

   附則第二十一条の三の次に次の一条を加える。 

  第二十一条の四 平成二十八年度の概算療養給付費等拠出金の額及び確定療養給付費

等拠出金の額についての附則第二十一条第三項及び第四項の規定の適用については、

同条第三項第二号中「が負担する後期高齢者支援金」とあるのは「に係る後期高齢

者支援金（高齢者の医療の確保に関する法律附則第十四条の九第一項第一号に規定

する補正後概算加入者割後期高齢者支援金額（以下この号において「補正後概算加

入者割後期高齢者支援金額」という。）をいう。ただし、平成二十六年度の概算後

期高齢者支援金の額（当該特定健康保険組合に同法附則第十四条の五の規定の適用

がないものとして同法第百二十条の規定を適用するとしたならば同条第一項の規定

により算定されることとなるものをいう。以下この号において同じ。）が同年度の

確定後期高齢者支援金の額（当該特定健康保険組合に同法附則第十四条の六の規定

の適用がないものとして同法第百二十一条の規定を適用するとしたならば同条第一

項の規定により算定されることとなるものをいう。以下この号において同じ。）を

超えるときは、平成二十八年度の補正後概算加入者割後期高齢者支援金額からその

超える額とその超える額に係る後期高齢者調整金額（同法第百十九条第一項に規定

する後期高齢者調整金額をいう。以下この号において同じ。）との合計額を控除し

て得た額とするものとし、平成二十六年度の概算後期高齢者支援金の額が同年度の

確定後期高齢者支援金の額に満たないときは、平成二十八年度の補正後概算加入者

割後期高齢者支援金額にその満たない額とその満たない額に係る後期高齢者調整金



額との合計額を加算して得た額とする。次項第二号において同じ。）」と、同条第

四項第二号中「が負担した」とあるのは「に係る」とする。 

  ２ 平成二十八年度における附則第二十一条第五項の規定の適用については、同項中

「調整対象基準額は、当該年度」とあるのは「調整対象基準額は、平成二十八年

度」と、「第三十四条第三項に規定する概算調整対象基準額をいう。以下この項に

おいて同じ」とあるのは「附則第十三条の六第一項第三号及び第四号に掲げる額の

合計額をいう。以下この項において「平成二十八年度概算調整対象基準額」とい

う」と、「ただし、当該年度の前々年度の概算調整対象基準額が当該年度の前々年

度」とあるのは「ただし、平成二十六年度の概算調整対象基準額（同法附則第十三

条の五の二第三号及び第四号に掲げる額の合計額をいう。以下この項において「平

成二十六年度概算調整対象基準額」という。）が同年度」と、「第三十五条第三項

に規定する確定調整対象基準額をいう。以下この項において同じ」とあるのは「附

則第十三条の五の三第三号及び第四号に掲げる額の合計額をいう。以下この項にお

いて「平成二十六年度確定調整対象基準額」という」と、「ときは、当該年度の概

算調整対象基準額」とあるのは「ときは、平成二十八年度概算調整対象基準額」と、

「当該年度の前々年度におけるすべての」とあるのは「全ての」と、「概算調整対

象基準額と確定調整対象基準額」とあるのは「平成二十六年度概算調整対象基準額

と平成二十六年度確定調整対象基準額」と、「とし、当該年度の前々年度の概算調

整対象基準額が当該年度の前々年度の確定調整対象基準額」とあるのは「とし、平

成二十六年度概算調整対象基準額が平成二十六年度確定調整対象基準額」とする。 

  附則第六十条中「附則第二十一条の三第四項」を「附則第二十一条の四第一項」に、

「附則第二十一条第五項に規定する調整対象基準額は、同項」を「附則第二十一条第三

項第二号及び第四項第二号に規定する後期高齢者支援金は、同条第三項第二号」に、

「同項の規定により算定される額」を「それぞれ同号の規定により算定される額」に、

「この条において「改正前国保法」を「この項において「改正前国保法」に、「附則第

二十一条の三第三項」を「附則第二十一条の三第一項」に、「附則第二十一条第五項の

規定を適用するとしたならば同項」を「附則第二十一条第三項第二号の規定を適用する

としたならば同号」に改め、同条に次の一項を加える。 

 ２ 平成二十八年度における改正後国保法附則第二十一条の四第二項の規定により読み

替えられた改正後国保法附則第二十一条第五項に規定する高齢者の医療の確保に関す

る法律附則第十三条の六第一項第三号及び第四号に掲げる額は、改正後国保法附則第

二十一条第五項の規定にかかわらず、改正後高齢者医療確保法附則第十三条の六第一

項第三号及び第四号に掲げる額の合計額の十二分の六に相当する額と同年度における

改正前高齢者医療確保法附則第十三条の六第三号及び第四号に掲げる額の合計額の十

二分の六に相当する額との合計額とする。 

  附則第六十七条を次のように改める。 



 第六十七条 削除 

第六十三条 公的年金制度の財政基盤及び最低保障機能の強化等のための国民年金法等の

一部を改正する法律の一部を次のように改正する。 

  附則第五十一条中「年度の被用者保険等保険者（」の下に「持続可能な医療保険制度

を構築するための国民健康保険法等の一部を改正する法律（平成二十七年法律第三十一

号。以下「国保法等一部改正法」という。）第三条の規定による改正前の」を加える。 

  附則第五十一条の三中「改正後高齢者医療確保法附則第十三条の七第一項」を「附則

第十三条の四第一項」に改める。 

  附則第五十一条の五中「改正後高齢者医療確保法附則第十三条の九第一項」を「附則

第十三条の五第一項」に、「において高齢者医療確保法」を「において国保法等一部改

正法第十条の規定による改正前の高齢者医療確保法（附則第六十条第二項において「平

成二十九年改正前高齢者医療確保法」という。）」に改め、「改正前高齢者医療確保

法」を削る。 

  附則第五十一条の七中「第百二十一条第一項及び改正後高齢者医療確保法附則第十四

条の十第一項」を「第百二十一条第一項第一号及び附則第十四条の三第一項」に改める。 

  附則第五十二条中「被用者保険等保険者（」の下に「国保法等一部改正法第三条の規

定による改正前の」を加える。 

  附則第六十条第一項中「前条の規定による改正後の国民健康保険法（以下この条にお

いて「改正後国保法」という。）附則第二十一条の四第一項」を「国民健康保険法附則

第二十一条の三第一項」に、「読み替えられた改正後国保法」を「読み替えられた同

法」に、「改正後国保法附則第二十一条の四第一項」を「同法附則第二十一条の三第一

項」に改め、同条第二項中「改正後国保法附則第二十一条の四第二項」を「国民健康保

険法附則第二十一条の三第二項」に、「改正後国保法附則第二十一条第五項に」を「同

法附則第二十一条第五項に」に、「、改正後国保法」を「、国民健康保険法」に、「改

正後高齢者医療確保法」を「平成二十九年改正前高齢者医療確保法」に改める。 

 （被用者年金制度の一元化等を図るための厚生年金保険法等の一部を改正する法律の一

部改正） 

第六十四条 被用者年金制度の一元化等を図るための厚生年金保険法等の一部を改正する

法律（平成二十四年法律第六十三号）の一部を次のように改正する。 

  附則第四十二条中「第二条の規定による改正後の」を削り、「同条第四項」を「同条

第六項」に、「及び第七項」を「及び第九項」に、「同条第七項」を「同条第九項」に

改める。 

  附則第五十三条中「並びに附則第六十六条及び第六十七条」を「及び附則第六十七

条」に改める。 

  附則第六十六条中「改正後地共済法」を「地方公務員等共済組合法」に、「同条第四

項」を「同条第六項」に、「及び第七項」を「及び第九項」に、「同条第七項」を「同



条第九項」に改める。 

 （行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律の一部改

正） 

第六十五条 行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律

（平成二十五年法律第二十七号）の一部を次のように改正する。 

  別表第一の三十の項の次に次のように加える。 

三十の二 都道府県知事 国民健康保険法による国民健康保険保険給付費等交付

金の交付に関する事務であって主務省令で定めるもの 

 （持続可能な社会保障制度の確立を図るための改革の推進に関する法律の一部改正） 

第六十六条 持続可能な社会保障制度の確立を図るための改革の推進に関する法律（平成

二十五年法律第百十二号）の一部を次のように改正する。 

  第四条第七項第二号ロ中「国民健康保険法附則第十条第一項」を「持続可能な医療保

険制度を構築するための国民健康保険法等の一部を改正する法律（平成二十七年法律第

三十一号）第三条の規定による改正前の国民健康保険法（以下このロにおいて「改正前

国保法」という。）附則第十条第一項」に、「国民健康保険法附則第十二条第一項」を

「改正前国保法附則第十二条第一項」に改める。 

 （地域における医療及び介護の総合的な確保を推進するための関係法律の整備等に関す

る法律の一部改正） 

第六十七条 地域における医療及び介護の総合的な確保を推進するための関係法律の整備

等に関する法律（平成二十六年法律第八十三号）の一部を次のように改正する。 

  第十八条のうち高齢者の医療の確保に関する法律附則第十三条の六第一項の改正規定

中「附則第十三条の六第一項」を「附則第十三条の十一第一項」に改める。 

  附則第一条第六号中「第十三条の六第一項」を「第十三条の十一第一項」に改める。 

 （罰則に関する経過措置） 

第六十八条 この法律（附則第一条各号に掲げる規定については、当該各規定。以下この

条において同じ。）の施行前にした行為及びこの附則の規定によりなお従前の例による

こととされる場合におけるこの法律の施行後にした行為に対する罰則の適用については、

なお従前の例による。 

 （その他の経過措置の政令への委任） 

第六十九条 この附則に規定するもののほか、この法律の施行に伴い必要な経過措置（罰

則に関する経過措置を含む。）は、政令で定める。 

（内閣総理・総務・財務大臣臨時代理・文部科学・厚生労働・防衛大臣署名） 

 


